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第1章 本論文の課題と各章の構成

1.1 本論文の課題

農業・農村には、農業が営まれ、農地が手入れされ、農村に人が居住することによって発揮さ

れる保健休養機能や国土保全機能等の多面的機能がある。ただし、農業・農村を取り巻く環境は

厳しく、農業就業人口は減少傾向を示しており、さらに農業従事者の高齢化も進んでいる。農業

従事者の減少及び高齢化は、耕作放棄や過疎化につながる。その結果として、これまで維持され、

発揮されてきた農業・農村の多面的機能が失われるおそれが生じてきた。国民厚生的な観点から

も、農業・農村の多面的機能を維持・発揮させる政策が必要である。

この多面的機能の一つの保健休養機能を発揮させ、地域の経済活性化をはかる施策として、グ

リーンツーリズムに注目が集まっている。農林水産省構造改善局のグリーンツーリズム研究会の

中間報告書にまとめられた定義によると、日本におけるグリーンツーリズムとは「緑豊かな農山

漁村地域において、その自然、文化、人々の交流を楽しむ滞在型余暇活動」である。

また、都市住民も家族で楽しめる身近なレクリエーシヨンとして、農村を訪問するグリーンツー

リズムに関心を寄せている。最近では、このグリーンツーリズムを推進するための法律の整備も

なされている。 1995年4月に施行された「農山漁村滞在型余暇活動促進法」は、農山漁村におけ

る交流や体験を通じた余暇活動を推進し、ゆとりある国民生活の確保と農山漁村地域の振興に寄

与することを目的としている。また、 1999年7月に施行された「食料・農業・農村基本法」では、

都市と農村との交流の促進がこれからの農村振興に関する施策対象として明確に位置づけられて

いる。

グリーンツーリズムを目的として個人が農村を訪問するのは、その個人にとって農村の保健休

養機能(レクリエーション機能)の価値が高いからである。この農村の保健休養機能は市場では

直接に評価されず、外部経済効果としてとらえられる。グリーンツーリズムによる農村振興のた

めの施策の方向性を明確にするためには、この外部経済効果を適切に評価する必要があると思わ

れる。グリーンツーリズムによる保健休養機能を分析する手法のーっとしてトラベルコスト法が

ある。しかし、この手法を適用してモデルを推定するには様々な仮定を必要とするため、手法の

信頼性とその手法によって推定された外部経済効果の評価額の信頼性に疑問が抱かれてきたのも
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事実である。

グリーンツーリズムに対する宿泊施設の整備は進みつつあるが、まだ一般に農村での宿泊は定

着していないと考えられる。このグリーンツーリズムの宿泊について分析を行うことにより、滞

在型グリーンツーリズムを促進させる要因が明らかにされ、また、そのことによって地域の活性

化に貢献できるのではないかと考えられる。この滞在型グリーンツーリズムを推進させることは、

地域での農村資源の外部効果を内部化させ、潜在的な市場の失敗を是正するという観点からも重

要な課題になると思われる。

これらのことを考慮に入れ、本論文では、第一に、農業・農村の多面的機能の一つである農村

の保健休養機能を評価すること、第二に、保健休養機能を評価する手法の改善を行うことにより、

その評価の信頼性を向上させること、第三に、グリーンツーリズムの宿泊に着目し、施策の変更

による主体の行動の変化を通じて厚生の変化を評価することを課題とする。

第二の課題である評価手法の信頼性の向上については、以下に示す四つの小課題に取り組む。

第一は、これまで用いられてきたトラベルコストモデルは、通常最小二乗法 (OrdinaryLeωt 

8quare; OL8)で推定されているが、この方法で推定された誤差項が正規分布に従うという仮定が

満たされていない可能性があることである。この仮定が満たされていない場合には、推定結果に

バイアスを発生させるおそれがある。そこで、本論文では、正規性を仮定することなく分析を行

うことが可能であるブートストラップ法を適用して、消費者余剰の信頼区間を構成することを第

一の課題とする。このブートストラップ法は、コンビュータを用いた反復計算によって、正規性

などのパラメトリックな統計理論では知ることのできなかった統計量の分布を近似的に構成する

ことを可能にする方法である。

第二は、個人トラベルコスト法の被説明変数は非負の整数値であり、そのためにこの特性を考

慮に入れたポアソン回帰で推定を行うことが推奨されているが、これまで慣例的に用いられてき

たOL8よりも適切であることを客観的な方法で示すことができなかったことである。このため

に、分析者がアドホックにモデルを選択してきた。そこで、本論文では、非入れ子型検定の一種

であり、サイズ・ディストーシヨンをあまり発生させることのないブートストラップP検定によ

り、ポアソン回帰と OL8の聞で適切なモデルの選択を行い、選択されたモデルの推定を行うこと

を第二の課題とする。

第三は、これまでトラベルコスト法は移動中に効用を受けないと仮定されてきたが、移動中の

混雑による不効用を考慮しなければ、結果にバイアスを生じるおそれがあることである。そこで、

本論文では、この混雑による不効用を考慮に入れるために、混雑時間という変数を組み込んだト

ラベルコストモデルの推定を行うことを第三の課題とする。

第四は、トラベルコスト法の一種と考えられるランダム効用モデルにおいて、これまで各主体
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は同じ噌好を持つ、つまり推定されたパラメータは固定されていると仮定してきたことである。

しかし、旅行に対する選好が各主体で同一であるという仮定は、現実的ではないと考えられる。

そこで、本論文では、主体の特性を表す係数が固定されているのではなく、確率的に変動するこ

とを考慮に入れたランダム・パラメータ・ロジット・モデル (RPL)によって推定を行うことを第

四の課題とする。

また、第三の課題であるグリーンツーリズムの宿泊について、二つの小課題を設定する。第一

は訪問者の宿泊行動である需要面から、第二は宿泊業経営者の行動である供給面の両面からの分

析である。

第一の小課題として、訪問者の宿泊行動の側面から、ランダム効用モデルのフレームワークを

用いて、宿泊価格が 1泊2食付の価格 7，000円ではなく、農林漁業体験協会が推奨する 1泊朝食

付の価格の3，500円に引き下げた場合の訪問者の行動の変化について考える。

第二の小課題として、宿泊業経営者の側面から、二期参入モデルによって分析を行う。具体的

には、第一に、農家民宿の適正数を明らかにする。第二に、現行の利子率から公的融資制度によっ

て利子率を引き下げた場合に、どのように社会的厚生が改善するかについて調べる。第三に、宿

泊価格が1泊2食付の価格ではなく、 1泊朝食付の価格の3，500円に引き下げた場合の社会的厚生

の影響を調べる。

1.2 各章の構成

第1章本論文の課題と各章の構成

第一章では、本論文の課題として以下のことを設定した。第一に、農業・農村の多面的機能の

一つである農村の保健休養機能を評価すること、第二に、保健休養機能を評価する手法の改善を

行うことにより、その評価の信頼性を向上させること、第三に、グリーンツーリズムの宿泊に着

目し、施策の変更による主体の行動の変化を通じて厚生の変化を評価することである。

第二の課題である評価手法の信頼性の向上については、以下に示す四つの小課題に取り組む。

第ーは、正規性を仮定することなく分析を行うことが可能であるブートストラップ法を適用して、

消費者余剰の信頼区間を構成すること、第二は、非入れ子型検定の一種であるブートストラップ

P検定により、ポアソン回帰と OL8の聞で適切なモデルの選択を行い、選択されたモデルの推定

を行うこと、第三は、混雑による不効用を考慮に入れるために、混雑時間という変数を組み込ん

だトラベルコストモデルの推定を行うこと、第四は、主体の特性を表す係数が固定されているの

ではなく、確率的に変動することを考慮に入れた RPLによって推定を行うことである。

また、第三の課題であるグリーンツーリズムの宿泊について、二つの小課題を設定した。第一
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は訪問者の宿泊行動である需要面から、第二は宿泊業経営者の行動である供給面の両面からの分

析を行うことである。

第 2章 農業・農村の多面的機能とその経済評価

本章では、農業・農村の多面的機能とそれを評価するための経済理論についての説明を行う。農

業・農村には多面的機能があり、これを評価する主な手法として、 トラベルコスト法、ヘドニツ

ク法、 CVMがある。本章では、分析対象である保健休養機能を評価する手法のトラベルコスト

法に焦点を当てる。このトラベルコスト法には、ゾーントラベルコスト法と個人トラベルコスト

法がある。これらの方法について、理論的説明を行うと共に、 トラベルコスト法の研究課題であ

る時間の価値及び複数目的地の訪問の評価に関する簡単なレビューを行う。また、国内における

トラベルコスト法の研究事例を紹介する。

第3章観光農業施設に対する需要分析

本章は、ゾーントラベルコスト法を適用して、広島県世羅台地の 7つの花の観光農園の保健休

養機能の評価を行ったものである。このうちでゴールデンウィーク前後が開花のピークを迎える

4農園を訪問することによる消費者余剰は、開花のピークが5月下旬から 7月上旬の 3農園を訪

問することによる消費者余剰の 2--3倍程度になることが明らかになった。この理由として、第一

に、ゴールデンウィークは、一般的には一週間程度の連続休暇が可能であり、その期間中は、海

外旅行等のより多様なレクリエーシヨンが選択可能であり、余暇時間の機会費用が高くなること

が予想されること、第二に、ゴールデンウィークではない余暇時間には制約があり、遠方からの

訪問が比較的困難であり、実際に訪問者数もゴールデンウィークと比較すると少ないことが考え

られる。また、第二の課題のうちの第一の小課題に取り組むために、正規分布を仮定することな

く信頼区間を構成することが可能であるブートストラップ法を適用して、消費者余剰の信頼区間

を構成した。

第4章 トラベルコスト法による農村の保健休養機能の評価

本章は、個人トラベルコスト法を適用して京都府美山町の保健休養機能の評価を行ったもので

ある。個人の旅行回数は非負で整数であるので、これを考慮に入れたポアソン回帰で推定を行う

必要性が指摘されてきたが、これまでは慣例的に用いられてきた OLSと比較を行うことができな

かった。そこで、ブートストラップP検定によりこのポアソン回帰と OLSの比較を行った。こ

れが、第二の課題のうちの第二の小課題である。その結果、ポアソン回帰が適切であることが明
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らかになった。また、移動中の混雑による不効用を考慮に入れるために、混雑時間という変数を

モデルに組み込んで推定を行った。これが、第二の課題のうちの第三の小課題である。その結果、

従来のトラベルコストモデルは過小評価になることを明らかにした

第5章 農村地域における宿泊行動の規定要因の解明

本章は、ランダム・パラメータ・ロジツト・モデル (RPL)を適用して、京都府美山町の訪問者

の宿泊行動はどのような要因により決定されているのかを明らかにしたものである。この RPLを

用いて、各主体が同じ晴好を持たない場合に発生する誤差項の分散不均一性を考慮に入れた宿泊

決定モデルの推定を行った。これは、第二の課題の第四の小課題である。 RPLモデルの推定結果

から、日帰り旅行費用、宿泊旅行費用、学歴、自動車・バイクによる訪問、美山町での目的の変数

が宿泊行動に影響を与えていることが明らかになった。また、訪問者の宿泊行動を通じて、宿泊

価格が1泊2食付の価格ではなく、農林漁業体験協会が推奨する 1泊朝食付の価格の3，500円に引

き下げた場合について考えた。これは、第三の課題の第一の小課題である。この結果、推定宿泊

選択確率は、平均して 9.1ポイント上昇し、社会的余剰は約 1億円になることが明らかになった。

第6章 農村宿泊施設に対する公的融資制度の厚生評価

本章は、京都府美山町における農家民宿の適正数を二期クールノー寡占モデルにより明らかに

したものであり、宿泊業経営者の行動を通じて、様々な場合における社会的厚生を調べるものであ

る。これは、第三の課題の第二の小課題である。はじめに、現行の競争均衡における宿泊施設数の

社会的厚生は、最適な宿泊施設数の社会的厚生と比較して、厚生の損失が6.71%であることが明

らかになった。第二に、現状の競争均衡の状態で、現行の利子率4.0%が、公的融資で利子補給さ

れることにより 0.38%以下になれば、公的融資の総額が社会的厚生の改善額よりも大きくなるこ

とを費用便益分析の結果から明らかにした。第三に、一泊二食付の宿泊客を対象とした現行の経

営と一泊朝食付を対象にした経営というこつの経営内容の違いによる厚生の差についても同様に

考察し、その結果、一泊朝食付の経営内容の方が社会的厚生が大きくなることが明らかになった。

第7章結章

本章では、本論文のまとめを行った。本論文で明らかになったことは、第一に、従来のトラベ

ルコスト法では、誤差項の正規性の仮定、移動中の混雑の不効用の無視という仮定、個人の晴好

は同一であるという仮定がおかれていたが、本論文ではこれらの強い仮定を可能な限り緩和する

ことに成功した。第二に、ブートストラップP検定という非入れ子型検定を利用して、 トラベル
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コストモデルの選択を行うことを可能にした。第三に、グリーンツーリズム関連施策の変更が社

会的厚生の変化にいかなる影響を与えるかについて、訪問者の側面と宿泊業経営者の側面から分

析を行った。
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第2章 農業-農村の多面的機能とその経済評価

2.1 はじめに

農業・農村には、農産物生産機能等の直接的な使用価値だけでなく、保健休養機能等の間接的

な使用価値がある。また、存在価値といった非使用価値も有している。この間接的な使用価値及

び非使用価値は、農業・農村の多面的機能と呼ばれることが多く、これらは外部経済効果として

発揮される。

寺脇 [99]は、使用価値は直接使用価値と間接使用価値、非使用価値はオプション価値、遺贈価

値、存在価値、代理価値に分類している(註 1)。

浅野 [4]は、表2-1のように使用価値から見た農林業の多面的機能の分類を行っている(註2)。

農林業の多面的機能の分類については、武内・横張・井出 [93]や熊谷 [53]も行っているが、著者

によって分類が異なっている。本論文では、農林業の多面的機能の分類として、浅野[4]の分類を

参考にする。

使用価値の一つである保健休養機能を評価する手法として、 トラベルコスト法がある。本章の

第2節から第 5節において、 トラベルコスト法についての理論を説明し、既往研究のレビューを

行う。第 2節では、農業・農村の多面的機能の評価手法を説明する。第 3節では、 トラベルコス

ト法について説明する。また、ゾーントラベルコスト法、個人トラベルコスト法についての説明

も行う。第 4節では、 トラベルコスト法の研究の中心となっている時間の価値及び複数目的地ト

ラベルコストについて紹介する。第 5節では、 トラベルコスト法を適用した国内の研究事例につ

いて紹介する。第6節では、トラベルコスト法以外に本論文の分析で用いるランダム効用モデル、

ブートストラップ法、ブートストラップP検定、二期参入モデルについて、簡単に説明を行う。

第7節では、まとめを述べる。
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表2-1 使用価値から見た農林業の多面的機能の分類

機能の大分類 小分類 効果の帰属者

内部経済 農林産物生産 安全農産物安定供給 農産物の消費者

所得・資産形成 農家所得形成 農家

地域雇用派生 雇用された地域住民

資産維持 農家

外部経済 食料安全保障 食料安全保障 国民

環境保全 国土・環境保全 国民、地域住民

居住環境保全 地域住民

生物資源保存 人類、国民

緑資源・オープンスペー 景観保全 地域住民、訪問者

ス提供

憩い・安らぎ提供 地域住民、訪問者

保健・休養 レクリエーション空間 地域住民、訪問者

提供

教育 自然・情操教育環境提 地域住民、訪問者

供

農山村伝統文化維持 国民、地域住民、訪問

者

註)浅野[4Jp.14の表1.1より転載。

2.2 農業・農村の多面的機能の評価手法

農業・農村の多面的機能を評価する手法として、顕示選好法と表明選好法がある。顕示選好

法としてはトラベルコスト法とヘドニック法、表明選好法としては仮想状況評価法(Contingent 

Valuation Method; CVM)がある。寺脇 [99]によると、顕示選好法は、個人の実際の消費行動か

ら間接的に環境の価値を評価する方法であり、一方、表明選好法は、個人に直接環境の価値を回

答してもらう方法である。

トラベルコスト法とは、対象となる地域への旅行回数と旅行費用、個人(地域)属性、旅行属性

との関係を推定し、その関係を用いて、その地域がもっ保健休養機能の便益の評価を導出する手

法である。嘉田・浅野・新保[42]、浅野[4]によると、レクリエーシヨン地域のもつサービスは排

除性が小さいので、無料か安価で提供されているという公共財の性格を有する。しかし、この価

格はその地点のもつ真のレクリエーション価値を反映しているとは考えられない。ところが、全

ての利用者は旅行費用を支払っている。この旅行費用をもって、地点のもつ便益の評価を補完す

ることができるものと考えられる。トラベルコスト法は、この補完関係を用いてその地点の評価
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を行う手法である、ということを述べている。

この手法は、浅野[4]の分類では、使用価値の中の緑資源・オープンスペース提供機能、保健・

休養機能、教育機能を測定することができる。また、 トラベルコスト法は、顕示選好法の一種で

あるヘドニック法のように外部経済効果の総評価額を導出するのではなく、その中の一種である

保健休養機能を評価するものである(註3)。また、 CVMで問題になっている様々なバイアスを発

生させるおそれがなし， (註4)。欠点としては、 トラベルコスト法は、訪問者がいないところでは、

その環境価値はゼロと見なされることである。つまり、非使用価値を測定することができないこ

とである。これらの理由から、使用価値の一つである保健休養機能を評価する方法としては、 ト

ラベルコスト法が最も適している。

ヘドニック法は、土地や労働力の様々な特性を構成要素として地代や賃金が決定されていると

考え、市場データを利用してそれらの特性が価格に及ぼしている影響を明らかにする手法である。

浅野・田中 [6]で述べられているように、ヘドニック法の利点は、統計データを用いて外部効果

の評価額を導出するので、 CVMで問題になっている様々なバイアスを発生させるおそれがない

ことである。また、地価データなどの公表された統計データを利用することができるので、アン

ケートを行う必要がない。一方、欠点は、どのような外部効果を評価しているのか分からないこ

とである。これは、どのような外部効果を湧出させているかが地域ごとに異なるからである。浅

野・田中 [6]では、この地域特有の外部効果とへドニック法により導出された評価額との聞にどの

ような関係があるかを明らかにしようとクラスター分析を試みているが、変量が適切に分類され

ず、明らかにすることはできていない。このクラスター分析以外に考えられることは、対象地域

の住民に外部経済効果の重要性についてアンケートを行い、その結果をもとに全体の評価額から

個々の要因を明らかにすることである。しかし、この方法は、統計データのみを用いて推定を行

うことができるヘドニック法の利点を活かせないものになる。外部性の規模を明らかにするとい

うその目的にへドニック法は利点があり、外部効果の内容に迫るためには、 CVM等を併用する

必要があると思われる。

CVMは、農村環境整備センター [74]によると、「環境サービスの量的あるいは質的変化に対す

る支払意志額 (Willingnessto PaYi WTP)あるいは補償受容額 (Willingnessto Accepti WTA)を

受益者に直接的にあるいは間接的に回答してもらい、その調査データをもとにその環境サービス

の評価額を導出する手法」である。 CVMの利点は、非使用価値の測定が可能であるロつまり、ト

ラベルコスト法やヘドニック法によって評価することの出来ない環境財を評価することが可能で

ある。一方で、その欠点は、戦略バイアス等、仮想的な状況を質問することによるバイアスが発

生することである。そのため、市場データやセンサスデータが入手可能である場合には、顕示選

好法であるヘドニック法やトラベルコスト法を適用した方が適切であると考えられる。
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本論文では、農業・農村の多面的機能の中の保健休養機能に焦点を当てるので、次節ではその

評価手法であるトラベルコスト法について論じる。

2.3 トラベルコスト法

本節では、レクリエーション地域が与える保健休養機能の便益を導出する環境評価手法である

トラベルコスト法の説明を行う。

Ward and Beal[103]は、 トラベルコスト法のアイデアの原点を説明している。この要約は以下

の通りである。アメリカの国立公園局は、森林を国立公園として維持していくことを正当化する

ために、国立公園の便益を評価し、この便益が費用を超過することを示す必要があった。そこで、

国立公園局は、数名の著名な学者に対して、国立公園の便益の評価方法の作成を依頼した。その

中で、 1947年にHaroldHotellingが回答した書簡だけが、経済学の原則に基づいていた(註5)。

Ward and Beal[103]に掲載されている Hotellingの書簡の内容は、本段落の以下の通りである。

まず、図2-1に示されるように、目的地であるレクリエーシヨン地域を中心として、レクリエー

シヨン地域までのトラベルコストが同じになるような同心円状のゾーンを定義する。そのレクリ

エーシヨンサービスが少なくとも費用と同等の価値を有するために、そのソーン内に居住する人

がレクリエーション地域を訪問するとする。また、レクリエーション地域からゾーンまでの距離が

同じであれば、レクリエーションから得られる便益が同じであると仮定する。これらの仮定に従

うと、ゾーンからの訪問数とそのゾーンからのトラベルコストの関係を用いて、レクリエーシヨ

ンに関する需要曲線を導出することが可能である。この需要曲線を用いると、レクリエーション

利用に関する消費者余剰を得ることが可能である。

この方法はゾーントラベルコスト法と呼ばれ、現在でもトラベルコスト法の主要な柱のーっと

なっている(註6)。トラベルコスト法の前提となる仮定は、前段落の仮定である。 1950年代後半

から 1960年代にかけて、このHotellingのアイデアを用いて、 ClawsonやKnetschが実証分析を

行った(註7)。これらの研究が、 トラベルコスト法の発展の契機となった。

1970年代前半には、ゾーンからレクリエーシヨン地域への訪問率とレクリエーション地域の訪

問に必要なトラベルコストの関係ではなく、個人のレクリエーション地域への訪問回数とトラベ

ルコストの関係に基づいて、レクリエーション地域の総便益を導出するトラベルコスト法が開発

された(註8)。この方法は個人トラベルコスト法と呼ばれるものである。個人トラベルコスト法

は、 Brownand Nawas[9]とGumand Martin[32]を鳴矢として、その後も多くの研究事例が報告

されている。
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ゾーン 2

図2-1 ゾーントラベルコスト法におけるゾーンの概念図

以下では、 トラベルコスト法に関する一般理論を説明するとともに、ゾーントラベルコスト法

と個人トラベルコスト法について、それぞれ説明を行う。また、ゾーントラベルコスト法と個人

トラベルコスト法の比較を行う。

2.3.1 トラベルコスト法に関する一般理論

本節では、トラベルコスト法の一般理論について説明を行う。本節の式(2.1)と(2.5)から (2.7)

までの展開は栗山 [54]、それ以外の式の展開はFreeman[27Jによる。

主体が私的財 zニ (x}， • ・ .，Xn)と環境財 qを消費したときの効用を uとする。本論文では、 Xl

はあるレクリエーシヨン地域への訪問回数となる。効用関数は式 (2.1)のように示される。

u = U(X，q) (2.1) 

ここで qの価値を測定することを考えるoqには市場価格がないので、 qを測定する場合にはある

条件が必要になる。それが弱補完性である。

以下の弱補完性についての説明は、全て Freeman[27]による。

他の条件を一定にしたときに、風景の美しさなどで示される環境財qは、個人によるレクリエー

シヨン地域の訪問引によって満足を高めさせるものであり、そのために qの改善が行われると、
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Xlの需要が増大すると仮定する。例えば、琵琶湖の水質が改善されると、琵琶湖畔ヘキャンプに

行く回数が増えることが考えられる。

Xlとqが次の補完関係にあるとする。すなわち、補償需要関数hl= h1(p，q，U)がδh11δq>Oと

なるとする(註9)。ここで、 uは効用である。また、通常需要関数Xl= Xl(p，q，M)がδxllδq>O

となる。

需要関数体系から適切な厚生測度を導出するためには、効用関数と支出関数を解くためにこの

方程式体系が積分可能でなければならない(註10)。しかし、所与の効用関数と支出関数について、

積分を解くことが必要となるが、この積分を解くには、以下に示す必要条件を追加しなければな

らない。その追加の条件が弱補完性である。弱補完性は、環境財qと補完関係にあるレクリエー

シヨンへの訪問回数がOであれば、 qの限界効用又は限界需要価格がOであることである。この弱

補完性が成立するためには、次に示す二つの条件が必要になるので、以下では、その弱補完性の

条件について説明する。

第一条件は、私的財 Xlの補償需要について、

外側の h(q")にシフトさせる。この変化に関連する便益は三段階で計算される。

p 

D 
$
1
 
p
 

p~ 

h 1 (Pi ， q， u) = 0 (2.2) 

h1 (q') 

が成立するような q の価格piがあるということである。このことは、引が非本質財であること

を意味している(註 11)。この価格p:は需要がゼロになる価格(chokeprice)である(註12)。この

ことは、補償需要曲線が切片を持つことを意味している。

第二条件は、月以上の水準で、 Plの価格について、支出関数e=ε(pi，q，u)の微分がゼロであ

る(註13)。すなわち、

。 Xl 

図2-2 qとXlが弱補完性である場合の qの増加に対する厚生測度

註)Freeman[27]p.106より転載

θe(pi，q，u)1θq=O (2.3) 

第一は、 h1(q') を所与として、 Xl の価格が p~ から需要が O になる価格 pi に上昇したとする。

このとき、効用は uに固定されているので、個人の厚生を悪化させないために、その個人は面積

ABCによる補償が必要となる。

第二は、環境の質の改善があり、 h1(q")への需要曲線のシフトがあると仮定する。弱補完性に

よって、 Xlの消費は Oであるので、個人の効用は qの上昇により影響を受けない。

第三は、環境の質の価格が p~ に戻ったとする。このとき面積 ADE によって個人の厚生は向上

している。すると、第二の厚生の状態に引き戻すために ADEのぶんだけ代価が必要となるだろ

う。このような変化による純効果は BCEDによって表される。これがqの質の向上による補償

変分であり、これが便益としてはかられる。

もし、需要が Oになる価格が存在しなければ、第一段階と第三段階における補償変分は有限な

ものにならない。このために、弱補完性の第一条件が必要になる。また、もし、需要がOになる

この条件は、需要がゼロになる価格pi以上では、 qの限界効用もしくは限界WTPがゼロである

ことを意味している。

弱補完性の条件を所与として、 qの変化に対する補償変分は、 Xlについての2つの補償需要関

数に固まれる面積によって表すことができる(註 14)。環境質の水準q'について、 Xlの補償需要

曲線があるとする。図2・1で、この補償需要曲線は hl(q')であるo Xl の価格が p~ で与えられ、分

析を通じて変化しないと仮定する o Xlの利用に関する補償変分は、需要曲線の下の面積ABCで

ある。いま、質がどに改善されたと仮定する。これは、 Xlの需要を増大させ、それで需要曲線を
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価格における支出関数の qによる偏微分がゼロでなければ、 Xlの需要がゼロであったとしても、

qの増加に関する第二段階においても厚生の変化が存在する。厚生の変化が正の変化である場合

は、面積 BGEDはqの変化による便益を過小評価したものになってしまう。このために、弱補

完性の第二条件が必要になる。このように、 qの質の変化の便益を計測するには、弱補完性の条

件が必要になるのである。

ただし、この補償需要曲線は、直接的に観測することは不可能である。 Willigは、訪問者の行

動を通じて通常需要曲線から導出可能である消費者余剰は、補償変分GVと等価変分EVの近似

となっていることを明らかにしている。この補償変分と等価変分の関係は、財が上級財の場合に

は、 IGVIさIG81三IEVIという関係がある。価格効果がない場合には、等号が成立する。この結

果と弱補完性の成立条件を利用すると、環境変化に対する保健休養機能の変化分を導出すること

が可能になる。

p 

図2-3 弱補完性の場合の通常需要曲線を用いる便益の近似

註)Freeman[27]p.110より転載

消費者余剰は補償変分や等価変分の近似になっているが、その誤差はどの程度であるかを以下

に示す。

図2-3において、 qの二つの水準についての補償需要曲線は、 h1(q)とh1(qつで示される。 G8

は面積b+dである。ここで、通常需要関数は、 Xl(イ)と Xl(qつで示されるo Plの市場価格で、 q

が増大すると、通常需要曲線h1(q")は補償需要曲線より右側にシフトする。これは、通常需要関

数は、効用を一定に保つための所得の補償の減少がないからである。通常需要関数の聞の面積を

取ると、消費者余剰は、 α+b+cになる。消費者余剰が補償変分の近似として用いられるときに

発生する誤差は、式 (2.4)で示されるように、百分率で示される。
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一一一
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%
 

(2.4) 

Pl 

この誤差の符号は不定である。しかし、補償変分や等価変分を測定できる CVMは、表明選好法

であり、 2.2節で示したように、戦略バイアス等を発生させるおそれがある。そのため、レクリ

エーシヨンによる便益として、訪問者の行動を通じて、通常需要曲線から導出することが可能で

ある消費者余剰を用いることが通例となっている。

ここで、再び式 (2.1)を考える。この主体の所得を M、私的財の価格をP= (Pl，'・.，Pn)とす

る。本論文では、 Plはあるレクリエーシヨン地域を訪問するのに必要な旅行費用である。主体の

効用最大化は式 (2.5)のようになる。

mpEU(ZTq) (2.5) 

s.t. px = M 

p~ 
この式(2.5)を解くことにより、 (2.6)のようなレクリエーシヨンに関する需要曲線を導出できる。

x =x(Pヲq，M) (2.6) 

ここで、旅行費用が現在の P~ から、訪問回数がゼロになる旅行費用の p; まで上昇する場合を

考える。このとき、この価格変化によって生じた厚生変化を評価する場合には、式 (2.7)のように

なる。
h1(イ)

。
小 -P1(MM)ゆ1 (2.7) 

Xl 

これは消費者余剰であり、レクリエーシヨン地域の貨幣価値であるということができる(註15)(註

16)。ただし、各主体の需要関数は同一であるが、直面する p~ は異なるので、それぞれの主体に

ついて消費者余剰を計算する必要がある。
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2.3.2 ゾーントラベルコストj去

前述したように、ゾーントラベルコスト法は、ゾーン内の訪問率とトラベルコストの関係から

レクリエーシヨン地域を訪問することの消費者余剰を推定する方法である。以下では、田中・網

藤 [97]に従って、ゾーントラベルコスト法の説明を行う。以下の式の展開は全て田中・網藤 [97]

による。また、ゾーントラベルコスト法は同一ゾーンに居住する個人の特性や旅行属性は全て同

ーであると仮定している。目的地への一般的な訪問手段は自動車である場合が多いので、ここで

は全てのゾーンに居住する個人は自動車で目的のレクリエーシヨン地域ヘ訪問すると仮定して説

明を行う。また、ここでのアンケートの質問項目は、居住地、同行者数だけであるとする。

旅行需要関数は式(2.8)で表される。

Vri = f(TCi， Hi) (2.8) 

ここで、 Vriは居住ゾーンtからの訪問率、 TCiは居住ゾーンtからの旅行費用、 Hiは居住ゾー

ンtに関する社会経済属性である。このHiは訪問率を説明する変数であるが、消費者余剰の導出

には必要ないので、説明の簡単化のために、以下ではHiを考えないことにする。訪問率 Vriは

式(2.9)のように計算される。

V 包 uhdυαxrα
r.. = 

POPi 
(2.9) 

ここで vんはアンケートの対象となった各居住ゾーンからの訪問者数、 uαはアンケートの対象と

なった訪問者の総数、 Tα は対象となるレクリエーシヨン地域の 1年間の訪問者数、 POPiは居住

ゾーン iの人口である。

旅行費用 TCiは式 (2.10)のように計算される。

di X g/ fu TCi = ~1 .， ~ I ./ - + OCi (2.10) 
m 

ここでぬは居住ゾーンから目的地までの距離、 gは1リットルあたりのガソリン代、 fuは自動車

の燃費、 mは同行者数、 OCiは旅行時間の機会費用とする o diは何らかの方法により測定された

距離とする。 (2.10)式の右辺第一項は一人当たりのガソリン代である。

また、 OCiは式 (2.11)のように推定する。

16 

一・
OCi二竺 XHCi x le 

S 
(2.11) 

sは自動車の平均時速、 HCiはtに居住する個人の時給、 leは旅行時間の機会費用に対する割引

率とする。

この訪問頻度関数を推定し、その結果をもとに、保健休養機能の便益の推定が行われる。この

便益は、 (2.4)式で示されているように、消費者余剰として測定される。

ここまで、レクリエーション地域から居住ソーンまでの距離を推定する手段があると仮定して

きた。また、距離を推定する手段がある場合には、この距離から、ガソリン代や移動時間の機会

費用を導出することが可能である。しかし、居住ソーンからレクリエーション地域までの距離を

測定する手段がない場合には、追加の質問として、距離か移動時間を訪問者にアンケート質問す

る必要がある。この場合には、例えば、食事等の目的で移動中にレクリエーション地域以外の場

所に立ち寄る等のために、回答者は正確な移動時間や距離を把握することは困難であると思われ

る。また、質問項目が増えるため、回答率が低下するという問題もある。このことから、距離を

測定する手段がある場合には、それを使用する方が望ましいと考えられる。

2.3.3 個人トラベルコスト法

個人トラベルコスト法は、個人tのレクリエーション地域への訪問回数と訪問に必要となるト

ラベルコスト TCiの関係に基づいて、レクリエーション地域の総便益を導出する方法である。旅

行者が頻繁に対象地域を訪れる場合や個人の特性が入手可能な場合には個人トラベルコスト法が

適している。

以下では、佐藤・増田 [84]に従って、個人トラベルコスト法を説明する。本節の式 (2.12)から

(2.17)の展開は佐藤・増田 [84]による。

ある個人 tが、レクリエーシヨン地域を訪問する回数を只、その際のトラベルコストを TCi、

個人属性を R、旅行属性を TAiとすると、訪問頻度関数は (2.12)のように示される。

~ = f(TCi，九，TAi) (2.12) 

TCiについては、 4がゾーンではなく個人を示していることを除いて、前節の式 (2.10)に従うと

する。ただし、移動手段が公共の交通機関である場合には、一人当たりの交通費が式 (2.10)の第

一項で表されるガソリン代に該当する。また、徒歩または自転車で訪問する個人のTCiは旅行時
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聞の機会費用 OCiだけになる。式 (2.12)からレクリエーシヨン地域を訪問することから得られる

消費者余剰 CSiを導出する。

2.3.4 ゾーントラベルコスト法と個人トラベルコスト法の対比

ここで、 トラベルコストがTC;のときには、 vi= 0であるので、

C&=-1LK(TC+) 
μTC 

(2.16) 

ゾーントラベルコスト法と個人トラベルコスト法はいくつかの異なる点がある。

第一に、被説明変数の違いがある。ゾーントラベルコスト法は、ゾーンからレクリエーシヨン

地域の訪問率を被説明変数としている。この方法の被説明変数は連続変数であるので、 OLS等の

慣例的な分析手法を用いることができる。そのため、比較的容易に推定を行うことが可能である。

一方、個人トラベルコスト法は、ある期間内の回答者の訪問回数を被説明変数としている。この

方法の被説明変数は非負の整数値であるので、この特性を考慮に入れたポアソン回帰等の複雑な

モデルを用いなければならない。また、対象となるレクリエーション地域においてのみ調査を行

うと、個人トラベルコスト法は、対象期間における全ての訪問者の訪問回数が 1回である場合に

は、被説明変数が全て同じになり、分析を行うことができないという問題がある。これは、全て

の個人の旅行費用が特に高い場合や、イベント等のように対象期間が短い場合に発生する可能性

がある。

第二に、データの集計の違いがある。個人トラベルコスト法は、ゾーントラベルコスト法のよう

に集計する必要がないので、集計から発生する情報の損失がない。一方、ゾーントラベルコスト法

は、各ゾーンを一つの標本として見なすので、集計による情報の損失があるoWard and Beal[103] 

は、ゾーントラベルコスト法では、回帰分析の説明変数として、社会経済変数は採用されにくい

傾向があるとしており、この理由として、分析において各ゾーンの特性は平均化した値を用いて

いるので、データのばらつきが減じられるためであるとしている。このことは、集計による情報

の損失として表れたものであると考えられる。

第三に、アンケートの種類の違いがある。個人トラベルコスト法については、個人属性のデー

タをモデルに含める必要があるので、アンケートの記入項目は必然的に多くなる。ゾーントラベ

ルコスト法については、地域の属性は公表されたデータを用いることができるので、最低限必要

なアンケート項目は居住地、同行者数、移動手段だけである。このために、 Englin，Boxall， and 

Watson[22]で採用されるデータの一部のように、全ての訪問者が入場の際に名簿を記載する場合

や、入場に許可証が必要な場合には、アンケートを行わずに分析することが可能である。

ル CM(TG)dTG (2.13) 

ここで、 CSiは、個人iがvi回訪問することによる消費者余剰、 TC;は訪問回数がゼロとなるト

ラベルコスト (chokeprice)、TCfは訪問凪数viの時のトラベルコストである。

個人トラベルコスト法の訪問頻度関数は、一般的に指数関数が用いられている。指数関数を応

用した研究として、佐藤・増田 [84ト中谷・出村 [70]、中谷 [69]がある。以下では、式 (2.14)で

表される指数関数のトラベルコストモデルについて説明する。

vi = exp(βTcTCi十γZ) (2.14) 

ここで、 βTCはトラベルコストの推定されたパラメー夕、 Zは個人属性及び旅行属性のベクトル、

γは個人属性及び旅行属性の推定されたパラメータベクトルであるとする。この場合の CSには

興味深い性質がある。

rTC~ 

CSi = I ，. exp(srcTCi +γZ)dTCi 
JTC; 

=τLK(TCつ-zLM(TC+)(2同
ρTC ρTC 

ー
一
御

門町一

C

C
一
σ
一日

2.4 トラベルコスト法の研究事例従って、

(2.17) 

となる。つまり、訪問一回あたりの消費者余剰は全ての個人について同じになり、 トラベルコス

トの推定されたパラメータの逆数にー1をかければ導出される。

Freeman[27]が述べているように、 トラベルコストモデルの推定には様々な仮定が必要である。

そのために Randall[83]等により、 トラベルコスト法の評価の信頼性に疑問が唱えられていた。

Freeman[27)によると、トラベルコスト法に必要な仮定は、①個人は入場料の変化に反応するの
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と同様に、訪問の際に旅行に関連する費用の変化に反応する、②サイトへの各トリップは一つの

目的のためだけである、③すべての訪問者がサイトで費やす時間はすべて同じである、④サイト

への移動中に費やされた時間からは効用も不効用も受けない、⑤時間の機会費用は賃金率によっ

て計算する、⑥これらの個人にとって利用可能な代替的レクリエーシヨンはない、というもので

ある。

それらの仮定を克服し、評価手法の信頼性を向上させるために、これまで様々な研究が行われて

きた。例えば、Freeman[27]が示した仮定について、②については、 Mendelsohn，Hof， Peterson， 

and Johnson[62]において、複数目的地トラベルコストモデルを応用し、多目的旅行におけるトラ

ベルコストモデルが開発された。③については、 McConnell[61]において、レクリエーシヨン需要

関数にサイトでの時間価値を組み込んだモデルが開発された。⑤については、 Bockstael，Strand， 

and Hanemann[8]において、労働時間と余暇は代替不可能であるとして、不均衡労働市場モデル

が用いられた。⑥については、 Caulkins，Bishop， and Bouwes[ll]において、多項ロジツトモデル

による複数目的地トラベルコストモデルが考えられ、その制約が取り除カ通れている。

このほかにも、例えば、 トラベルコストの定義、訪問日数及び訪問時間、目的地の混雑、旅行

需要モデルの選択とモデル特定化の誤り等に関する研究が進められている(註 17)。繰り返しにな

るが、これらの研究成果は、 トラベルコストモデルを一般化させるうえで重要な役割を果たして

いる。

本論文は、個人トラベルコスト法の旅行需要モデルの選択を第4章で行っている。第4章では、

ブートストラップP検定によって、 OLSとカウント・データの特性を考慮に入れているポアソン

回帰の優劣の比較を行っている。

本論文の主題ではないが、トラベルコスト研究の中心となっているものに、 トラベルコストを

計算する際に必要となる時間の価値に関すること、及び複数目的地トラベルコストに関すること

がある。この二つの研究について、既往の研究論文の結果を簡単に紹介する。

時間の価値

Cesario[12]によると、 トラベルコストモデルに旅行時間を組み込まなければ、旅行需要曲線が

下方にバイアスを引き起こし、その結果として、そのサイトの便益は過小評価されることが分かつ

ており、そのためにトラベルコストモデルに時間を組み込む必要があることを示唆している。

Cesario[12]は、それまでのトラベルコストモデルに含められていた旅行の時間と移動距離はか

なり相関するので、それぞれ個別の変数として一つのモデルに入れる場合には、多重共線性を引

き起こす可能性があることを指摘した。そこで、交通経済学等の既往の文献をレビューし、移動
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距離について目的地までに要した移動時間を費用としてとらえ、現金支出の旅行費用に移動時間

の機会費用を加えた変数をトラベルコスト変数とした。成人の場合はこの移動時間の機会費用を

賃金率の 2分の lから 4分の 1、子供の場合は大人の移動時間の機会費用の 4分の 1とアドホック

に決定した。ただし、 Cesario[12]で言及されているように、これは平均的な結果であり、ある個

人には厳密に適用されない可能性がある。この Cesarioの結果は、アドホックな部分に依存して

いるが、この方法は現在でも多くのトラベルコスト研究で適用されている。

BocJ:a;句tael，Strand， and Hanemann[8]は、レクリエーション選択は、個人が選択した雇用の種

類に依存すると考え、労働時聞を自由に調整できる個人と調整できない個人を区別した。また、予

算制約と時間制約の二つの制約条件をモデルに組み込んだ。 Bockstael，Strand， and Hanemann[8] 

は、スポーツフイツシングに関してこれらのトラベルコストモデルの推定を行い、労働時間を自

由に調整できる個人の評価額は、労働時間を自由に調整できない個人の評価額のおよそ 4分の 1

になることを明らかにした。

Shaw[85]は、既往の文献は、時間の機会費用の適切な測度として賃金率を利用してきたが、時

間の価値と費用は異なるとしている。適切な時間費用を計算する際には、レクリエーシヨンの

種類、失業の種類といった個人の雇用状況、年や月といった対象期間、 Bockstael，Strand， and 

Hanemann[8]のような複数の制約条件を課すこと、感度分析の実行の結果、毎日のスケジュール、

という情報を考慮に入れる必要があるとしている。

このように、時間の価値に関する研究は様々な面からすすめられているが、時間の機会費用に

ついての明確な見解は得られていなし'10 そのために、移動時間の機会費用について、 Cesario[12]

がアドホックに決定した賃金率の 2分の 1から 4分の lという数字が現在でも多くの文献で用い

られている。この結果を参考にして、佐藤・増田 [84]は、移動時間の機会費用を労働時間の機会

費用の3分の 1としている。本論文では、佐藤・増田 [84]と同じ 3分の lという数字を適用するo

複数目的地の旅行

わが国のグリーンツーリズムは日帰り型が中心であることから、複数の目的地を訪問する場合

が多いと思われる。このように、訪問者が複数の目的地を訪問することが一般的である場合には、

通常のトラベルコスト法により旅行需要関数を推定して、各目的地ごとに導出された評価額を単

純に集計する場合には二重計算になるので、過大評価になる。また、中谷 [69]が指摘しているよ

うに、「推計から除外された旅行者が享受する経済的価値を考慮しないことになり、算出される評

価額の信頼性が低くなる」ことが考えられる。そのため、保健休養機能を発揮させるための政策

を分析する場合には、複数目的地トラベルコスト法の開発が不可欠であると思われる。
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また、 トラベルコスト法によって推定された結果を費用便益分析の便益の部分で使用する場合

にも、複数目的地トラベルコストを開発する意義がある。複数目的地トラベルコストは、その目

的地それぞれの環境の質を明示的に組み込むことができるため、施策によって引き起こされた環

境の質の変化による厚生の変化を測定することができる(註18)。

この複数目的地を考慮に入れたトラベルコストモデルの推定には、主に四つの方法がある(註

19)。

第一の方法として、総旅行費用を目的地ごとに配分し、目的地ごとの旅行需要関数を推定する

ことがある。これは、一回の旅行で複数の目的地を訪問する場合、目的地ごとの旅行費用を観測

することは一般に不可能であるが、一回の旅行で必要になった総費用はアンケートにより容易に

得られることを考慮に入れた方法である。この方法を用いた研究として、 Haspeland Johnson[33] 

がある。この研究では、回答者に旅行日程を質問し、その旅行における総旅行費用を主体が訪問

した訪問地の総数で割ることによって各目的地における旅行費用を導出している。

第二の方法として、目的地ごとに旅行費用を配分するのではなく、旅行全体の消費者余剰を目

的地ごとに配分することがある。この応用例として、 Cloughand Meister[14]がある。この研究

では、一回の旅行で支払われた旅行費用から消費者余剰を推定し、その消費者余剰を総宿泊日数

で割ることによって一日あたりの消費者余剰を計算し、その目的地の宿泊日数をかけることによ

り、その目的地の消費者余剰を導出している。

第三の方法として、複数の目的地の需要関数を方程式体系で分析することがある。このような

研究は、例えば、 Burtand Brewer[10]では、単一目的地の場合の旅行費用を導出し、 SURを適用

している。また、 Mendelsohn，Hof， Peterson， and Johnson[62]では、単一目的地の訪問と複数目

的地の訪問を別の財として扱っている。 Mendelsohn，Hof， Peterson， and Johnson[62]の方法は、

対象となる目的地数が η であるとすると、 2n-1とおりの組み合わせがあり、それぞれについて

訪問率と旅行費用を計算し、逆需要方程式体系を用いている。

第四の方法として、複数目的地の標本を削除することが考えられる。この方法を適用した研究

例として、藤本 [30]、中谷・出村[70ト中谷 [69]がある。

第一、第二、第四の方法は研究者がアドホックに定めたものと考えられることから、適切では

ないと考えられる。第三の方法の中でも、対象となる複数の目的地全体の評価額を導出すること

を考える場合には、 Burtand Brewer[10]のような単一目的地の旅行需要関数について SURを適

用する方法では二重計算になる可能性がある。複数目的地トラベルコストの概念図は図2-4に示

した。この図では、二重になっている部分が複数目的地の部分である。この図からわかるように、

複数の目的地を訪問する個人が多くなる場合には、二重計算の部分が大きくなり、過大評価の程

度が大きくなる。 Mendelsohn，Hof， Peterson， and Johnson[62]は、図2-4に示したような、複数
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の目的地の組合せの全てについて旅行需要関数を SURで推定し、評価額を導出している。しか

し、この方法は、対象となるサイトが多くなると、必要となる方程式数も多くなる o 図2-4に示

したように、 3サイトで 8の方程式が必要になる。また、わずか4サイトでも 15の方程式が必要

になるため、サイト数が多くなる場合には、この方法を適用することは困難である。これらの問

題を克服し、より一般的な複数目的地トラベルコストモデルの構築を行うことが望まれる。

複数の目的地を訪問する標本を考慮に入れるための現実的な方法として、中谷 [69]は、標本数

が多く、複数目的の旅行者数がそれほど多くない場合には、分析の煩雑性を排除するために、第

四の方法である複数目的地の標本の削除を推奨している。

目的地B

目的地

AとBとC

目的地C

図2-4 複数目的地トラベルコストモデルで推定される評価額の概念図

2.5 圏内のトラベルコスト法の研究事例

トラベルコスト法に関連する園内の研究事例は、表2-2に示したように、 1989年の宮崎・本崎

[67]を晴矢とする。

宮崎・本崎 [6可は、代替法の考え方を応用して、旅行に必要な宿泊費用とガソリン代を足し合

わせた金額を観光・レクリエーシヨン便益の評価額ととらえた。
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赤尾 [1]は、 トラベルコスト法のレビューを行い、トラベルコスト法に内在する問題点を紹介

した。

ゾーントラベルコスト法には、藤本 [30]、藤本 [29]、安田 [105ト吉田・宮本・出村 [109ト加藤

[44]がある。

藤本 [30]は、奈良県西吉野村の梅園及び奈良県斑鳩町の景観作物を事例として、分析を行った。

推定モデルはBox-Coxモデルを用いている(註20)。藤本 [30]はCVMとトラベルコスト法の比較

を行い、二肢選択方式 CVMはトラベルコスト法の近似となっているが、ペイメントカード方式

では過小評価となることを明らかにした。また、移動時間の機会費用を労働時間の機会費用、労

働時間の機会費用の 3分の 1、貨幣費用と旅行時間の限界代替率と 3種類考え、その全てについ

て推定を行った。また、藤本 [30]は全標本のうち、旅行目的が「梅園の鑑賞が主な目的」という

回答を行った標本だけを分析の対象とした。

藤本 [29]は、奈良県明日香村の歴史的景観維持のための農地保全政策について、分析を行ったo

推定モデルは Box-Coxモデルを用いている。藤本 [29]は、「明日香村の水田の半分が都市用地に

転用される」、「水田の半分が荒廃する」、「水田の半分が圃場整備されるJという 3つのシナリオ

を設定し、現状からこのシナリオに状況が変化した場合でも訪問する意志があるかどうかを質問

した。そして状況が変化した場合でも訪問する意志がある人の割合を計算し、追加の費用が生じ

た場合の旅行確率を導出することにより、シナリオに対する支払意志額を推定した。また、移動

時間の機会費用を労働時間の機会費用と考え、推定を行った。

安田 [105]は、茨城県牛久市の牛久自然観察の森を事例として、分析を行ったo 安田は時間費用

を考慮に入れない交通費のみのトラベルコストと、トラベルコストに時間費用を足したアクセス

コストの両方で推定を行った。ある状況においては時間費用がゼロに近いことを示し、地域性の

強い公園として位置付けられると結論付けた。

加藤 [44]は、栃木県大笹牧場を事例として、分析を行ったo 推定モデルは Box-Coxモデルを

用いている。加藤はトラベルコスト法とぺイメントカード方式 CVMの比較を行っている。この

CVMの質問内容は、 トラベルコストを支払えば牧場を自由に来訪できるという状態から、牧場

の楽しみを享受できなくなるという状態に悪化することを回避するための WTPに関することで

あるo推定の結果は、二つの手法による評価額がほぼ同一であった。また、この研究では、移動

時間の機会費用をゼロと考えている。

吉田・宮本・出村 [109]及び吉田・宮本 [108]は、北海道鹿追町の観光農園を事例として、分析

を行った。推定モデルは線形モデルを用いている。これらの研究では、ゾーンを設定するために、

クラスター分析を用いている。また、これらの研究では、複数目的地の旅行を行っている標本の

旅行費用は、全旅行費用から分析対象地域以外のレクリエーシヨン地域を訪問した場合に必要と
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なる旅行費用を引いたものを用いている。また、移動時間の機会費用は、労働時間の機会費用の

1/2、1/4、0として、 3種類の方程式の推定を行っている。

表 2-2 我が国のトラベルコスト法に関する研究

著者 評価方法 対象地区 評価対象 年間訪問者 総評価額 モデル

数

宮崎・本崎 滋賀県新 親水公園 79，200人 2，574万円
(1989) 旭町

藤本(1995) ZTCM 奈良県西 梅園 28，000人 2，830--- Box-Cox 

吉野村 4，286万円
ZTCM 奈良県斑 景観形成 3，494人 124---160 

鳩町 作物 万円

藤本(1998) ZTCM 奈良県明 対転用政 一人あたり Box-Cox 

日香村 策 1，309円
対荒廃政 一人あたり

策 1，129円
対整備政 一人あたり

策 711円

安田 (1996) ZTC乱f 茨城県牛 自然公園 ー 230---983 両対数線形

久市 万円

吉田・宮本・ ZTC恥f 北海道鹿 観光農園 15，000人 970---2，983 線形
出村(1997) 追町 万円

加藤(1997) ZTCM 栃木県 観光牧場 約 100万人 8，769万円 Box-Cox 

註 1)吉田 [106]を加筆修正して転載。

註 2)表中の ZTCMはゾーントラベルコスト法である。

個人トラベルコスト法には、佐藤・増田 [84]、中谷・出村 [70ト中谷 [69]がある。

佐藤・増田 [84]は、インフォーマルなレクリエーションである横浜市の寺家ふるさと村を事例

として、分析を行った。関数型は指数関数を用いている。佐藤・増田は全標本を用いて訪問頻度関

数を推定したが、この他にも性別(男性・女性)、同伴者(単独・夫婦・家族)、年齢(20代・ 30代・

40代・ 50代・ 60代)、野外レク選好度(有・無)、横浜市在住(市内・市外)、代替レク(有・無)に

標本を分類し、それぞれについて訪問頻度関数を推定した。また、この研究は、インフォーマル

なレクリエーション以外のレクリエーション活動を行う個人とインフォーマルなレクリエーショ

ン活動のみを行う個人を区分するために、訪問頻度関数にダミー変数を入れて処理している。

中谷・出村 [70]は、北海道富里湖森林公園の夏季レクリエーシヨン価値について、分析を行っ

た。中谷・出村では、指数関数とポアソン回帰の両方で推定したと注釈しているが、両者の結果
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がほとんど同じであるため、指数関数の結果のみを掲載している。ただし、厳密には統計的な検

定がなされたうえで判定すべきであるとしている。また、中谷・出村 [70]は、複数目的地の旅行

を行っている標本を除外している。

中谷 [69]は、中谷・出村 [70]の研究を発展させ、被説明変数が非負の整数である場合に用いら

れるポアソン回帰モデルとそのバリエーシヨンである切断されたポアソン回帰モデルを用いて訪

問頻度関数の推定を行っている。中谷が切断されたポアソン回帰モデルを用いた理由は、採用し

たデータセットにおいて、旅行回数の最小値は 1であり、母集団が切断されているからである。ま

た、対数尤度が最大になるという理由で切断されたポアソン回帰が適していると判断している。

表2-2 我が国のトラベルコスト法に関する研究(続き)

著者 評価方法 対象地区 評価対象 年間訪問者 総評価額 モデル

数

佐藤・増田 ITCM 神奈川県 寺家ふるさ 15 ，000~ 2億 6，800 片対数線
(1992) 横浜市 と村 20，000人 万円 形

中谷・出村 ITCM 北海道北 富里湖森林 日帰18，565 日帰 4，888 片対数線
(1997) 見市 公園 人 万円 庁3

宿泊 5ヲ249 宿泊 1，697
人 万円

中谷(1999) ITCM 北海道北 富里湖森林 日帰18，565 日帰 4，036 切断ボア
見市 公園 人 万円 ソン回帰

畑原・並河・ HTCM スキー場 ゲレンデ面 一人あたり 線形

寺川 (1998) 積及びコー 500円

ス本数倍増

温泉施設の 一人あたり

有無 1，600円
移動時間 1 一人あたり

時間短い 2，342円
註 1)吉田 [106]を加筆修正して転載。

註 2)表中のITCMは個人トラベルコスト法、 HTCMはヘドニックトラベルコスト法

である。

ヘドニツクトラベルコスト法は、並河・畑原・寺JlI[71]、畑原・並河・寺川 [35]がある(註21)。

並河・畑原・寺川 [71]は、スキー場を事例として、分析を行った。並河・畑原・寺JlIはレクリ

エーションにおける時間価値に注目した。これについて 10の定式化を行い、適合度から判断し

て、賃金率の 25%から 50%という値が支持されないことを示した。
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畑原・並河・寺川 [35]は、並河・畑原・寺川 [71]と同じ標本を用いて、ヘドニツクトラベルコス

ト法と CVMとAHP(Analytic Hierarchy Process)を用いて、分析を行っている(註22)。スキ一

環境では CVMはヘドニツクトラベルコスト法の約2倍になり、宿泊環境では両者は同じになっ

た。移動環境ではCVMで測定した移動時間価値は予め仮定した時間単価の25%から 50%になっ

ていることを示した。これは、並河・畑原・寺川 [71]と逆の結果になっている。また、 AHPとヘ

ドニックトラベルコスト法の両手法とも、ゲレンデの込み具合が最重要環境質となっていること

を明らかにした。

2.6 トラベルコスト法以外の分析方法

本節では、本論文でトラベルコスト法以外に必要となる分析方法である、ランダム効用モデル、

ブートストラップ法、ブートストラップP検定、二期参入モデルについて簡単に紹介する。本節

の説明は第 3章以降の内容の理解を深めるためのものであり、説明の内容は各章の説明と重複し

ている部分もある。各手法の詳細については各章を参照のこと。

2.6.1 ランダム効用モデル

個人の選択行動をモデル化する場合、その選択に直面した個人が、その時の選択肢のうちで最

大の満足を与えるものを選択すると考えることは自然であると思われる。しかし、それぞれの局

面において、確定的に一つの選択肢が選ばれると考えるのは現実的ではない。それは、データの

不完全性、データの計測誤差、個人の気まぐれ、選択状況の変化が存在するためである。

このような現実を記述するためには、選択肢の与える満足感が確率変数であり、その実現値の

大小で選択行動が行われると想定するのは一つの方法である。そのような特徴を持ったモデルを

ランダム効用モデルと呼ぶ。竹内 [92]は、このランダム効用モデルを「効用関数を観測可能な部

分と観測不可能な部分とに分け、観測不可能な部分をランダムな要素として扱う理論アプローチ」

と定義している。

このランダム効用モデルは、レクリエーシヨン地域やレクリエーシヨン内容の分析を対象にし

ており、かつ説明変数として旅行費用がモデルに入っている場合には、 トラベルコスト法のバリ

エーションとみなされることもある。
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2.6.2 ブートストラップ法

多くの先験的な情報のもとで構築されるパラメトリックな統計手法は、これまで幅広い応用で

中心をなしてきたものであるが、その先験的な情報が正しくない場合、結果の信頼性は大きく損

なわれることが知られている。データがパラメトリックモデルの先験的な情報を満たす場合には

それが再現でき、それを満たさない場合には別の考え方に立脚し、先験的な情報に依存せずに統

計推測を行うという方法があるo この方法をノンパラメトリックな方法という。その代表的な手

法は、 1979年に Efronによって提案された、ブートストラップ法である。このブートストラップ

法は、コンビュータを用いた反復計算によって、従来のパラメトリックな統計理論では知ること

のできなかった統計量の分布を近似的に構成することを可能にする方法である。

浅野[5]によると、「ブートストラップ」という名前は、『靴紐を締め直して自力で再生する (pulling

ourselv凶 upby our bootstraps)J1という意味の古い成句に由来したものである。この手法は、推

定量の誤差評価に適用されたものが最初である。

2.6.3 ブートストラップP検定

モデルの優劣を決定したい場合に、モデル同士が互いに含む、含まれるの関係にない非入れ子

型になっている場合には、従来の検定方法ではこれらのモデルを比較することができない。非入

れ子の関係にあるモデルを比較する方法として、非入れ子型検定がある。

検定したい推定式のパラメータと適切なモデルかどうかを判断するのに必要となるパラメータ

を同時に推定する非入れ子型検定がJ検定であり、線形近似したモデルに適用される非入れ子型

検定がP検定であり、対数線形モデルと線形モデルの優劣を比較するときの非入れ子型検定がPE

検定である。仮説の関数型が非線形の場合にはP検定のほうがJ検定よりも容易に推定が可能に

なるので、 Davidsonand MacKinnon[17]は線形の場合はJ検定、非線形の場合にはP検定をす

すめている o P検定、 J検定、 PE検定は、モデル選択の状況に応じて使い分ける必要がある。

ところが、このJ検定やP検定等のパラメトリックな検定の具体的応用ではサイズ・ディストー

シヨンが発生する可能性があり、しばしば適切なモデルが選択されない傾向がある o このサイズ・

ディストーシヨンとは、名目サイズと真のサイズが異なることである。それは推定された有意水

準が非常に大きくなる、即ちサイズ・ディストーシヨンが発生し、真の臨界値を求めることがし

ばしば困難になるからである。

田中 [96]は、 Fanand Li[23]のブートストラップJ検定の考えを応用してブートストラップP検

定を行ったo その考え方は以下の通りである。まず、 P検定統計量のブートストラップ分布を導出

する。次に、この分布をもとにして新たな棄却域を求める o このブートストラップP検定は、サ
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イズ・ディストーションをあまり発生させることなく適切なモデルを選択することが可能である。

2.6.4 二期参入モデル

二期参入モデルは、寡占状態である産業において、市場の企業数が社会的厚生を最大化させる企

業数と比較してどの程度であるかを計測するためのモデルである。本論文では、二期クールノー

型寡占参入モデルを採用している。

セットアップとしては、以下のようなことがある。各企業が同質の財を生産し、企業の参入や

退出が自由であるとする。また、潜在的な企業は同質であると仮定する。第一期において、全て

の潜在的企業は参入するかしないかということを同時に決定する。企業が参入することを決定し

た場合には、固定費用である開業費用K>Oを負担する。なお、この時の参入企業は、ある期間

にわたって分割で毎年同じ金額の固定費用を支払うと仮定する。第二期において、開業費用はサ

ンク・コストとなり、市場に存在する全ての企業は寡占ゲームを行う。このモデルでは、既存企

業が新規企業の参入を止めさせたり、他企業からの競争を避けるためにカルテル等を形成するこ

とが出来ないとする。

2.7 むすび

本章では、農村の保健休養機能の評価を行うトラベルコスト法についての理論的説明と、 トラ

ベルコスト研究の中心となっている時間の価値及び複数目的地トラベルコストモデルについての

説明を行った。また、 トラベルコスト法以外に本論文で扱ういくつかの手法について、簡単に紹

介した。

トラベルコスト法は、戦略バイアス等、仮想的な状況を質問することによるバイアスが発生し

ないことが利点であるといえるが、訪問者の存在しない地域の保健休養機能の価値を推定するこ

とはできない。つまり、訪問者がいないところでは、その環境価値はゼロと見なされる。このた

め、レクリエーシヨン地域の存在価値やオプション価値などの非使用価値を測定する場合には、

CVMを併用して分析を行う必要がある。

本章において、農村の保健休養機能を評価するための方法としてトラベルコスト法が最も適切

であることを説明したが、 トラベルコストモデルの推定には様々な仮定が必要であり、そのため

に評価手法の信頼性に疑問が持たれていた。以下の第3章から第5章では、これまでトラベルコ

スト法におかれていた諸仮定を緩めたトラベルコストモデルの推定を行う。

(註1)嘉田・浅野・新保[42]によると、使用価値は本来の目的から発生する価値である直接価値と他の誰か
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が直接使用することによって発生する価値である間接使用価値に分類されるとしている。また、オプション

価値は将来の利用可能性から発生する価値、遺贈価値は将来世代への利用への期待かち発生する価値、代

理価値は現代の他の人々の利用から発生する価値、存在価値は存在していることを知るだけで人々が満足

する価値であるとしている。ただし、浅野 [4]で述べられているように、 q吏用」の定義により、遺贈価値

やオプシヨン価値は使用価値に分類されることもある。

(註 2)浅野 [4]、嘉田・浅野・新保 [42]は、使用価値を含めた農林業の総価値の分類も行っており、これに

ついてはTurner，Pearce， and Bateman[101]を参考にしている。

(註3)目的地への旅行は、出張や帰省などレクリエーシヨン目的以外の場合も考えられるが、旅行の目的

をアンケートで質問することにより、これらの標本を除外することは可能である。

(註 4)寺脇 [99]によると、 rCVMは戦略バイアスを発生させることが特に問題となっている。この戦略バ

イアスは、フリーライダー問題と呼ばれる戦略的な行動によって引き起こされるバイアスである。環境サー

ビスは、公共財の性格を有していることから、もし被験者が自己の表明した WTPをもとに環境サービス

に対する支払を実際に行わなければならないと考えると、その支払を少なくするために過小に WTPを表

明するかもしれないし、一方課される支払意志額がその回答によって左右されないと考えると、被験者は

より多くの環境サービスを享受しようと WTPを過大に表明するかもしれないといったフリーライダー問

題が発生する」。

(註 5)この書簡の原文は Wardand Beal [103]pp.217-218に紹介されている。また、国内の文献では赤尾

[1]に紹介されている。

(註 6)実際には、 トラベルコスト法のゾーンの設定は、多くの文献において、アメリカでは郡単位、日本

では市町村単位としている。

(註 7)Knetsch[49]、Clawsonand Knetsch[13]を参照。

(註 8)この訪問率は、ある地域からの訪問者数をその地域の総人口で劃ったものである。つまり、訪問率

は、その地域の一人あたりの年間訪問回数となる。

(註 9)奥野・鈴村 [79]によると、補償需要曲線は、価格が変化したとき、消費者の効用を同じにするよう

に所得を補正して代替効果のみによって需要量がどのように変化するかを理論的に示したものである。そ

のために、補償需要曲線は観測可能ではない。所得効果がない場合には、通常需要曲線と補償需要曲線が

同一になる。

(註 10)積分可能性の問題とは、川又 [45]によると、(一価の)需要関数町(p，M)が与えられたとき、効用

最大化問題の解として与える効用関数を求めることである。需要関数が一価で二団連続微分可能である場

合の積分可能性のための条件は、スルツキ一行列の代替項が対称かつ負値定符号であることである。

ここで、 Sijは代替項の行列のt行j列の要素である。

(註 11)栗山 [54]によると、本質財は、水などの生存するために不可欠な財であり、 chokepriceが存在しな

い財であると定義している。一方、非本質財は、消費量が 0になる価格が存在する財であると定義してい

る。

(註 12)chokepriceの日本語訳として、寺脇 [99]はチヨーク価格、竹内 [92]は需要がゼロになる価格、栗山

[54]は臨界価格としている o 本論文では、 chokepriceの訳語として、その意味を適切に表していると考え

られる竹内 [92]の「需要がゼロになる価格」を採用する。

(註 13)奥野・鈴村 [79]によると、支出関数とは、財の市場価格がP1で与えられている状況において、消費

者に対して最小限の効用 uを保証するのに必要となる支出と、 P1とuの関係を示したものであるo また、

θe(pI ，q， UO)/δ'111 = h(pI， q， u)の性質がある。

(註 14)栗山 [54]によると、「補償変分とは、価格が低下したときに、変化後の価格に保持したままで、変

化前と同じ効用水準に消費者を保持するために消費者から取り去ることのできる最大額であり、等価変分

とは、価格が低下したときに、変化前の価格に保持したままで変化後の効用水準にまで到達するために消

費者に支払わなければならない最小額」である。

(註 15)栗山 [54]によると、以下のようにしても消費者余剰を表せる o p~ から p1 に変化したときの効用変
化は、
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(2.18) 

となる。ここで所得の限界効用入を一定とすると、

cs= ~U/入 (2.19) 

s-oxi(p，M)，zoXi(p，m) 
13-OP303θM (2.20) 

となる。ここで、 csは消費者余剰である。

(註 16)(2.4)式で表される cs は変化分であるので、厳密にいえば ~cs と表記するべきであるが、慣例に
従って、本論文ではcsと表記することにした。

(註 17)Ward加 dBeal[103] は、 トラベルコスト研究をいくつかの類型に分けてレビューを行っている。

(註 18)通常のトラベルコスト法は、単一目的で単一目的地を訪問する主体を仮定しているが、このフレー

ムワークでも、 トラベルコストモデルに環境の質を示す変数を入れることにより、環境の質の変化による

厚生の変化を測定することは可能である。例えば、この場合の環境の質は、釣り目的で琵琶湖を訪問する
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場合の釣りポイントの水質やそのときの釣果である o ただし、施策による環境の質の変化を実際に考える

場合には、その環境の質の変化が補完財や代替財となる他のレクリエーシヨン地域にも影響を与えると考

えられるので、複数目的地トラベルコスト法によって評価するほうが望ましいo

(註 19)中谷 [69]は、複数目的地を持つ旅行者の扱いについて、 Hanley，Shogren and White[34]が分類し

た3つの方法を示しているo その方法は、「第一に、旅行全体に占める当該訪問地の相対的な重要性を旅行

者に質問し、それに応じてウエイト付けする、第二に、複数目的地を持つ旅行者を除外したデータから一

人当たりの消費者余剰を推計し、これを基に全訪問者数によって消費者余剰を集計する、第三に、複数目

的地をもっ旅行者の訪問頻度関数を別に推計する」。

(註20)Greene[31}によると、 Box-Coxモデルの推定は以下の手順で行うo まず、式 (2.21)の変換を行う o

第3章 観光農業施設に対する需要分析

3.1 はじめに
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グリーンツーリズムは「緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人々の交流を楽し

む滞在型余暇活動である」と定義されている(註 1)。本来的には滞在型の観光を軸にしたものと

いえるが、実際には日帰り型が多いのが我が国の実態である。その日帰り型のグリーンツーリズ

ムの主軸となるものは観光農園である。これまでの観光農園といえば、リンゴ狩りやイチゴ狩り

に代表されるように、農産物の収穫の疑似体験を行うと同時にその場で収穫物を食べることが目

的であった。最近では、北海道富良野町のラベンダー畑のような花の観賞のみを目的とした観光

農園にも注目が集められている。本章で対象地域とした広島県世羅郡では、チューリップや芝桜、

コスモスなどさまざまな花の観光農園が展開されており、開花集中時期における農園聞の連携や

地域内での通年開花・開園による集客向上への取り組みが行われている。そこで、本章ではこの

地域にある複数の花の観光農園について、 トラベルコスト法による経済評価を行う。

また、 OLSでトラベルコストモデルを推定して、その結果導出された保健休養機能の評価額の

分布は正規分布に従っているという仮定が暗黙的になされているが、実際にはこの分布が正規分

布に従っているかどうかはわからない。そこで、正規性などのパラメトリックな仮定を必要とし

ないノンパラメトリックなブートストラップ法を適用して、保健休養機能の評価額の分布を導出

することを本章の課題とする。

第 2節では、世羅台地の概要を説明する。第 3節では、調査方法を述べる。第 4節では、農村

の保健休養機能を評価する手法であるトラベルコスト法を説明し、世羅台地の 7つの花の観光農

園それぞれについて旅行需要関数を推定し、消費者余剰を導出する。

また、本章では、 トラベルコスト法における統計的な問題にも焦点を当てる。第5節では、ノ

ンパラメトリックなブートストラップ法について説明を行う。第6節では、保健休養機能の評価

額についてのブートストラップ分布を導出し、信頼区間の構成を行う。第 7節では、結果の要約

と残された課題について述べる。

山
一
入一一、

A

Z
 

(2.21) 

ここで、 λは所与の値であるo この (2.21)の変換を Box-Cox変換というo 次に、式 (2.22)のモデルを最小

二乗法で推定する。

藤本 [30]では、 (2.21)の変換を説明変数、被説明変数ともに行い、モデルの推定を行っている。

(註21)浅野[4}によると、ヘドニツクトラベルコスト法は、その地点の魅力を規定する環境属性を評価す

るための方法であり、推定の手続きは財産価格がトラベルコスト法にかわった以外はヘドニツク法と同じ

である。

(註22)畑原・並河・寺JII[35]によると、 AHPとは階層化意思決定法であり、「主観的評価の定量的取り扱

いを可能とする多基準型意思決定手法」である。
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3.2 地域の概要

本節の調査対象地域である広島県世羅台地の概要は、網藤 [3]を参考にし
ている。

広島県世羅郡は、甲山町、世羅町、世羅西町の三町からなり
、県のほぼ中央に位置している。標

高300"-'500mの中山間地帯で、年平均気温12.8
0C、年降水量 1，422皿である。一帯はなだらかな

山が連なり、「世羅台地」と呼ばれている。

昭和 30年代から農地開発事業が始まり、初期には葉たばこや梨等
を主幹作物とする大規模生産

の取り組みが始まった。この頃から既に観光農業を開始した
ところもあるが、新たな経営の展開

として花を導入する観光農園が増加し、その多くは最近 10年以内
に開園している。

花の観光農園を中心とした郡内の農業関係施設の入り込み客
は、平成8年の 40万人をピークに

減少傾向にあり、平成 10年には 32万人になっている。本章で対象
となる観光農園の特徴と入込

客数を表3-1に示した。

表3-1 観光農園の特徴と入り込み客数

調査場所 主な特徴 入込客数(概算)(人)

A農園 芝桜(春)、葉たばこ生産、農事組合法人
25，000 

B農園 フラワーアート(春、秋)、有限会社、平成 11年秋から有機
27，000 

野菜の摘み取りに方向転換

C農園 チューリップ(春)、ひまわり(夏)、大根抜き取り(秋)、農
57，000 

事組合法人

D農園 しだれ桜(春)、民間の保養施設、 一般も利用可
25，000 

E農園 藤の花(春)、有限会社、退職高齢者を中心とする運営
40，000 

F農園 ポピー(春)、コスモス・リンゴ(秋)、農事組合法人
26，000 

G農園 ハープ:ラベンダー(初夏)、ハープ苗生産
12，000 

註)網藤 [3]p.29を修正して転載

現在、この世羅台地では、地域の良さを都市にアピールして
都市住民を呼び込み、花の観光農

園や産地直売所を中心拠点とする多様な都市農村交流による
地域活性化の取り組みが行われてい

る。この推進のために、三町が母胎となる「世羅高原6次産業推進
協議会」をはじめとして郡内

の諸団体が連携して効果的な取り組みを行うための各種運営
委員会等が設けられ、さまざまな活

動を行っている。

表3-1に示した 7つの観光農園は、「フラワービレッジ(せら高原
フラワーびれつじ会議)Jを

結成し、開花情報の提供やイベント開催、都市への宣伝・デ
モンストレーション等の活動を共同

で行っている(註2)(註3)。地域全体でみても、観光農業のマーケディン
グや地域内連携効果の具
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体的な把握をもとに組織や地域の戦略を確立し、早期に実行
に移していこうとする気運が高まっ

ている。

3.3 調査方法と調査結果の概要

観光農業施設の来訪者を対象としたアンケート調査を世羅郡
内の合計 14カ所で行った。調査主

体は中国農業試験場と広島県甲山地域農業改良普及センター
である o 調査は、開花時期に合わせ

て1999年4月26日に、花の観光農園4カ所を含む 11カ所で実施
した。この時期に開花しない農

園では開花にあわせて調査時期をずらし、 E農園では5月18日、 F農
園では6月6日、 G農園で

は6月27日に調査を行った。各調査場所には調査員と調査場所の関
係者の各1名を配置した。回

答は来訪者に直接調査票を渡し、回答者自身に記入を求めた
o 記入所要時間は 10分から 20分で、

アンケートの総回収数は 1，439であった。白紙回答の6票を無効票とし、これを
除いた 1433票を

有効票として以下の分析を行った。

回答者の居住県別の訪問者数を表3-2に示した。この中で広島県が
88.5%と最も多く、次いで、

岡山県 6.6%、山口県 2.5%であった。この 3県で 97.6%を占めてお
り、世羅台地の観光農園は身

近なレクリエーションであることが分かる。

表3-2 観光農園の来訪者数

全体(人) 観光(人) 直売(人) 全体(%)

大阪府 2 2 。 0.1 

兵庫県 6 3 。 0.4 

鳥取県 2 2 。 0.1 

島根県 10 10 。 0.7 

岡山県 93 80 5 6.6 

広島県 1248 873 242 88.5 

山口県 36 31 2 2.5 

香川県 1 1 。 0.1 

愛媛県 8 8 。 0.6 

高知県 3 3 。 0.2 

福岡県 1 1 。 0.1 

註)網藤 [3]p.29より転載
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3.4 ゾーントラベルコスト法による推定結果

農村における保健休養機能を経済学的に評価する手法の一つにトラベルコスト法がある o 前章

で述べたように、 トラベルコスト法には、ゾーントラベルコスト法と個人トラベルコスト法があ

るo 前者では旅行費用が同じになるゾーン毎に集計されたデータを用い、後者では個人単位の非

集計データを用いて推定が行われる(註4)0個人トラベルコスト法は集計による情報の損失を小

さくすることができるという利点があるが、旅行回数は非負の整数であり、この特性を考慮する

と中谷・出村 [70]が行ったようなポアソン回帰等を用いて推定を行わなければならず、計測上の

手続きが難しくなるという欠点があるo そこで、本章では計測が比較的容易であるゾーントラベ

ルコスト法により推定を行うことにする。ここで、ゾーンは市町村単位とする(註5)。

トラベルコスト法に必要な変数である旅行費用TCiは、具体的には式 (3.1)のように計算した。

di X g/fu TC.. = ...." " :J I J ~ + OCi (3.1) 
m 

ここで d
iは居住地4から目的地までの距離(註

6)、gは1リットルあたりのガソリン代、 fuは自

動車の燃費、 mは同行者数、 OCiは旅行時間の機会費用とする o 9はホームページ「中国地域石

油製品市況マップJ(http://www.chugoku.miti.go・jp/sekiyune/map_top.htm)より、広島市内の

平均ガソリン価格である 100円としたo また、自動車の燃費は田中 [94]を参考に 10km/lとしたo

対象地域の m については、一般に公表されたデータが存在しない。このため、全ての居住地域に

おいて、ゾーン内に居住する全ての訪問グループについて、レクリエーシヨン地域ヘ訪問するグ

ループの同行者数は同じであると考え、ゾーン内での訪問 1グループあたりの平均同行者数を m

とした。また、機会費用 OCiは、具体的には式 (3.2)のように計算した。

一-OCi = """ X HCi x le (3.2) 
s 

ここで sは自動車の平均時速、 HCiはiに居住する個人の時給、 leは旅行時間の機会費用に対す

る割引率とする。自動車の平均時速は田中 [94]を参考に時速40kmとした。時給はtに居住する人

の一人あたりの平均所得を労働時間で割ったものであるo旅行時間の機会費用に対する割引率は、

Ces紅 io[12]を参考に3分の 1とした(註7)。

労働時間は『労働白書』を参考に、 1995年の労働省調査による年平均労働時間である 1910時

間とした o所得は朝日新聞社1J'99民力』の所得格差指数に全国の一人あたり平均所得をかけた

ものを用いた。また、都市化、移動手段、ストレス等は旅行需要に影響を与えると考えられるの
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で、これに関する代理変数として、 工場数、乗用車保有台数、医師数を変数の候補とした。デー

タ・ソースは通産省調査統計部工業統計課「工業統計表」、運輸省自動車交通局「市区町村別自動

車保有車両数」、厚生省「地域医療基礎統計」である。

また、表3-3に示すように、標本数(ゾーン数)は、 A農園で 38、B農園で 30、C農園で 41、D

農園で 16、E農園で 13、F農園で 13、G農園で 17となった。

表3-3 各農園におけるゾーン数

農園 ゾーン数

A農園 38 

B農園 30 

C農園 41 

D農園 16 

E農園 13 

F農園 13 

G農園 17 

吉田・宮本・出村 [109]は、線形、片対数、両対数等の様々な関数型のゾーントラベルコストモ

デルを推定しており、その中で最も良好な結果が得られた線形を用いている(註8)。そこで、本

論文では、吉田・宮本・出村[109]の結果に従い、関数型を線形とした。推定結果は表3-4に示し

たとおりである(註9)。説明変数の選択は、 t値の絶対値が 1以上にならない変数を全て除去し、

残された変数で再推定を行うという手順を繰り返して行い、すべての変数のt値の絶対値が 1以

上になるまで繰り返した。この理由は、 Amemiya[2]が、 t値が1以上の変数をモデルに追加する

場合には、自由度修正済み決定係数が高くなることを示しているからである。換言すると、この

方法は自由度修正済み決定係数を利用して変数選択を行っているということもできる。

表3-4 旅行需要関数の推定結果

変数 A農園 B農園 C農園 D農園 E農園 F農園 G農園

定数項 0.0407 0.0235 0.0806 0.0840 0.1792 0.0957 0.6601 

(3.50) (5.49) (10.67) (4.26) (2.65) (5.17) (3.56) 

旅行費用 -0.0001 -8.8x1006 -4.1x 10-05 -1.0x10-05 -0.0001 -5.4x 10-05 ー0.0001

(-2.31) (-2.08) (ー6.32) (-1.55) (-1.93) (-3ω) (-1.41) 

所得 -0.0001 -0.0004 ー0.0040

(-1.14) (-2.23) (-2.99) 

R2 0.30 0.14 0.51 0.73 0.27 0.53 0.44 

註)0内はt値
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旅行費用のパラメータはすべて負となった。これは予想通りの結果である。所得のパラメータ

は負になった。これは既往の研究結果と異なるが、これは、他の市町村と比較して平均賃金が高

い広島市等の大都市よりも、観光農園の近くの市町村に居住する人が頻繁に訪れていることを表

すものである。所得以外の社会経済変数はt値が低くなり、採用されなかった。また、所得の変

数について、 B農園、 C農園、 E農園、 F農園の t値は 1以下になったので削除した。

B農園、 E農園の決定係数は小さいが、中谷・出村 [70]の研究結果と比較しても大きな差異は

認められないので、特に問題はないと思われる。この推定結果をもとに各観光農園における消費

者余剰csを推定した。その結果は表3・5に示したとおりである(註10)。

表3-5 観光農園の訪問に関する消費者余剰の推定結果

(単位:円)

A農圏 B農園 C農園 D農園 E農園 F農園 G農園

CS 14，670，035 20，556，043 23，764，123 25，316，693 7，054，822 4，214，742 4，828，784 

同時開園グループA--D農園を訪問することによる消費者余剰は 1，500万円から 2，500万円と

なったo 一方、単独開園グループE--G農園を訪問することによる消費者余剰は400万円から 700

万円となった。

同時開園グループと単独開園グループでは消費者余剰に大きな差が生じたが、これには前者の

グループでは、花の満開になる時期がゴールデンウィーク前後になっているのに対し、後者のグ

ループでは、満開の時期が5月後半から 7月前半になっていることが原因と考えられる。ゴールデ

ンウィークではない通常の休日では余暇時間には制約があり、遠方からの訪問が比較的困難であ

り、実際に訪問者数もゴールデンウィークと比較すると少ない。また、ゴールデンウィークは一

般的には 1週間程度の連続休暇が可能である。その期間中は、海外旅行等より多様なレクリエー

シヨンが選択可能であり、それ以外の期間と比較すると余暇時間の機会費用が高くなることが予

想されるためである。

3.5 ブートストラップ法による信頼区間の構成

1980年以降、コンビュータの処理能力の高速化・高度化に伴い、新しい統計手法の開発が急速

に進められている(註 11)。コンビュータを活用することによって、データ派生過程の正規性など

のパラメトリックな仮定に立脚することなく、分析を行うことが可能となった。このような手法

は、ノンパラメトリックな手法と呼ばれている。多くの先験的な情報のもとで構築されるパラメ
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トリックな統計手法は、これまで幅広い応用で中心をなしてきたものであるが、その先験的な情

報が正しくない場合、結果の信頼性は大きく損なわれることが知られている。しかし、先験的な

情報が正しく取り入れられている場合には、パラメトリックな手法はより効率的であることは明

らかである。そこで、ノンパラメトリックな手法の目指すものは、データがパラメトリックモデ

ルの先験的な情報を満たす場合にはそれが再現でき、それを満たさない場合には別の考え方に立

脚し、先験的な情報に依存しない方法で統計推測を行うというものである。その代表的な手法が、

1979年に Efronによって提案された、ジャックナイフ法の一般化としてのブートストラップ法であ

る(註12)。ブートストラップ法の場合、経験分布が極めて弱い条件のもとでデータ派生過程の分

布に一様概収束するという結果を利用して、統計推測を行おうとするものである(註 13)(註14)。

ブートストラップ法は、コンビュータを用いた反復計算によって、従来のパラメトリックな統

計理論では知ることのできなかった統計量の分布を近似的に構成することを可能にした。その研

究は、多岐に渡っているが、もっとも進んでいる研究の一つに信頼区間の構成がある。その理由

として、信頼区間を構成することは現実問題として極めて重要であること、また信頼区間の構成

によってブートストラップ法の根本原理がよく理解できることのこつを挙げることができる。

ブートストラップ法による信頼区間の構成にはいくつかの方法があるが、本論文では、もっと

も考え方が自然な標準パーセンタイル区間法を用いる。

本節の残りの部分は、小西 [50]のブートストラップ法の手続きの説明を参考にしたものであ

る。図3-1に示したように、まずデータが、未知の確率分布Fをもっ母集団からとられた無作為

標本Xl，X2，...，Xnからなり、これらは互いに独立で同一の分布からなるものとする。ここで、

0= O(X1，X:ゎ・・・，Xn)をデータから計算される Oの推定量とする。観測データを X1= Xl，X2 = 

X2，...，X，π=Xnとし、これをもとに経験分布Fnを構成するとする。これは、手元にあるデータ

をもってそれを発生させているメカニズム、即ちデータ派生過程の分布の推定量とするというも

のである。これは尤度原理からも妥当なものであり、現実のデータとして与えられたデータは尤

も起こりやすいことが起こった結果であると考えるのである(註 15)。

凡に従って無作為抽出を行った大きさ η の標本を X;(b)幻 (b)'. . . ， X~(b) とし、それぞれから

計算された推定値をiJ= O (X;(b)' X;(b) ， . . . ， X~(b)) とする o 下付文字(側、 b番目のブートスト
ラップ標本を示しており、 b= 1，・・.，Bである。また、 Bはブートストラップの回数である。こ

のとき、 X;(b)， X;(b)γ・.， X~(b) で表される無作為標本をブートストラップ標本という。

ここで興味のあるパラメータの 1-2αの信頼区間を導出したいとする。標本を B回反復抽出

し、推定値を計算した後に大きさの順に並び替えを行う。これらの作業によって構成された度数

分布をブートストラップ分布という。そこで、この分布から 100α%点、 100(1ー α)%点を計算し

39 



たものをそれぞれ制叫ん[1-α!とすると、信頼区間は[む[叫ん[1-α1]として与えられるo

このとき、 ブートストラッフ・標本の反復抽出回数Bを無限大とすると、その近似誤差は無視で

きると考えられる(註 16)(註 17)。

現実の世界

未知の分布 観測データ

F -(X)，X2，""Xfl) 

統計量

。=O(X1，X2"・ ，X，，)

ブートストラップの世界

未知の分布

凡

ブートストラップ標本

(X;())，(X;())' 守(XT:()))

(X;(l倒 XJ)，(X;(l印刷)， ， (X~()酬))

ブートストラヅプ法によって

計算されたパラメータ

e = O(X;(l)' (X;(l)'・・・，(X~(1)) 

o = O(X;()鵬 0)'(X2(J酬)' ， (X~()酬)) 

ブートストラップ法により求めた

パラメータのヒストグラムをつくる

このヒストグラムをもとに信頼区聞を

構成する

図3-1 ブートストラップ法による信頼区間の構成に関する概念図

註)E仕onand Tibshirani[21]p. 87の図を一部修正して転載。

ブートストラップ法は、極めて緩やかな仮定のもとで、大部分の統計量、 より一般的に統計的

手続きに広く適用できる手法である(註18)。繰り返しになるが、 ブートストラップ法を用いるこ

とで、正規性の仮定が満たされていない場合で、も、問題となるパラメータやその関数である統計

量についての統計的推測を行いうることにその有用性がある。

ブートストラップ法を紹介した日本語で書かれている文献として、例えば、浅野[5]、小西 [50]、

ダイアコニス・エフロン [18ト注・大内・景・田栗[75]がある。このブートストラップ法を環境

評価に初めて応用した例として、新保・浅野・嘉回 [87)がある。この研究では、都市部住民と中
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山間地域出身者の国土保全機能に対する支払意志額の平均値の差の区間推定を行っており、 ウェ

ルチ検定統計量のブートストラップ分布を導出している。

3.6 ブートストラップ法による観光農園の保健休養機能の評価額の信頼

区間の構成

本節では、浅野・田中 [71を参考に、 ブートストラップ分布の信頼区間の構成について説明を行

う。また、 その方法を適用して、観光農園の訪問に関する消費者余剰の信頼区間の構成を行う。

ブートストラップ法を用いた回帰係数の信頼区間の構成は、残差ブートストラップ法とぺア・

ブートストラップ法があるが、 モデルの構造をより反映させるために、残差ブートストラップ法

を用いる(註 19)。

観測データをもとに最小二乗推定値ベクトルβ及び残差ベクトルEを推定する。

残差ベクトル正のブートストラップ標本{♂}
l'--(b)J (b = 1，-・-，10000)を発生させる。

(令)}より、。(b)= sx +ε7b)を計算する。 これによって、 {Y(b)'x}が1附 O個導出される。

それぞれに最小二乗法を適用し、い(b)}を 10，000個得る。

い(b)}のヒストグラムを作成する。

z 
信頼区間を構成する。

図3-2 ブートストラップ分布の信頼区間の構成に関するフローチャート

作業手順は図 3-2のフローチャートに示したとおりである。 ブートストラップ標本の発生など

は以下に説明する。データに最小二乗法を適用し、パラメータの推定値3を得る。これを式 (3.3)

に代入して、残差を計算する。
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εi=抗一乞sjXij (i = 1，2，・・"n) (3.3) 

ごこで、 pは推定されるパラメータの数である。この残差の経験分布Fnを導出し、これをもとに

誤差のブートストラップ標本{弓，弓，・・.， ê~} を発生させる。この誤差を式 (3 ，4) に代入して、新

たな被説明変数を構成する。

p 

u:=乞sjXij+ε: (t=1ム・・・刈 (3.4 
j=l 

これで、それぞれの説明変数に対応した新たな被説明変数が得られるので、これに最小二乗法

を適用することによって、パラメータのブートストラップ推定値を得ることができる。同じ手順

でB回ブートストラップ標本を抽出する。本節では、浅野・田中 [7]に従って、ブートストラップ

の抽出回数Bを10，000回とした。

ここで、観光農園の訪問に関する消費者余剰についてブートストラップ分布を導出する。その

パーセンタイルについては、表3-6に示した。また、ブートストラップ法によって得られたパラ

メータをもとに、消費者余剰のブートストラップ分布を視覚的に表したものが図3-3である。図

中のヒストグラムがブートストラップによるパラメータの度数を示している。横軸はパラメータ

値、縦軸は度数を示している。横軸の階級数は 50とした。

表3-6 観光農園の訪問に関する消費者余剰のブートストラップ分布のパーセンタイル

(単位:円)

1'¥一セント点 2.5 5 50 95 97.5 

A農園 8，155，590 8，777，695 14，621，528 46，948，430 74，792，867 

B農園 10，775，876 11，675，311 20，394，799 79，931，058 143，048，918 

C農園 18，264，715 18，952，430 23，708，256 31，963，268 34，318，937 

D農園 11，980，742 13，047，711 25，864，321 158，349，096 295，103，012 

E農園 3，661，129 4，025，310 6，981，442 33，453，345 64，024，531 

F農園 2，766，977 2，928，352 4，22，0246 7，502，402 8，564，380 

G農園 2，06，7287 2，347，342 4，726，085 30，318，000 60，949，326 

註)ブートストラップ回数は 10，000固とした。

観光農園の訪問に関する消費者余剰のブートストラップ分布の 90%信頼区間は、 A農園では

878--4，695万円、 B農園では、 1，168--7，993万円、 C農園では、 1，895--3，196万円、 D農園では、
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図3-3 観光農園の訪問に関する消費者余剰のブートストラップ分布
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1，305--15，835万円、 E農園では、 403--3，345万円、 F農園では、 293--750万円、 G農園では、

235--3ヲ032万円となった。

このことはノンパラメトリックなプーこの 7つの図を見ると、分布の形状が異なっているが、

トストラップ分布の特徴であるということがいえる。消費者余剰の分布が正規分布に従っている

と仮定すると、バイアスが生じる可能性があるということはこの図からも理解できる。

また、表3-7に、観光農園の訪問に関する消費者余剰の正規分布のパーセンタイルを示した。表

ブートストラップ分布の信頼区間の幅は、 D農園を除いた3-6と表3-7の結果から分かることは、
信
民
弘
蝦 全ての農園において、正規分布の信頼区間の幅よりも小さくなっていることである。ただし、 D

農園の消費者余剰のブートストラップ分布の 90%信頼区間は全て正の値を取るのに対して、正規

ブートストラップ分布の方がよりよいこと

観光農園の訪問に関する消費者余剰の正規分布のパーセンタイル

分布の 90%信頼区間は負の値となっていることから、

表3-7

が分かる。

a"11l'6 

3価
2'1閃8'1伊75・1()，14'10η 

由。D
'

o

o

自

信
反
勧
銀

2'10'7 3・10'7
評価

10'1 

95 

むすび

(単位:円)

97，5 

63，185，714 
88，671，285 
100，273，989 
94，401，665 
32，974，543 
11，034，250 
21，801，675 

55，385，676 
77，721，385 

87，973，226 
83，294，617 
28，807，334 
9，937，854 
19，072，884 

50 

14，670，035 
20，563，688 

23，764，123 
25，316，620 
7，054，800 

4，214，742 
4，828，793 

5 

-26，045，606 
-36，594，009 
-40，444，980 
-32，661，377 
-14，697，734 
-1，508，370 

-9，415，299 

2.5 

-33，845，643 
-47，543，909 

-52，745，742 
-43，768，425 
-18，864，943 
-2，604，766 
-12，144，089 

I~一セント点

A農園

B農園

C農園

D農園

E農園

F農園

G農園

3.7 

、‘，，，
P
守
A，，E
‘、

(e) 

度
数

トラベルコスト法により世羅台地における観光農園の保健休養機能の評価を行った。本章では、

その結果、世羅台地を訪問することによる消費者余剰は、 A農園で 1，500万円、 B農園で 2，100万
8"1伊75'10'7 4・10'12'10'1 3・11)・7

評価

10'7 

円、 C農園で 2，400万円、 D農園で 2，500万円、 E農園で 700万円、 F農園で 400万円、 G農園で

500万円となった。このうちで、同時開園グループの4農園がゴールデンウィーク前後に開花の(g) 

ピークを迎え、単独開園の3農園はピークがゴールデンウィーク以降になる。そのため、後者の

また余暇時間の機会費用が異なることの二つ3農園については、訪問者のタイプが異なること、観光農園の訪問に関する消費者余剰のブートストラップ分布(続き)図3-3

の理由により、前者と比較すると評価額が小さくなったと考えられる。

また、本章の課題で挙げたように、評価額の分布がパラメトリックな分布に基づいているとい

う仮定が満たされていることは分からないので、ノンパラメトリックな方法であるブートストラツ
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プ法を適用して、信頼区間を構成した。その結果、観光農園の訪問に関する消費者余剰のブート

ストラップ分布の 90%信頼区間は、 A農園では 878--4，695万円、 B農園では、 1，168--7，993万

円、 C農園では、 1，895--3，196万円、 D農園では、 1，305--15，835万円、 E農園では、 403--3，345

万円、 F農園では、 293--750万円、 G農園では、 235--3，032万円となることが明らかになった。

ブートストラップ分布の中位数はパラメトリックな結果とほぼ同じになることも明らかになっ

たが、ブートストラップ分布を視覚的に表すと、分布の形状が正規分布の形をしていないことが

分かる。このことから、消費者余剰の分布が正規分布に従っていると仮定すると、信頼区間を構

成する場合にはバイアスが生じる可能性があることが明らかになった。また、正規分布の信頼区

間を求めた結果、第一に信頼区間の幅は一農園を除いてブートストラップ分布の方が小さくなっ

たこと、第二にブートストラップ分布の 90%信頼区間は全て正の値を取るが、正規分布では負に

なる可能性もあることが明らかになった。

今後の課題として、関数型の選択が挙げられる。本章では吉田・宮本・出村 [109]に従い線形と

したが、本論文で採用したデータでは、線形モデルが適切であるかどうかは分からない。そこで、

田中 [96]が行ったブートストラップP検定のような方法で適切な関数型を選択することが今後の

課題である。また、調査日にアンケートが得られなかった地域についての扱い方がある。アンケー

トの日程が限られている場合、当該調査日において偶然ある地域からの回答が得られない可能性

がある。その場合には、その地域からの訪問率は欠損値とみなされ、データから削除される。し

かし、分析の対象となる期間全体を通してみると、実際にその地域からの訪問者が存在する場合

には推定値にバイアスを引き起こすことになる。この欠損値がある場合にパラメータを推定する

方法として、例えば、 EMアルゴリズムがあるが、 EMアルゴリズムがこの保健休養機能の評価

を行う場合にどの程度有効であるのかを調べ、実際に消費者余剰を計測する研究が求められる。

(註 1)本章は、田中裕人・網藤芳男「観光農園に対する需要分析一広島県世羅台地を事例として一JIr日本観

光学会誌』第36号， 2000， pp. 70-74を大幅に加筆修正したものである。上記論文の使用に当たっては、網

藤芳男氏(中国農業試験場)から使用許可を頂いた。

(註2)これは観光農園の入場者数等によって把握できた分の概算集計値であり、産地直売所やその他の施

設を含めるとこの数値をさらに上回っていると考えられる。また、広島県入込観光客統計表によると平成

8年度に世羅郡を訪れた観光客の総数は約 80万人である。

(註3)D農園はもともと民間企業の研修保養施設であり、観光農園ではないが、開花期を中心に一般観光

客の利用が多く、農業の枠組みを越えて「フラワービレッ=/Jに参加し、共同での展開を図っている。

(註4)例えば、個人トラベルコスト法は中谷・出村 [70]、中谷[69]、ゾーントラベルコスト法は佐藤・増田

[84]、吉田・宮本・出村 [109]、加藤 [44]を参照。
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(註5)吉田・宮本・出村 [109]では、クラスター分析によりいくつかの市町村を統合したものをゾーンとし

ているが、本章では、ゾーンを市町村単位とした。その理由は、第一に市町村を統合すると傑本数が減少

すること、第二に社会経済変数をどのように統合するかという問題を生じることが考えられるためである。

(註 6)居住地tから対象となる観光農固までの距離は京都大学大学院農学研究科生物資源経済学専攻農業

組織経営学分野所有の株式会社アルプス社のプロアトラス 98日本広域を用いて計測した。

(註 7)Cesario[ 12]の研究のレビューについては、 2.4節を参照。

(註8)しかし、吉田・宮本・出村 [109]では、どのような基準で線形モデルの選択を行ったのかは記述され

ていない。

(註9)旅行需要関数の推定には京都大学大学院農学研究科生物資源経済学専攻農業組織経営学分野所有の

数理システム社の S-PLUSver.4.5を用いた。ブートストラップ分布の導出には、 statlib@stat.cmu.eduの

アドレスから Efronand Tibshirani(1985)による bootstrap.funsを入手し、利用した。

(註 10)消費者余剰の推定に関する説明は、本論文の 2.3.1節、もしくは吉田・宮本・出村 [109]を参照。

(註 11)ブートストラップ法に関する説明は、ダイアコニス・エアロン [18]を参照のこと。

(註 12)ダイアコニス・エフロン [18]によると、ジャックナイフ法とは、「元のデータからある観察結果を 1

つだけ取り除き、その結果でてきた、一部分だけを切り落としたデータについて必要な統計量をもう一度

計算するという具合に進め、切り落としたデータごとに統計量を計算し、その統計量の値の全体の分布の

状況を示す」ものである。

(註13)例えば、その結果は GlivenkかCantelliの定理である。 Davidson[16]によると、 Glivenk，かCantelliの定

理は、 zε冗について、もし、 Fn(x，ω)→F(x)にほとんど確実に点に収束すれば、 sUPxIFn(x，w)-F(x)1→ 

Oaふである。 Fn(X，ω)は経験分布関数である。

(註 14)Davidson[16]によると、一様概収束とは、 supIGn(O)1→oa.s.である。 {Gn(O)}は確率関数列であ

る。

(註 15)これが満たされていない場合、他のどのような統計手法を用いても信頼性の高い推測は行い得ない。

このことは、データの質を分析手法によって向上させることは難しいととを反映している。

(註 16)Efron[20]によると、ブートストラップ抽出の回数は、バイアスまたは平均二乗誤差の推定に対して

は100から 200、信頼区間の構成に対してはおよそ 1，000で真の値と漸近的に等しくなるという結果がでて

いる。

(註 17)Kling[46]は、外部効果の評価額などを具体例とする厚生測度の推定値の標準誤差や信頼区間を推定

するための三つの方法をモンテカル口実験によって比較している。モンテカル口実験の結果を一般化する

のには注意が必要であるが、 Kling[46]が明らかにしたことは次のようなことである。

テーラー近似による方法、すなわちデルタ法は誤差分布が正規分布のとき、標準誤差の推定は正確であ

るが、過小評価の傾向がある。本章の場合、評価額の計算式の推定は線形であるので、デルタ法は誤差項
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を正規分布と仮定したものと同一になる。ブートストラップ法とパラメトリック・ブートストラップ法の

一つである Krinskyand Robb[52]の方法は、標準誤差を過大評価する傾向がある oKrinsky and Robb[52] 

の方法は、リサンプリングを行うという点では通常のブートストラップ法と同じであるが、ベイズ的にパ

ラメータが分布を持っているものと考え、分布を正規分布、その平均値に推定されたパラメータの値、そ

の分散、共分散に推定された分散共分散行列を用いて、その分布をもとにパラメータ値をリサンプリング

して、厚生測度の推定値の分布を作るというものである。この二つの方法は、推定値の分布の非対称性を

許容できるためからか、誤差分布が正規分布から大きく異なった場合には、二つの方法が同じ結果を与え

るかどうかわからない。

(註 18)標本に対して、互いに独立あるいは同一の分布に従うという仮定が満たされていないモデルには、

モデルの構造を反映するように手法を修正する必要がある。

また、統計量のみならず、統計解析の手続き(プログラム)全体を対象としたブートストラップの応用例

として、 Veall[102]がある。

(註 19)残差ブートストラップ法とべア・ブートストラップ法についての詳細は、 Efronand Tibshirani[21] 

を参照。

48 

第4章 トラベルコスト法による農村の保健休養

機能の評価

4.1 はじめに

グリーンツーリズムは農村地域における潜在的な保健休養機能を掘り起こすものである。『レ

ジャー白書』平成 10年度版によると、労働時間の短縮は年々進み、平成9年度における実労働時

間は前年と比較して 19時間減少し、過去最低の 1ヲ900時間になった。労働時間が短縮された一方

で、平均消費性向は過去最低を記録し、不況下で余暇活動に対する支出が抑制されている。この

ことは国内観光旅行に関する支出にも反映されており、平成 4年と平成9年を比較すると、年間

平均活動回数では 3.0固から 3.4回に増加しているのに対して、年間平均費用は 12万6千円から

11万6千円に減少している。また、余暇を求める楽しみや目的についてのアンケートにおいて、

「心の安らぎを得ることJr身体を休めることJr日常生活からの開放感を味わうこと」の 3項目が

不況下の平成7年から平成9年で高い回答率を示すようになってきている。

このような社会情勢の中で、グリーンツーリズムのような、旅行費用が比較的安価で人的交流

を含む旅行が国民の注目を集めている。このことは、一般の雑誌にグリーンツーリズムに関する

特集が組まれたり、それに関連するガイドブックが多く出版されたりすることでも確認できる(註

また、グリーンツーリズムが広く認識されるようになった理由としては、農村における地域住

民との交流に対する需要が高まっているだけでなく、 1995年4月に施行された「農山漁村滞在型

余暇活動促進法」等、法律の整備がなされたこともその一因であると考えられる。この法律は農

山漁村における交流や体験を通じた余暇活動を推進するものであり、ゆとりある国民生活の確保

と農山漁村地域の振興に寄与することを目的とするものである。また、グリーンツーリズムは農

村サイドにとっても、農業・農村を活性化させる手段になると考えられる(註2)。

グリーンツーリズムによりもたらされる厚生を測定する一つの方法としてトラベルコスト法が

ある。このトラベルコスト法は本来価値づけの難しい農村がどのような保健休養機能の価値を有

するかを顕現させるものである。

従来のトラベルコストモデルは、通常の片対数線形の回帰分析で計測されてきたが、個人トラ
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ベルコスト法の場合、被説明変数は非負の整数値をとるカウント・データであるので、データの

形式から見る限り、ポアソン凶帰の方が適していると考えられる。これまでは多くの研究者が関

数型をアドホックに判断して推定を行ってきたが、このような場合においても、田中 [96]で示さ

れたブートストラップP検定を用いれば、統計的厳密性を保ちながらモデルの選択を行うことが

できる。そこで、この方法を用いてポアソン回帰と通常の回帰モデルを比較することにより、ポ

アソン回帰の妥当性を検討することを第一の課題とする。

2.4節で示したように、トラベルコストモデルの推定には様々な仮定が必要であるが、先行研究

においてそのほとんどを緩める努力が重ねちれている。しかし、 2.4節の Freeman[27]が示した仮

定④、すなわちサイトへの移動中に費やされた時聞からは効用も不効用も受けないという仮定を

緩和しなければ、評価額にバイアスを発生させるおそれがある。そこで、本章では、移動中の混

雑を考慮に入れたトラベルコストモデルにより分析を行うことを第二の課題とする。

対象地域は京都府北桑田郡美山町とした。美山町は以前からグリーンツーリズムを推進してい

る地域であり、国の重要伝統的建造物群保存地区に指定された「かやぶきの里」等の豊富な農村

観光資源を有する地域であることから、農村における保健休養機能の分析には適切な地域である

と考えた。

第2節では美山町の概要を述べる。第3節ではトラベルコスト法を説明する。第4節ではモデ

ル選択に用いられる非入れ子型検定の一つであるブートストラップP検定を説明する。第5節で

は、従来のトラベルコスト法による推定結果を述べる。また、保健休養機能の評価額のブートス

トラップ分布を導出し、その信頼区間を推定する。第6節では、移動中の混雑を考慮に入れ、こ

のモデルから導出された評価額と従来のモデルから導出された評価額の比較を行う。第 7節では

結論を述べる。

4.2 美山町の概要

本節では、美山町の概要を説明する。本段落の以下の部分は、美山町 [63]による。京都府北桑田

郡美山町は、京都市から国道 162号を利用して北ヘ約 50kmに位置している。町域面積が340km2

で、その 96%が山林であり、平坦部の標高が 223mの山間地域である。人口は約 5，500人である。

現在の美山町の人口は、ピークである昭和 30年の 10，000人と比較すると半減しているが、平

成2年以降、人口減少は進行していない。これは第三セクターの美山ふるさと株式会社等により、

定住化がすすめられたこともその一因であると考えられる。また、「かやぶきの里美山と交流する

会」を発足させる等、都市との交流も盛んに行われるようになっている。

美山町のグリーンヅーリズムの中心は、国の重要伝統的建造物群保存地区ピ指定された「かや
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ぶきの里」や芦生原生林、由良川、観光農園等である。表 4-1に示した美山町の訪問者数の推移

を見る限り、美山町のグリーンツーリズムは平成元年以降急伸したといえる。表4-1に示すよう

に、入込者数は昭和 60年には約 12万人であったが、平成2年には約 27万人、平成9年には約

46万人になっている。入込者数の増大につれて、宿泊者数も増大し、昭和60年には約 1万人、平

成2年には約4万人、平成9年には約 9万人である。また、宮崎 [65]によると、リピーター率は

18%になっている。

美山町は、京都府京北町、日吉町、和知町、綾部市、福井県名田庄村、滋賀県朽木村に接して

いる。これちの市町村の観光の概要は表4-2に示した。また、京都市から向かう場合には、シー

ズン中の休日は道路が混雑していることが多い。

表4-1 美山町の観光入込客数

年度 入込客数(人)

S60 118，500 
H元 243，200
H2 268，100 

H3 273，000 

宿泊者数(人)

11，700 
32，517 
37，941 

41，878 
H4 277，000 42，508 
H5 302，700 48，877 
H6 371，200 62，232 
H7 406，000 80，192 

H9 約460，000 約90，000
註)昭和 60年から平成7年については、美山町 [63]

p.3から転載。平成9年度については、美山町

役場でのヒアリングに基づいている。
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表4-2 美山町周辺の市町村の観光概要

市町村名 入込客数(人) 宿泊者数(人) 代表観光地 年度

京北町 217，277 28う328 ウッディー京北、常照皇寺 1997 

日吉町 195，824 3，062 日吉ダム、スプリングスひよし 1998 
和知町 117，314 9，361 和知山野草の森、「水と陸」自然 1998 

双生運動公園

綾部市 378，067 16，176 あやベ温泉、光明寺二王門 1997 

福井県名田庄村 38，000 19，300 八ヶ峰家族旅行村、名田庄村青 1997 
少年旅行村

滋賀県朽木村 739，000 24，900 グリーンパーク思い出の村 1997 

註)表は各町村役場への電話によるヒアリングに基づいて作成した。

4.3 個人トラベルコスト法

第2章でも説明したように、 トラベルコスト法は当該地域への旅行回数と旅行費用及び個人属

性との関係を推定し、その関係を用いて、その地域が与えるレクリエーションに関する便益を導

出する手法である。上でこのトラベルコスト法には個人トラベルコスト法とソーントラベルコス

ト法の 2種類があることを示した。旅行者が頻繁に対象地域を訪れる場合や個人の特性が入手可

能な場合には個人トラベルコスト法が適しているので、今回の分析ではこれを用いることにする。

トラベルコストモデルの推定に必要な交通費TTCiは、自動車かバイクで訪問した場合は、具

体的には式(4.1)のように計算する。

si X g/ fi + Ii TTC
i 
= -~ ---. ，. 

rα4 
(4.1) 

ここで、たは個人 tの自宅からサイトまでの往復時間、 Siは自動車・バイクの平均時速、 gはガ

ソリン代、 fiは個人 tの自動車の燃費、 fαtは同乗者数、 Lはガソリン代以外に要した交通費と

する。自動車の燃費liはインタビューにより直接質問したが、燃費を把握していない回答者も多

かったので、その場合は 10km/1とした。ガソリン代は調査時の京都市内のガソリンスタンドの

表示を参考に 90円/1とした。また、自動車・バイクの平均時速 Siは一般道の場合は時速40km、

高速道路を利用してきた場合は時速 60kmとした。自動車、バイク以外による訪問の場合は、実

際に支払った交通費を用いた。機会費用 OCiの計算方法は、式 (3.2)と同じである。

分析に用いるデータは 1997年 11月初旬から 12月中旬の 7日間行ったアンケート調査の結果を

利用した(註 3)。アンケートを行った曜日は、平日は 2日間、土日祝日は 5日間である。調査員
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は3""4名であり、調査の方法は直後来訪者に質問するヒアリング形式により行った。調査場所は

来訪者の多い地区であるふれあい広場、大野ダム公園、かやぶき集落、自然文化村「河鹿荘」の

4カ所である。アンケートの回答を拒否した人は全体の約 7%であったc 得られた総標本数は 326

であった。

本章では、美山町以外の地域へも訪問する標本を除去した。その理由として、複数の目的地を

持つ訪問者の旅行費用の総額から美山町でのレクリエーシヨンに関する旅行費用を分離すること

は困難であること、美山町は様々な観光地が点在しているため、美山町の滞在時間が長く、他地

域も訪問した個人は全回答の 20%程度であったこと、美山町自体が「かやぶきの里」等によりプ

ランド化されており、表4ー1で示されるような他地域と競合関係にないことが挙げられる。

また、中谷 [69]によると、日帰りと宿泊は同質の財とみなされないので、それぞれ異なる分析

を行う必要があるとしている。本章では、宿泊客の標本数は 24と少なかったことから、日帰り客

のみを対象とする。このうちで分析に必要な回答が得られた 142の標本を用いて分析を行う。

4.4 ブートストラップP検定

吉田・宮本・出村 [109]が指摘するように、前節の (4.1)式で示される旅行需要関数の関数型は

先験的に決定されないことがトラベルコスト法の問題のーっとされている。個人トラベルコスト

法の先行研究では、佐藤・増田 [84]、中谷・出村 [70]、中谷 [69]が、指数関数による回帰モデル

を用いている(註4)。ゾーントラベルコスト法のように、被説明変数が連続的である場合には通

常の回帰分析でも問題ないが、個人トラベルコスト法の被説明変数は非負の整数であり、離散的

であるので、ポアソン回帰の方が適していると思われる。通常の回帰モデルがポアソン回帰の近

似になっている場合には、この線形回帰モデルを用いて推定を行っても問題ないとも考えられる

が、このことを統計的に確認せず線形回帰モデルを用いる場合にはバイアスが生じる可能性があ

る。このために、ポアソン回帰と通常の線形回帰モデルによる旅行需要関数をそれぞれ推定し、

回帰モデルの妥当性を検討する必要がある。しかし、これらのモデルは互いに含む、含まれるの

関係にない非入れ子型になっていることから、従来の検定方法ではこれらのモデルを比較するこ

とができない。非入れ子の関係にあるモデルを比較する方法として、田中 [96]のブートストラッ

プP検定がある。以下では、田中 [96]に従って、ブートストラップP検定の説明を行う。
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Hl 
Hl H2 

H1 H2 

入れ子型 非入れ子型

図4-1 入れ子と非入れ子の模式図

註1)蓑谷[60]p.201を修正して転載。

註2)H1とH2はデータ派生メカニズムの集合(モデル群)である。

この入れ子型、非入れ子型の関係は図4-1の模式図に示した通りである。図に書かれているの

はデータを派生させるモデルの集合である。ここで H2とHlはデータ派生メカニズムの集合(モ

デル群)である。具体的に、例えば入れ子型とは、

Hl : y = xβ+εo (4.2) 

H2: Y = xβ+zγ+ε1 (4.3) 
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の関係にあるものであり、 F検定等で γ=0を検定することにより、 HlとH2の優劣を吟味す

ることができる。こごで νは被説明変数であり、 η 次列ベクトルであるo x，zはそれぞれnx k1 
，n x k2行列であり、 εO，Elは残差であるとする。この場合は HlC H2である。一方、非入れ子型

とは、例えば、

Hl : y = f(x) +εo ( 4.4) 

H2:1ogy二 g(z)+ε1 ( 4.5) 

の関係にあるものである。 f(x)，g(z)は非線形の関数であるとする。ここで(4.4)、 (4.5)式は説明

変数の組が異なり、関数型が異なる場合を表わしている。この関係にあるモデルを比較する場合、

従来のような F検定やt検定を適用してモデルの優劣を決定することはできない。また同様に R2

は線形モデルの説明力を示すため、これを用いることもできなし、(註5)。このような場合にモデ

ルの優劣を決定するための方法が必要となる。それが非入れ子型検定である。

検定したい推定式のパラメータと適切なモデルかどうかを判断するのに必要となるパラメータ

を同時に推定する非入れ子型検定が J検定であり、線形近似したモデルに適用される非入れ子型

検定がP検定である。仮説の関数型が非線形の場合にはP検定のほうがJ検定よりも容易に推定

が可能になるので、 Davidsonand MacKinnon[17]は線形の場合は J検定、非線形の場合にはP

検定をすすめている。また、 PE検定はMacKinnon，White， and Davidson[55]によって開発され

たものであり、対数線形モデルと線形モデルの優劣を比較するときに用いられる。このように、 P

検定、 J検定、 PE検定は、モデル選択の状況に応じて使い分ける必要がある。

農林業分野において、非入れ子型検定を用いた実証例としては、新保 [86]、Doran[19]等があ

る。新保は後に述べる JA検定とP検定を援用して、兵庫県における水田の外部経済効果に関する

へドニック・モデルの関数選択を行い、最小二乗スプラインと Box-Cox変換を選択した。 Doran

はJ検定と JA検定により生産関数の選択を行い、レオンチェフ型生産関数と二次形式生産関数

を選択した。

ところが、このJ検定やP検定等のパラメトリックな検定の具体的応用ではサイズ・ディストー

シヨンが発生する可能性がある。このサイズ・ディストーシヨンとは、名目サイズと真のサイズ

が異なることである(註6)。この点はマダラ [56]も指摘しており、特に小標本における非入れ子

型検定では、サイズ・ディストーシヨンが発生しやすいため、しばしば適切なモデルが選択され

ない傾向があるとしている。それは推定された有意水準が非常に大きくなる、即ちサイズディス
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トーシヨンが発生し、真の臨界値を求めることがしばしば困難になるからである。

Fisher and McAleer[26]によって開発された JA検定は、 J検定をより頑健にしたものであり、

サイズ・ディストーションの発生をある程度抑制できるが、全くサイズ・ディストーションが発

生しないということではない。また、この検定はJ検定よりも検出力が低いことが明らかにされ

ている(註7)。

このサイズ・ディストーシヨンに関する問題を解決するために、 Fanand Li[23]はJ検定の検

定統計量のブートストラップ分布を用いて、新たな手法を開発した(註8)。これをブートストラッ

プJ検定という。ごの検定はサイズ・ディストーションを発生させることなく、また検出力を低

下させることなく、モデル選択を可能にするものである。しかし、この検定は 2つのモデルにつ

いて比較を行う場合でのみ実行可能である。このため、 Fanand Li[23]のブートストラップJ検

定では、 3つ以上の非入れ子関係にあるモデルの比較を行う場合には 6回、 4つのモデルの比較を

行う場合には 12回検定統計量を導出しなければならないため、煩雑である。 3つ以上の非入れ子

関係のモデルの比較を同時に行うことが可能である場合には、 3つのモデルで 3回、 4つのモデル

で4回検定統計量を導出するだけでよいが、 Fanand Li [23]のブートストラップJ検定はそれに

対応していなし， (註9)。

3つ以上の非入れ子関係にある非線形のモデルを比較するには、 Davidsonand MacKinnon[17] 

が開発した多重P検定を用いればよいが、これはパラメトリックな検定であり、先に述べたよう

なサイズ・ディストーション問題が発生することがある。そこで著者はFanand Li[23]が開発し

たブートストラップJ検定の考えを応用して、この多重P検定の検定統計量のブートストラップ

分布を導出し、この分布をもとにして新たな棄却域を求める方法を考えた。この検定はもともと

のモデルの分布型を特定のパラメトリックなものと想定しないという意味でノンパラメトリック

である。そしてこれは、ほとんどサイズディストーシヨンを発生させることなく、適切なモデル

の選択を可能にするものである。この検定を Fanand Li[23]のネーミングにならって、ブートス

トラップ(多重)P検定と呼ぶことにする。

このブートストラップP検定の手続きを説明する。モデルの数が3つ以上の場合であれば推定

の手続きは全て同じになるので、ここでは 3つのモデルを考える。また、被説明変数が同じモデ

ル同士を比較することが多いので、ここでは特にその場合について説明する。

uは被説明変数であり、 n次列ベクトルであるo 叫んωはそれぞれηxk1，n x k2，n x k3行列

であり、 !i(i= 1，2，3)は非線形の関数であるo Ei(i=1，2，3)は誤差項であるとすると、

H1 : Y = !l(X) +El (4.6) 
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H2 : Y = !2(Z) +ε2 

H3 : Y = f3(ω)+ε3 

(4.7) 

( 4.8) 

ここでは、この (4.6)、(4.7)、(4.8)式で表される 3つの仮説から、仮説Hlの検定について説明

する。具体的には以下の手順に従う。

1.標本から (4.6)式の推定量を計算する。

2. 1.の結果を用いて、 El= Y -11(x)により残差を計算する。
r 、n

3. ElをE1rv (0， a2)に従わせるため、ド14-n-127=121jL=1により残差の平均値をゼロにし

て、それから無作為標本{弓}を抽出する。

4. E1をもとにして y*= b(x) +々 を仮定することにより、 fを導出する。ここで得られた標

本がブートストラップ標本である。

5.このブートストラップ標本を用いて 3つの仮説をもとに人工的に複合モデルをつくる。

Hf:弓=gI+乞と;(ε:-与)+♂ ( 4.9) 

gはf1をテイラー展開により線形近似したものである。また、♂は誤差項である。ここで帰

無仮説がC2= C3ニ Oの検定統計量を推定する。この検定統計量を P検定統計量という。こ
こで、匂は、 (6:-弓)，j=2，3のパラメータである。

6.2.--5.をB回繰り返し、 (4.9)式から推定された B個のP検定統計量から構成されるブート

ストラップ分布を得る。
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P検定 ブートストラップP検定

{Xik' Yi} (i二 1，・・・，m k=17・・・，m) {Xik， Yi} (i = 1γ・1η，k = 1，・・.，m)

Yi = !i(Xik) +白より残差を推定する。 Yi = h(Xik) + Eiより残差を推定する。

ゐ=Yi -h(Xik) ん=Yi -h(x仇)

↓ 

複合仮説 H;: ん =gi+ 乞~l，ii=j ~j (Ei一台)+町を構成する。 導出された白からのを B回無作為抽出する。

z 

複合仮説のも =0を検定する。 {εi}，{ε2}，・・・，{εち}

↓ 

図4-2 P検定の手続きに関するフローチャート Y:(b) = !i(X仇)+ε:(b) (b = 1，・・・，B)よりブートストラップ標本を得る。

P検定の手続きに関するフローチャートは図4-2、ブートストラップP検定の手続きに関する

フローチャートは図4-3に示した。
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残差を推定する。

↓ 

{t;}，{22}，・・・，{令}

↓ 

複合仮説Hf:々 (b)=山)+立ω 匂(b)(々'(b)-ij(b)) +市)(b = 1，"'， B)を構成する。

む(b)* (b=l，.・.，B)より、 P検定統計量のブートストラップ分布を導出する。

仮説tのP検定統計量のブートストラップ分布の 100α%点を PJとする。(通常のP検定統計

量)>弓であれば、有意水準 100(1-α)%で帰無仮説を棄却する。

図4-3 ブートストラップP検定の手続きに関するフローチャート
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このブートストラップ分布の 100α%点によって表される々を臨界値とする。ここでもとのデー

タに立ち返り、通常のP検定統計量を導出し、 (P検定統計量)>月であれば、有意水準100(1-α)%

で帰無仮説を棄却する(註 10)。これがブートストラップP検定である。これを比較するモデルの

数だけ繰り返す。ブートストラップP検定の結果に関する要約は図4-4に示した(註11)。このP

検定は適切なモデルを 1つのみ選択するものではなく、それぞれのモデルについて、他のモデル

との比較して、適切であるか適切でないかを明らかにするものである。つまり、全てのモデルが

選択される場合もある一方で、全てのモデルが選択されない場合もある。仮説が3つの場合には、

モデルが選択される組み合わせとして 23通り考えられる。

Fan and Li[23]のブートストラップJ検定ではブートストラップ抽出回数を 1，000回に定めてい

た。しかし、 P検定統計量の分布型はJ検定統計量の分布型と異なるため、拍出回数が 1，000回で

は、モンテカルロ・シミュレーシヨン毎にブートストラップ分布の臨界値が大きく異なり、適正

な結果が得られない可能性がある。そこでブートストラップ抽出回数を変えて、ブートストラッ

プ臨界値の分散をそれぞれ推定し、この結果に基づいて 2，500回をブートストラップ抽出回数と

する。

表4-3はモンテカルロ・シミュレーシヨンによって生成された P検定統計量の経験分布の臨界

値に基づく P検定のサイズを示したものである。表より、 1%、5%、10%全ての名目サイズより

も真のサイズが大きくなっているため、サイズ・ディストーションが発生していることが確認で

きる。
H2 :む=O(j = 1，3) 

棄却された 棄却された 表4-3 モンテカルロ・シミュレーションによって生成された P検定のサイズ

H1 : 。=0
(j = 2，3) 

棄却され

なかった

有意水準 1% 5% 10% 

0.026 0.095 0.185 

註)モンテカルロ法により生成された 1，000のデータセットの
サイズを計算したもの。

棄却された

図4-4 P検定の結果に関する要約

表4-4はブートストラップ臨界値によるサイズについての結果である(註 14)0P検定に対する

サイズはパラメトリックな分布を仮定したときのサイズにほぼ近接しているが、サイズ・ディス

トーションがわずかに発生する場合もある。しかし、通常のP検定と比較すると、サイズ・ディス

トーションが除去されることはあっても増大することはほとんどなく、そうした意味からもブー

トストラップP検定は通常のP検定よりもよいパフォーマンスを示している。
(4-7)式の仮説Hfにおけるとj= 0， (j = 1，2)の検定を行う。その仮説が棄却されなければ、 HiはHjに比

べて適切であると判断することができる。また、 H3の帰無仮説む=0， (j = 1，2)の検定が棄却されなかっ

たときは、各セルの左上三角形、棄却されたときは右下三角形に対応している。ここで、 1は全ての仮説

が適切である場合、 2はH1とH2が適切である場合、 3はH1とH3が適切である場合、 4はH1だけが適

切である場合、 5はH2とH3が適切である場合、 6はH2だけが適切である場合、 7はH3が適切である場

合、 8は全て適切でない場合である。

表4-4 ブートストラップ臨界値でのサイズ

有意水準

1回目

2回目

1% 

0.008 

0.014 

5% 

0.042 

0.050 

%
一
嶋
嶋

O
一
ι
I

t
i

一n
u
n
u

このブートストラップP検定は、サイズ・ディストーションを発生させることなく適切なモデ

ルが選択可能な検定であることをモンテカルロ・シミュレーシヨンによって確かめる(註12)(註

13)。モンテカルロ法による標本複製回数は 1，000固とする。この 1，000個のデータ・セットをも

とに、それぞれの P検定統計量のブートストラップ分布を導出した。

l，000回目 0.015 0.063 0.135 

註)モンテカルロ法により生成された 1，000のデータセット
について、それぞれブートストラップP検定を行い、それ

ぞれのサイズを計算したもの。
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表4-5はモンテカルロ・シミュレーシヨンによって生成された P検定統計量の経験分布の臨界

値とブートストラップ臨界値の平均値を示したものである。これによると、ブートストラップ臨

界値の平均値は、モンテカルロ・シミュレーションによって生成された P検定統計量の経験分布

の臨界値に近接していることがわかる。これらの結果により、ブートストラップP検定はサイズ・

ディストーシヨンをあまり発生させることなく、複数のモデルの中から適切なモデルを選択でき

ることが示された。

被説明変数が異なるモデル同士でも上述とほぼ同様の手続きに従ってモデルの優劣を決定する

ととは可能であるが、被説明変数が同じモデル同士に対して適用した場合のブートストラップP

検定と比較すると、サイズ・ディストーシヨンがやや大きくなる場合がある。しかしながら、パ

ラメトリックな検定と比較するとサイズ・ディストーシヨンはある程度除去されており、より適

切なモデルを選択する可能性を向上させている。

表4-5 モンテカルロ・シミュレーションに

よって生成された P検定統計量の経験分布の

臨界値とブートストラップ分布の臨界値

有意水準 1% 5% 10% 

経験分布 7.447 4.583 3.429 

ブートストラップの平均値 7.207 4.464 3.385 

註)ブートストラップ臨界値の平均値は、 2，500の
ブートストラップ分布の臨界値の平均を取ったもの。

ただし、ブートストラップP検定の際に、ポアソン回帰の優劣を決定する場合には、被説明変

数はカウント・データでなければならないので、データの構造を反映させるために、ブートスト

ラップ標本fを非負の整数に変換する必要がある(註 15)。

4.5 推定結果

本論文で比較するモデルは 2つであるので、ブートストラップP検定は両側検定になる。通常

のP検定統計量がP検定統計量のブートストラップ分布の 90%信頼区間に入ればそのモデルは

適切であり、入らなければそのモデルは適切ではないと判断される。本節では、このブートスト

ラップP検定により、ポアソン回帰と通常の回帰モデルの妥当性を検討する。

通常のP検定統計量を導出したところ、ポアソン回帰では 6.5951、通常の回帰モデルの片対数

線形では -2.0277であった。次に P検定統計量のブートストラップ分布を導出した。そのパーセ
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ンタイルは表4-6に示した通りである。ブートストラップ回数はそれぞれ 10，000回とした。ポア

ソン回帰の90%信頼区間は3.2694から 7.5628であり、通常のP検定統計量は 6.5951であり、採

択域にあるので、棄却されなかった。一方、片対数線形の 90%信頼区間は 5.5711から 9.2924で

あり、通常のP検定統計量は -2.0277であり、棄却域にあるので、棄却された。

表4-6 P検定統計量のブートストラップ分布のパーセンタイル

jT一セント点 2.5 5 50 95 97.5 

ポアソン回帰 2.9628 3.2694 5.1143 7.5628 8.1226 

片対数線形 5.2320 5.5711 7.3921 9.2924 9.6929 

註)ブートストラップ回数は 10，000固とした。

10%有意水準において、通常の P検定を行った場合には両モデルとも棄却される、つまりどち

らのモデルも適切ではないという結果になるが、サイズ・ディストーシヨンをある程度除去する

ことが可能なブートストラップP検定によると、通常の回帰モデルの妥当性は示されず、ポアソ

ン回帰のみが適切であるという結果が得られた。このことから、従来の線形回帰分析よりもカウ

ント・データの特性を考慮に入れた回帰分析の方が適切であることが示された。中谷 [69]は、通

常の回帰モデルの片対数線形とポアソン回帰と切断されたポアソン回帰により推定を行い、尤度

比検定の結果、切断されたポアソン回帰が適切であると判断しており、カウント・データの特性

を考慮に入れた回帰分析が選択されたという点では本章と同様の結果であった。

ポアソン回帰のみが適切であることが明らかになったため、以下ではポアソン回帰の結果のみ

を掲載し、片対数線形モデルの結果は掲載しないことにする。ポアソン回帰による推定結果は表

4-7のとおりである(註 16)。ここで採用されている説明変数の中で、「性別」、「一人で訪問」、「家

族で訪問」、「大学・短大・高専卒」がダミー変数である。「旅行費用」のパラメータの係数は負で

ある。これは、既往の研究の結果と同じになっている。「性別」は負である。美山町には温泉がな

い等、女性に望まれている観光資源を有していないと考えられる。「一人で、訪問」は正である。写

真や絵画、釣りのために一人で美山町を訪問する人は多く、これらの人がリピーターとなってい

ることが分かる。「家族で、訪問」は正である。美山町には昔ながらの農村の風景が残されており、

子どもたちへの情操教育の場として期待されていると考えられる。本分析では、一人で訪問する

個人と家族で訪問する個人は異なるので、この二つの変数は独立であると考えられる。「大学・短

大・高専卒」は正である。高学歴の人は主に都市で仕事をしており、ストレス解消の一助となる

グリーンツーリズムに関心があると考えられる。「年収」は正である。これは、旅行が上級財であ

るためである。
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表4-7 旅行需要関数の推定結果

係数 t値

定数項 2.2191 9.9272 

旅行費用 -5.6237x 10-5 -5.8970 

性別 ー0.0345 -8.5201 

一人で訪問 0.5416 2.2515 

家族で訪問 0.8633 5.4858 

大学・短大・高専卒 0.5685 5.2887 

年収 0.0005 9.5789 

この推定結果をもとに、美山町 1回の訪問あたりの消費者余剰を推定する。ポアソン回帰の特

性は、片対数線形の特性と同じである。中谷 [69]によると、ポアソン回帰において訪問頻度関数

を特定した時の一人あたり訪問 1回あたりの消費者余剰は、旅行費用にかかるパラメータの絶対

値の逆数に -1をかけたものになるとしている。つまり、旅行需要関数を片対数線形かポアソン

回帰で推定を行った場合には、訪問回数にかかわらず、一人あたり訪問 1回あたりの消費者余剰

が一定値になるという特徴がある(註17)。

この方法により、美山町1回の訪問あたりの消費者余剰は 17，782円であると推定された。美山

町の入込者数のうちで、日帰り客は年間 36.5万人であるので、これを乗じると、 65億円になっ

た。これは、日帰り客における 1年間の美山町の有する保健休養機能の評価額である。

この試算結果は、誤差項がポアソン分布に従うという仮定に依存しているが、モデルの誤差項

に関するパラメトリックな仮定が満たされなければ構成される信頼区間は正しいものとは考えら

れない(註 18)。そこで、浅野・田中 [7]に従い、ノンパラメトリックなブートストラップ法を用

いて消費者余剰のブートストラップ分布を導出し、信頼区間を構成する(註19)。

美山町の保健休養機能の評価額のパーセンタイルは表4-8に示した。この評価額のブートスト

ラップ分布の90%信頼区聞は43億円から 65億円である。この分布の中央値は52億円であり、パ

ラメトリックな推定結果の 65億円という評価額よりも小さくなっている。これは、分布を仮定す

ることにより生じた偏向の結果であるといえる。

表4-8 美山町の保健休養機能の評価額のブートストラップ分布のパーセンタイル

(単位:億円)

jT一セント点 2.5 5 50 95 97.5 

評価額 42 43 52 65 68 

註)ブートストラップ回数は 10，000固とした。
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美山町の保健休養機能の評価額は、従来の研究と比較すると数十倍から数百倍になっているが、

これは美山町の訪問者数が従来の対象地域の訪問者数と比較すると数十倍から数百倍になってい

るためである(註20)。

竹歳・柚原 [90]は、社会会計マトリックスにより、美山町の都市農村交流産業の地域経済への

波及効果を推定した(註 21)。その結果、都市農村交流産業が実施されることにより、美山町に 4

億4000万円の波及効果があることが確認された。このうちで、町外からの波及効果は4億2900

万円である。竹歳・柚原の分析は、訪問者が地域で飲食費等の実際に支払った金額がどのように

地域経済全体に連関するかを考慮に入れ、その波及効果を推定したものである。一方、本章で導

出された訪問者の消費者余剰は美山町の保健休養機能の潜在的な価値で、ある。この消費者余剰は

都市農村交流産業に関連する波及効果と比較するとかなり高い。このことは、グリーンツーリズ

ムに関連する施設を建設したり、特産品を開発したりすることにより、この消費者余剰を一層顕

在させる可能性があることを示唆している。但し、この場合に、田園景観や生態系等の地域特有

の資源を害するようなものであれば、住民にとっても、訪問者にとっても厚生が下がる可能性が

あることに留意しておく必要がある。

4.6 移動中の混雑を勘案したトラベルコストモデル

従来のトラベルコスト法は居住地から当該サイトへの移動からは何も効用を受けないと仮定さ

れてきたが、移動中の混雑による不効用を考慮に入れなければそのサイトは過小評価される可能

性がある。道中について「大変混雑していた」もしくは「混雑していた」と回答した人が全体の

76%を占めたアンケート結果から判断しでも、混雑が評価額に影響を及ぼすごとは想像に難くな

い。ここで、個人は移動中の混雑から不効用を受けるとごとを考慮して、モデルの改良を行う。

この移動中の効用を考慮に入れる場合、例えば移動があったときの効用水準をそれがなかったと

きの効用水準に引き戻すために取り去られる金額として表される補償変分 (CV)等の測度で推定す

る事が考えられる。これは別に仮想状況評価法 (CVM)等によって計測する必要があるが、 CVM

の限界もあり、被験者に評価額を直接質問しないトラベルコスト法の利点を十分に活かせないも

のになってしまう可能性がある。そこで、移動中の混雑を表す変数をトラベルコストモデルの変

数群に加えることにする。この場合における旅行費用のパラメータを用いて消費者余剰を推定す

ると、これが混雑を考慮に入れた場合の評価額となる。

本章では、混雑を表すために、混雑時間という変数を考えることにする。これは以下の手順に

よって導出される。まず、個人tの居住地から美山町までの直線距離diを計算し、混雑が無かった

場合の移動時間ddsiを導出する(註22)。ここで Siは自動車・バイクの平均時速である(註23)。
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次に、アンケートで質問した実際の移動時聞から混雑がなかった場合の移動時間を差し引く。こ

れを混雑時間とする。また、自動車・バイク以外で訪問した個人と、自動車・バイクで訪問した

が混雑を感じなかった個人については、混雑時間を 0とした(註24)。この混雑時間は混雑に対す

る主観的な追加費用を表すので、旅行費用とダブルカウントになることはない。

前節で用いられた説明変数のセットに混雑時間を表した説明変数を加え、ポアソン回帰で推定

を行った。その旅行需要関数の推定結果は表4-9に示した。「混雑時間」の符号は負になり、予想

通りの結果になった。また、この混雑時間の t値は 1%水準で有意になった(註 25)。

表4-9 移動中の効用を勘案した旅行需要関数の推定結果

係数 t値

定数項 2.2131 9.9325 

旅行費用 -3. 7130x 10-5 -3.5135 

性別 -0.0338 ー8.3078

一人で訪問 0.8237 3.3045 

家族で訪問 0.9235 5.8568 

大学・短大・高専卒 0.5630 5.2484 

年収 0.0004 7.4746 

混雑時間 -0.3993 -4.0427 

この場合における一人あたり一回あたりの消費者余剰は 26，932円と推定された。このことは、

前節の結果と比較すると、移動中の効用を考慮に入れなければ評価は過小となることを意味する。

この結果を元に計算すると、移動中の混雑を考慮に入れた美山町の有する保健休養機能の評価額

は、 98億円と推定された。

前節と同様に、この試算結果について、ブートストラップ法を用いて信頼区間を構成する。移

動中の効用を考慮に入れた評価額のブートストラップ分布のパーセンタイルは表4-10に示した。

ここでブートストラップの回数は 10，000回とした。この移動中の効用を考慮に入れた場合の美山

町の有する保健休養機能の評価額のブートストラップ分布の 90%信頼区間は 57億円から 110億

円になった。移動中の混雑による不効用を考慮に入れない従来のモデルは過小評価となり、その

差は 14億円から 45億円になることが明らかになった。この分布の中央値は 75億円であり、前節

と同様にパラメトリックな方法で導出された評価額よりも小さくなった。当然のことながら、移

動中の効用を考慮に入れたトラベルコスト法による評価額のブートストラップ分布の中心は従来

のトラベルコスト法による評価額のブートストラップ分布の中心よりも大きい方に位置している。
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表4-10 移動中の効用を勘案した美山町の保健休養機能

の評価額のブートストラップ分布のパーセンタイル

jT一セント点 2.5 5 50 95 

評価額 54 57 75 110 

註)ブートストラップ回数は 10，000回とした。

4.7 むすび

(単位:億円)

97.5 

120 

本章では、個人トラベルコスト法により、京都府美山町のグリーンツーリズムの経済的評価を

行った。

トラベルコスト法は一般に推定式として片対数線形を用い、線形回帰分析が適用されているが、

個人トラベルコスト法の場合、被説明変数はカウント・データになるので、この特性を考慮に入

れた分析方法であるポアソン回帰が適していると考えられる。そこで、モデル選択の際に用いら

れるブートストラップP検定により、ポアソン回帰の妥当性を通常の回帰モデルの片対数線形と

比較することにより検討することを第一の課題とした。その結果、通常の回帰モデルは現実とし

ては適当ではなく、やはりデータの性質を適切に反映したポアソン回帰が適切であるという結果

を得た。

トラベルコスト法を実際に応用する場合には様々な仮定が必要である。先行研究によりそのほ

とんどの仮定を緩める努力が重ねられてきたが、 トラベルコストモデルのフレームワークで、移

動中の混雑を勘案したモデルによる研究はなかった。そこで本章では、これを考慮に入れた評価

額を導出することを第二の課題とした。その結果、この評価額のブートストラップ分布の 90%信

頼区間は57億円から 110億円であり、移動中の効用を考慮に入れない従来のモデルによって推定

された評価額のブートストラップ分布の 90%信頼区間と比較して、 14億円から 45億円分が過小

評価になることが明らかになった。

美山町は山間地域であり、道路事情から移動中の混雑が発生するが、例えば対象の周辺部の交

通網が整備され、渋滞の可能性がほとんどなかったりする場合には、本章のフレームワークを適

用しなくても評価額は過小評価にならない可能性がある。しかし、それが影響を与えると予想さ

れれば、移動中の混雑を考慮に入れたモデルで推定を行った方が望ましい。

また、本章ではポアソン回帰を用いて推定を行ったが、 Greene[31]が指摘するように、ポアソ

ン回帰には誤差項の平均値と分散が等しいという仮定が必要である。そこでポアソン回帰を一般
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化させる Hausman.Hall and Griliches[36]や Hellerstein[38]のような方法を用いて推定を行うこ

とが今後の課題である。

(註 1)例えば、『サライ.111997年第 3号では農村における民話の宿、If'GEu.1l1997年8月号では里山の特

集が組まれている。また、グリーンツーリズムのガイドブックとして、「るるぷ情報版ふるさとリゾート』、

『るるぶ情報版ふるさと体験』、『日帰りで楽しむ里山歩き』がある。農村の定住に関する書籍としては、『自

然に生きる田舎暮らし』、月刊では『田舎ぐらしの本』、季刊では『夢田舎』がある。また、農村における

別荘に関する書籍としては、『ログハウスプラン』、『日本全国リゾートデイスカウント』、『ほしいリゾー

ト』、月刊では『月刊リゾート物件情報』、隔月刊では『夢の丸太小屋に暮らす』がある。

(註2)国土庁『過疎対策の現況』平成7年度版によると、最も期待できる中山間地域の産業として「余暇・

生活関連産業」を挙げた過疎市町村は 45%である。また、昭和60年と平成6年を比較すると、過疎地域を

訪問した観光客は約 4割増加しており、延宿泊客数は約3割増加している。

(註3)このアンケートの結果の一部は大前 [78)により公表された。

(註4)中谷 [69)では、ポアソン回帰と切断されたポアソン回帰でも推定を行っている。

(註5)R2では、あるモデルが他の代替的なモデルよりも当てはまりがよいか悪いかということは分かるが、

モデルが適切であるかどうかはこの方法では分からない。

(註6)サイズとは、帰無仮説が真であるときに第一種の過誤が発生する確率である。名目サイズとは、パ

ラメトリックな分布を仮定した場合のサイズであり、通常 1%、5%、10%のうちのいずれかが用いられる。

(註7)検出力とは、対立仮説が正しい場合、帰無仮説を採択しない確率である。

(註8)ブートストラップ法に関しては、浅野・田中間及び本論文第3章等を参照。

(註9)ただし、ブートストラップJ検定は、 3つ以上の非入れ子関係のモデルの比較を行う場合に容易に拡

張される。竹下 [89]は、サラダ油を分析対象として、健康情報と食料消費行動の関係を明らかにするため

に、拡張したブートストラップJ検定によって 4つの非入れ子関係のモデルを比較している。

(註 10)通常の P検定に関しては Davidsonand MacKinnon[17)、Smithand Smyth[88]を参照。

(註 11)伝統的な仮説検定の立場は、二種類の過誤のうち、第一種の過誤を重視し、それをある一定の低い

水準にコントロールすることを第一義に考えるものである。この場合、主張したい仮説を対立仮説におき、

帰無仮説を棄却することをもってのみ対立仮説が正しいことを主張し、棄却されない場合には何もいえな

いと考えることは判断形式のーっとして妥当なものと考えられる。これは、第一種の過誤を犯すことが重

大な問題を生じるような一部の薬効評価を扱うような場合には好都合になる。ただし、本章で用いられる

非入れ子型検定のようにモデルの特定化の誤りを検定する場合には、第一種の過誤と第二種の過誤を非対

称的に扱う必要は特にないと考えられる。本章では、仮説が棄却された場合には、検定されるモデルが適

切ではないと表現する。一方、仮説が棄却されない場合には、モヂルが誤って特定化されたという十分な
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証拠を与えないと判断するが、ここでは一歩ふみだし、そのモデルが適切であると表現する。これは検定

統計量をもってモデルを診断するという側面が強く、診断検定の範暗にある判断形式といえる。

(註 12)計測には京都大学大学院農学研究科生物資源経済学専攻農業組織経営学分野所有の数理システムの

S-PLUS ver3.2を用いた。ブートストラップ分布の導出には、 statlib@stat.cmu.eduのアドレスから Efron

and Tibshirani(1985)による bootstrap.funsを入手し、利用した。 P検定統計量の計算については、この

S-PLUSを利用して、著者が作成したD

(註 13)モンテカルロ・シミュレーシヨンのパラメータの分布の設定、及び関数型の設定については Fanand 

Li[23]を参考にした。データ生成過程 (DataGenerating Process; DGP)は以下の通りである。まず帰無仮

説のモデルを生成する。

DGP1 :抗=1 + Xli + X2i +包li (i = 1，2，…，n) 

Xli rv i.i.d. N(O， 1)， X2i rvμι N(O， 1)， Uli rvμι N(O，σ2) ( 4.10) 

次に、以下の手順で対立仮説のモデルが生成される。

DGP2 :抗=1 + Zli + Z2i +旬以 (i = 1，2，…，n) 

U2i rv i.i.d. N(O，σ2) (4.11) 

また Zjiは以下の式により生成される。

勺i=入Xji+むが (j = 1，2) 

Vji f"V i.i.d. N(O， 1) (4.12) 

ここで入は、

入=ρ/(1-ρ2) ( 4.13) 

とする。同様に、

DGP3:仇 =1+ωli+町2i+ U3i (i = 1， 2，…，n) 

U3i rv i.i.d. N(O，σ2) (4.14) 
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また Wjiは、

加が=入Xji+ Sji (j = 1，2) ( 4.15) 

ここでは、 (4.12)式の Zjiを生成するために、(4.13)式に p=0.1を代入したときの入を用いた。(4.15) 

式の入には ρ=0.7を適用した。この ρの値についても Fanand Li[23]を参考に決定した。また、 (4.10)

式の同1の分散 σ2は5、標本サイズは n= 25とした。

(註 14)この場合のブートストラップ臨界値とはP検定統計量のブートストラップ分布の臨界値である口

(註 15)本章ではfを小数点第 1位を四捨五入した。また、 γが負になったサンプルは0として推定を行つ

た口

(註 16)r性別」は女性が1、男性が0、「一人で、訪問」は訪問者が一人である場合には 1、それ以外は0、「家

族で訪問」は訪問者が家族連れの場合は 1、それ以外は 0、「大学・短大・高専卒」は最終学歴が大学・短

大・高専の場合は 1、それ以外は 0とした。

(註 17)片対数線形の場合の消費者余剰の推定方法については、 2.3節に掲載されている。

(註 18)竹内 [91]によると、ポアソン分布とは、 P(X= x) =exp一入苔，x=0，1，2，.・・で与えられる分布で

ある。ここで、 P(X= x)は確率関数、 nはベルヌーイ試行の回数、 Xは事象が起こる確率、入 =ηpであ

る。

(註 19)ブートストラップ P検定と同様に、ポアソン回帰に対してブートストラップ法を適用する場合に

は、データの構造を反映させることが必要になるために、負になったγは0として推定を行ったロ

(註20)Cloughand Meister[14]では、一人あたりの消費者余剰は既往の研究よりも数倍大きい値が導出さ

れている。この差は資源の重要性の違いにより部分的に説明されるとしている。

(註21)竹歳・柚原 [90]は、都市農村交流産業の中に産直等の人的交流を含まない物的交流も入ると定義し

ており、都市農村交流をグリーンツーリズムより広義の概念で捉えている。このことから、グリーンツー

リズム単独の波及効果は導出された結果よりも小さくなることが予想される。

(註22)この場合の直線距離とは、個人 tの居住地の市役所・町村役場から美山町役場までの距離とした。

(註23)この平均時速については、第 3節と同じものを用いた。

(註24)この移動中から受ける効用について、道中の混雑の程度について 5段階質問を行い、「大変混雑し

ていた」と「混雑していた」を回答しなかった訪問者を混雑を感じなかった個人とした。

(註25)このモデルは前節のモデルと入れ子の関係にあるので、ブートストラップP検定を行う必要はない白
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第5章 農村地域における宿泊行動の規定要因の

解明

5.1 はじめに

1994年に農林水産省構造改善局にグリーンツーリズム研究会が設置され、中間報告書がまとめ

られている。この報告書の中で、グリーンツーリズムとは「緑豊かな農山漁村地域において、そ

の自然、文化、人々の交流を楽しむ滞在型余暇活動である」と定義されている。このように、本

来的には、その源となる西欧においても、グリーンツーリズムはドライブ等による通過型の観光

ではなく、滞在型の観光を軸にしたものである(註 1)。

田園風景等の観光資源を提供する地域において、グリーンツーリズムはその地域における地場

産業を活性化させたり、雇用を増大させたりする等、地域経済に影響を与える。このグリーンツー

リズムに関する農村側の受け入れ体制を整備するとともに、さらなるグリーンツーリズムの推進

を目的に、「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律」が 1995年に施行さ

れ、農林漁業体験民宿の登録受付が開始された(註 2)。日本農業新聞 1998年9月 18日によると、

農林漁業体験民宿の登録数は、 1995年の 547件から 1998年 8月末の 880件に増加している。こ

のように、滞在型グリーンツーリズムに対する施設の整備は進みつつあるが、まだ一般に滞在型

は定着していないと考えられる。これは、井上・中村・宮崎 [40]で言及されているように、旅行

での滞在時間が短く、旅行需要の季節的偏りが大きいという日本のグリーンツーリズムの特徴が

あるからである。このグリーンツーリズムを行っている主体について、宿泊を規定する要因を明

らかにすることで、滞在型グリーンツーリズムを促進させ、それによって地域の活性化に貢献で

きるのではないかと考えられる。これを推進させることは、地域での農村資源の外部効果を内部

化させ、潜在的な市場の失敗を是正するという観点からも重要な課題となると思われる。

本章の対象地域は、かやぶきの里で全国的に有名な京都府美山町とする。美山町はグリーンツー

リズムの成功している地域として多くの文献で取り上げられている地域であり、訪問者数も宿泊

者数も年々増大している(註3)。美山町のように、ある程度の集客力のある地域では、次のステッ

プとして新たな観光客を招致するような整備を行うよりも、当該地域への宿泊を促すような施策

を行った方が地域経済を活性化することができるとも考えられる。
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本章の第一の課題は、美山町の訪問者の宿泊行動についてランダム効用モデルをもとに分析す

ることであり、主体の晴好を考慮に入れたランダム・パラメータ・ロジット・モデルにより推定

を行うことである。また、そのモデルにより、日帰り型の余暇活動ではなく、滞在型の余暇活動

を選択した主体の行動はどのような要因により決定されているかを明らかにする。

第二の課題は、訪問者の宿泊行動の側面から、上記のモデルを採用して、宿泊価格が 1泊2食

付の価格の 7，000円ではなく、農林漁業体験協会が推奨する 1泊朝食付の価格の 3，500円に引き下

げた場合の訪問者の行動の変化について考察することである。

第2節では、美山町内の宿泊施設についての概要を述べる。第3節では、宿泊行動を説明する

ランダム効用モデルについて述べる。第4節では、ロジット・モデルの一般化である、個人の晴

好を考慮に入れたランダム・パラメータ・ロジツト・モデルについて説明する。第 5節では、計

測結果を述べる。第6節では、残された課題を述べる。

5.2 美山町の宿泊施設の概要

京都府北桑田郡美山町は、その96%が山林である山間地域である。人工林率は48%程度であり、

落葉樹が多いことから、桜の花見や紅葉等の行楽シーズンはかなりの人で賑わう(註4)。

美山町のグリーンツーリズムの中心は、国の重要伝統的建造物群保存地区に指定された「かや

ぶきの里」や自然文化村、芦生原生林、由良川、大野ダム、観光農園江和ランド等である。これ

らはそれぞれ離れて存在しているため、宿泊施設も点在している。平成 10年現在で、美山町内の

宿泊施設は 24ケ所あるD

前章で示したように、入込者数は、 1985年には釣りを目的とする客が中心であったために約 12

万人程度であったが、町内の整備が進められたり、グリーンツーリズムに対する社会的関心が増

大したりして、 1997年には約 46万人になっている。入込者数は近年伸び悩みを見せ始めている

が、宿泊者数は年々増大しており、 1997年には約9万人に及んでいる。宿泊者数は増加の一途を

辿っているが、これは平成元年にオープンした自然文化村河鹿荘の役割が大きい。河鹿荘は公営

宿泊施設であり、食堂、会議室、物産館も備えている。自然文化村では、この他にも陶芸や紙漉

き、りんご狩り等の体験が可能である。美山町を訪問する人の約5分の lが自然文化村を利用し

ていることから、これが美山町の観光や宿泊の拠点施設であるといえる。宮崎 [66]によると、こ

の河鹿荘のオープン当初は町内の旅館業との競合が懸念されたものの、結果的に波及効果をもた

らし、旅館業の活性化がはかられたとしている。
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5.3 ランダム効用モデル

レクリエーション地域における宿泊を決定する行動をモデル化する場合、その選択に直面した

個人が、その時の選択肢のうちで最大の満足を与えるものを選択すると考えることは自然である

と思われる。しかし、それぞれの局面において、確定的に一つの選択肢が選ばれると考えるのは

現実的ではない。それは、データの不完全性、データの計測誤差、個人の気まぐれ、選択状況の

変化が存在するためである。

このような現実を記述するためには、選択肢の与える満足感が確率変数であり、その実現値の

大小で選択行動が行われると想定するのは一つの方法である。そのような特徴を持ったモデルを

ランダム効用モデルと呼ぶ。例えば、旅行の宿泊は、個人の気まぐれや選択状況の変化によって

影響されると考えられる。

レクリエーシヨンに関するランタ。ム効用モデルについての研究は、 Kaoru，Smith， and Liu{43]、

Feather{24]、Parsonsand Needelman{82]のようなサイトの集計問題、 Morey，Shaw， and Rowe[68ト

Feather， Hellerstein， and Tom加 i[25]、Parsonsand Kea々 [80]のようなサイト選択と訪問回数の

決定を同時に行うモデルの研究等がその中心になっている。レクリエーシヨンの行動内容につい

ては Hausman，Leonard， and McFadden[37]等の研究があるが、レクリエーシヨン地域における

宿泊決定の要因を定量的に分析した研究はない(註 5)。そこで、本章ではランダム効用モデルに

より宿泊行動の規定要因に関する分析を行う。

ここで交通工学研究会 [51]を参考に、宿泊するか、宿泊しないかという二肢選択の場合におけ

るランダム効用モデルの説明を行う(註6)。以下の式の展開は、交通工学研究会 [51]による。

ある選択肢i(i= 1，2)を選択することにより得られる効用を Ui(Xi，S)と表す。ここで、 Xiを

その選択肢の持つ特性、 Sを選択を行う主体の社会経済特性や旅行目的を表すとする。主体 ηが

選択肢 2に対して選択肢 1を選択する場合には、選択肢 1を選択したときの効用 U1(X1，S)が選

択肢 2を選択したときの効用 U2(X2，S)よりも大きくなるときである。すなわち、

U1 > U2 (5.1) 

である。効用 Uiが確率的に変動するときに、主体ηが選択肢 1を選択する確率 Plnは

P1n = Pr[U1 > U2] (5.2) 

この効用 Uiのうち、観測可能な要因により説明される部分を院、確率的に変動する観測不可能
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な要因による部分を白とすると、

Ui = vi十 Ei (5.3) 

(5.2)，(5.3)より、

Pln Pr[U1 > U2] 

= Pr[Vl +ε1> U2 +ε2] (5.4) 

選択肢 1が宿泊することを選択するものであれば、この Plnは主体nが美山町に宿泊する確率を

表す。誤差項εの分布関数がガンベル分布に従う場合にはロジット・モデル、正規分布に従う場

合にはプロビット・モデルになる(註 7)。

5.4 ランダム・パラメータ・口ジッ卜・モデル

レクリエーション需要に関するランダム効用モデルは通常のロジット・モデルや入れ子型ロジツ

ト・モデルで推定されることが多い(註8)。これは推定の容易さという利点が存在するためである

が、モデルに含まれる変数の係数は全ての人について同じであるという強い仮定がある。この仮

定は、主体はモデルの各要素について同じ価値や晴好を持っていることを意味している。各主体が

同じ噌好を持たない場合には、誤差項の分散不均ーが生じる可能性が大きい(註9)0Horowitz[39] 

によると、誤差項の分散不均一性が存在する場合には、モデルの推定結果にバイアスを発生させ

ることが明らかになっている(註10)。

被説明変数が質的変数である場合に、分散不均一性を考慮に入れた推定方法としては、ロジット・

モデルを一般化したランダム・パラメータ・ロジツト・モデル(RandomParameter Logit Model; 

RPL)がある(註 11)。このRPLは主体の特性を表す係数が固定されているのではなく、確率的

に変動することを考慮に入れたものである。またこの他にも、セミパラメトリックな方法では、

Manski[58]の最大スコア推定量や、この最大スコア推定量の改良を行ったHorowitz[39]の平滑化

最大スコア推定量がある。セミパラメトリックな方法は、誤差項の分布を仮定する必要がないと

いう点においてパラメトリックな推定方法と比較するとより望ましいといえるが、パラメトリッ

クな方法である RPLと比較すると推定が困難であり、同じ程度の信頼性を得るために多くのデー
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タが必要である。そこで、本章において、分散不均一性が確認された場合には、推定が比較的容

易なランダム・パラメータ・ロジット・モデルにより、宿泊決定モデルの推定を行うことにする。

本章で対象としている宿泊行動の決定を考える場合、意志決定主体は個人ではなくグループ単

位で行われると考える方がより現実に近いと思われる。宿泊の決定は、世帯主などグループのリー

ダーの意志に依存しており、リーダーはグループの旅行費用や宿泊費用を考慮すると考えられる

からである。そこで、本章ではグループ単位の宿泊決定行動のモデル化を行うことにする。グルー

プ単位によるモデルと個人単位によるモデルは、トラベルコスト変数の違いを除いて同じである。

以下では、Train[100]に従ってRPLを説明する。以下の式の展開は、全て百回n[100]による。

訪問グループは美山町に宿泊を決定することについての選択を行うとする。ここで美山町内の

宿泊施設は全て同質であると仮定する(註12)(註13)。グループηが美山町を訪問することにより

得られる効用は、 Uni= ß~Xni +εmである。ここで、 Xniは観測された変数のベクトル、 snは訪

問グループη ごとについてランダムに変化する係数のベクトルであり、主体の噌好を表している o

tは宿泊するか、しないかという選択結果を表すものであり、宿泊する場合は 1、それ以外を 2と

する。 εmは独立に同一に分布する誤差項であり、 snとXniは独立である。特に、係数ベクトル

snはβ:n= b+ηnで表される D ここで、 bは母集団の平均値、 ηπ は主体の偏差を示すとする。そ

のため、効用は

Uni二 b'Xni+η'nXni +εm (5.5) 

と表すことができる。

もし、主体の晴好が同一であれば、すなわち snが一定であれば、式 (5.6)の通常のロジット・

モデルを用いることによりそのsnは計測され、宿泊を選択する個人の確率も計算することができ

る。ここで Ln(β)は対数尤度関数である。

exp[snXni] 
Ln(β)= 
乞jexp[snXnj] 

(5.6) 

しかし、各主体の晴好が異なる場合にはこの方法は適用できない。そこで、日書好はf(β18)で示さ

れる密度を持つ分布によって記述されるとする。ここで、 0はこの分布のパラメータである。い

ま、この分布が正規分布であるとする。これについて、シミュレーションにより確率を近似し、シ

ミュレートされた対数尤度関数(SimulatedLog-Likelihood Function)を最大化するような近似選

択確率を考える。
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噌 R

S凡(0)=主主Ln(瓜10) (5.7) 

ここで R は繰り返し数、 ß~Iθ は f(β18) からの T 番目に導出されたパラメータである。このシミュ

レートされた対数尤度関数

SSL=乞ln(S凡(8)) (5.8) 

を最大化することにより推定パラメータを得る。

繰り返しになるが、式 (5.5)の恥はシミュレーシヨンによって導出されたものであり、各主体

について導出される snの標準偏差である。 bは全ての主体で共通であり、 βの平均値である。式

(5.8)のようなシミュレートされた対数尤度関数を最大化することによって、パラメータの推定値

が得られる。

5.5 推定結果

5.5.1 ランダム・パラメータ・ロジッ卜・モデルによる推定結果

分析に用いるデータは 1997年 11月初旬から 12月中旬までの内 7日間行ったアンケート調査

の結果を利用した(註 14)。得られた総標本数は326であった。複数の目的地を持つ訪問者の旅行

費用の総額から美山町でのレクリエーシヨンに関する旅行費用を分離することは困難であるため、

本章では、この美山町以外の地域ヘ訪問する標本を除き、このうちで分析に必要な回答が得られ

た 181の標本を用いて分析を行うことにした。

変数の選択は、通常のロジット・モデルのパラメータがすべて 10%水準で有意にならない変数

を全て除去し、残された変数で再推定を行うという手順を繰り返して行い、全ての変数が 10%水

準で有意になるまで繰り返した。採用された変数の中で、「大学・短大・高専卒Jr自動車・バイク

による訪問Jr今回の目的は芦生原生林で散策Jr今回の目的はのんびりするJr美山町で必ず訪問

するところはない」はダミー変数である。「家族で、の訪問」は回答者が家族で美山町を訪問した場

合には 1、それ以外は 0、「大学・短大・高専卒」は回答者の最終学歴が大学・短大・高専である

場合には 1、それ以外は 0、「自動車・バイクによる訪問」は回答者が自動車によって美山町に訪

問した場合であれば 1、それ以外は0、「今回の目的は芦生原生林で散策」は、回答者の今回の訪

問目的が芦生原生林で散策することであれば1、それ以外はO、「今回の目的はのんびりする」は、
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回答者の今回の訪問目的がのんびりすることであれば 1、それ以外はO、「美山町で必ず訪問する

ところはない」は、回答者が美山町において必ず訪問するところがない場合には 1、それ以外は

0とした。

グループでの交通費TTCiは、第 2章で示したような個人単位ではなく、グループ単位である

ことを除けば、式 (4.1)と同じである(註 15)。

回答者が宿泊する場合には日帰りの場合における旅行費用は観測不可能であり、一方回答者が

宿泊しない場合には宿泊の場合における旅行費用は観測不可能である。但し、宿泊決定の分析を

行う場合には、選択された状況と選択されない状況をデータとして採用する必要がある。河鹿荘

でのヒアリング結果によると、訪問者が美山町で費す旅行費用について、宿泊費用を除けば宿泊

客と非宿泊客の間で差がないということであるので、便宜的に宿泊者の場合の日帰り旅行費用は

旅行費用 TCから宿泊費用を除いたもの、非宿泊者の場合の宿泊旅行費用は旅行費用 TCに宿泊

費用を加えたものを用いた(註 16)(註 17)。この宿泊費用についてもグループ単位で計算した。

ロジット・モデルによる推定結果は表5-1、RPLモデルによる推定結果は表5-2に示した(註

18)。なお、前述したように、変数選択の基準は、推定されたパラメータが10%有意水準で‘棄却さ

れるものとした。 RPLについて、日帰り旅行費用(係数の標準偏差)は有意ではなく、このことに

ついて個人間の噌好の差は認められなかったことから、宿泊費用に関するパラメータのみが個人

間で変動するとした。

「宿泊旅行費用(係数の標準偏差)Jは式 (5.5)の恥で表される部分であるが、これは 10%有意

水準で 0と異なる。他のパラメータについては、ほとんどのパラメータ値の絶対値がRPLモデル

において大きくなった。符号は全てのパラメータにおいて変化しなかった。また、 RPLモデルと

ロジット・モデルの優劣を尤度比検定により調べた。この結果、検定統計量は 3.49であり、宿泊

費用に関するパラメータが全ての個人間で等しいというモデルが正しいとする帰無仮説が有意水

準 10%で棄却されたので、個人の晴好の差により、旅行費用のパラメータが正規分布する RPLモ

デルが適切であることが明らかになった(註 19)。

「宿泊旅行費用(係数の平均値)Jは式 (5.5)の bで表される部分であるが、この符号は負であ

る。これは、旅行費用が高くなると、効用が下がるためであり、既往の研究と比較してもこの結

果は整合的であるといえる。「日帰り旅行費用」の符号は負である。これは一見すると整合的でな

いようであるが、「宿泊旅行費用」と「日帰り旅行費用」は、別々のパッケージと考えられ、この

選択肢の価格は代替財か補完財の関係にあると解釈されるので、日帰り旅行費用の符号は正負ど

ちらの符号にもなる可能性がある。
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表5-1 ロジット・モデルによる美山町における訪問者の宿泊決定関数の推定結果

係数 標準誤差

宿泊旅行費用 ー0.000046 0.000026 

日帰り旅行費用 -0.000110 0.000039 

大学・短大・高専卒 0.961451 0.488901 

自動車・バイクによる訪問 -3.345215 0.600625 

今回の目的は芦生原生林で散策 1.369518 0.849981 

今回の目的はのんびりする 2.342835 0.886312 

必ず訪問するところは特にない 1.055769 0.499692 

対数尤度 ー56.5592

表5-2 RPLによる美山町における訪問者の宿泊決定関数の推定結果

宿泊旅行費用

日帰り旅行費用

大学・短大・高専卒

自動車・バイクによる訪問

今回の目的は芦生原生林で散策

今回の目的はのんびりする

必ず訪問するところは特にない

係数の平均値

係数の標準偏差

係数

ー0.000106

ー0.000066

ー0.000228

1.738660 

-4.832851 

2.463516 

3.824139 

1.446797 

対数尤度 -54.8151 

註)結果の表記はTrain[100]のTable2を参考にした。

標準誤差

0.000063 

0.000039 

0.000113 

1.345413 

1.802815 

1.440598 

1.693459 

0.850575 

「大学・短大・高専卒」は正である。大江 [76]によると、教育水準が高く、専門的な職業に従

事している都市階層が宿泊を選好する傾向にあることを述べており、この結果からみると、この

符号も整合的であるといえる。「自動車・バイクによる訪問」は負である(註 20)。美山町は京都

市や福知山市等の周辺の主要都市から自動車で 1時間余りのところに位置しているので、日帰り

が容易である。一方、自動車以外で訪問する場合には公共の交通機関の整備がすすめられていな

いため、日帰りが困難になり、宿泊を選択すると考えられる。「今回の目的は芦生原生林で‘散策」

は正である。原生林は広大で、散策に時間がかかることがその一因であると思われる。「今回の目

的はのんびりする」は正である。のんびりと美山町を楽しみたいと考える個人は長時間美山町に

滞在することにより効用が増大するので、宿泊を選択するといえる。「美山町で必ず訪問するとこ

ろはない」は正である。必ず行くところはないということは、美山町全体を訪問者が好んでいる
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ことを意味していると思われる。そのため、宿泊してゆっくりと美山町の雰囲気を楽しむことを

選好していると考えられる。

このように、選択肢のもつ特性は「日帰り旅行費用Jr宿泊旅行費用」、個人属性では「大学・

短大・高専Jr自動車・バイクによる訪問」、美山町内での目的に関しては「芦生原生林で散策J

「のんびりするJr必ず訪問するところはなしリが選択された。美山町についての不満は変数とし

て採用されなかった。

5.5.2 農林漁業体験協会のモデルケースにおける社会的余剰の推定

農林漁業体験協会 [73]は、一つのモデルケースとして、従来の一泊二食付きよりも一泊朝食付

(B&B)を推奨している。これは、民宿経営者の労働負担を軽減させることを目的とするためであ

るが、一方で、宿泊者にとっても従来の宿泊形態に加えて、より低い価格で宿泊可能な選択肢が

増えることにより厚生が上昇することが考えられる(註 21)。そこで、宿泊費用が現在の 1泊2食

付きの価格の 7，000円ではなく、農林漁業体験協会 [73]がモデルケースとして挙げている B&Bの

価格の 3，500円に引き下げた場合について考えてみる。

Train[100]は、 Parsonsand Kealy[81]に従い、 RPLにおける選択肢固有の属性の変化に関する

消費者余剰の変化を通常のロジットと同じように計算している。

以下では、 Creeland Loomis[15]に従って、属性の変化に関する消費者余剰の導出を示す。な

お、式 (5.9)、(5.10)はCreeland Loomis[15]、式 (5.11)はTrain[100]による。

間接効用関数Vの期待値は式 (5.9)によって与えられる。

町…(~v;) +C (5.9) 

Cは定数である。また、院が以下の式 (5.10)の線形関数で表されるとする。

vi = sXi (5.10) 

すると、 (5.9)、(5.10)より、属性の変化における消費者余剰Cn(β)は、式 (5.11)のように表され

る(註22)。

α(β) = {中山i)]-中却叫 (5.11) 
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ここで、 z:tは現行の属性であり、 zZはある状況に変化した時の属性である o Zは選択肢を示す

数値であり、本章では宿泊する場合としない場合に該当する osCは費用の係数であり、本章では

宿泊旅行費用の係数になる。また、これは所得の限界効用の負の値になっている。本章でもこれ

と同様の手続きを行う。また、通常のロジットと同じ方法により価格低下による選択確率の変化

を推定する。ここで、全ての訪問者が一泊二食付きから B&Bに変化させたとする。

宿泊費用の変化における社会的余剰の変化と宿泊選択確率の変化について、表5-3に示した。こ

こで、宿泊選択確率の変化分は以下のように計算した。まず、全ての標本の宿泊選択確率の変化

分を計算した。次に、これをもとに標本における宿泊者数の増分を計算した。最後に、宿泊者数

の増分を標本における宿泊者数で割り、これを宿泊選択確率の変化分とした。表 5-3から、現行

の価格7ヲ000円から、 3，500円に引き下げた場合に、推定宿泊選択確率は平均して 9.1%上昇する

ことが明らかになった。美山町の日帰り客は年間約37万人であるので、これに宿泊選択確率の変

化分を乗じることにより、宿泊価格低下による宿泊者数の増分が導出される。これをもとに消費

者余剰を導出することができる。宿泊費用を 100円ずつ変化させた場合の消費者余剰の変化は表

5-3に示した通りである。

この結果から、宿泊費用が3，500円になった場合の消費者余剰の変化分は約4.3億円になった。

ここで、宿泊価格の低下による社会的余剰の変化分を計算する。社会的余剰は、消費者余剰と

生産者余剰を合計したものである。生産者余剰を導出するのに必要な費用関数は、田中・浅野 [98]

から推定された C= 3978qを用いた。ここで、 Cは費用、 qは宿泊者数である。田中・浅野 [98]

は、美山町に存在する全宿泊施設を対象にアンケートを行い、訪問客を宿泊させるのに必要とな

る費用を調査し、その結果から B&Bスタイルの訪問客の場合の費用関数を推定した。また、宿

泊業経営者が B&Bスタイルに特化した場合のデータは存在しないので、 B&Bに特化した場合で

も費用関数は不変とする。本章の結果では、宿泊者数の増加による利潤の増大が、宿泊費用の低

下による利潤の減少を常に下回るため、生産者余剰の変化分は常に負になっている。ただし、消

費者余剰の増大は、生産者余剰の低下を上回るため、社会的余剰の変化分は常に正となっている。

宿泊費用を 3，500円に引き下げた場合の社会的余剰は約1.0億円になった。
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表5-3 宿泊費用の変化における社会的余剰の変化と宿泊選択確率の変化

宿泊費用 消費者余剰の 生産者余剰の 社会的余剰の 宿泊選択確率

(円) 変化分(円) 変化分(円) 変化分(円) の変化分

3，800 386，730，560 ー293，491，887 93，238ヲ673 0.083387 

3，700 402，087，626 -305，852，836 96，234，790 0.086067 

3，600 417，648，217 -318，412，655 99，235，562 0.088751 

3，500 433，412，990 ー331，171，831 102，241，159 0.091439 
3，400 449，382，651 -344，130，881 105，251，770 0.094131 

3，300 465，557，954 ー357，290，349 108，267，605 0.096828 

社会的余剰をさらに上昇させるには、一つの方法として、 B&Bスタイルに特化することにより

費用を減少させ、生産者余剰を増大させることが考えられる。実際に B&Bに特化することによ

り、食材費やそれにともなう労働の機会費用が下がると考えられる。本章ではデータの制約のた

め、一泊二食付を対象とする場合の費用関数と、 B&Bに特化した場合の費用関数を同じとしたが、

この場合においても宿泊費用を 3，500円に引き下げた場合の社会的余剰は依然として正である。

また、田中・浅野 [98]で考察したように、金融機関から資金を借り入れる際の利子率が減少す

る場合には、費用は小さくなる。このため、利子率が低下することによっても生産者余剰は増大

するので、結果として社会的余剰は増大する。

5.6 むすび

我が国において、保健休養機能を発揮させるグリーンツーリズムは日帰り型が多く、滞在型は

定着していないと考えられる。そこで、グリーンツーリズムを行っている主体について、宿泊を

規定する要因を明らかにした。本章では、ランダム効用モデルを用いて、美山町における宿泊決

定モデルの推定を行った。

第一の課題として、宿泊決定は主体の晴好に関係していると考えられるので、通常のロジツト・

モデルと主体の晴好の存在により発生する誤差項の分散不均一性を考慮に入れたランダム・パラ

メータ・ロジット・モデルで推定を行った。この二つのモデルについて、尤度比検定を行ったと

ころ、ランダム・パラメータ・ロジット・モデルが適切であることが明らかになった。このこと

から、宿泊旅行費用については、主体の噌好によりパラメータが変動することが明らかになった。

また、このランダム・パラメータ・ロジット・モデルを適用して、自動車・バイクで美山町を訪

問した主体は宿泊を選択する確率を減少させ、最終学歴が大学・短大・高専卒であり、今回の訪

問目的が芦生原生林散策とのんびりすることであり、必ず訪問するところが特にない主体は宿泊

を選択する確率を上昇させることが明らかになった。
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第二の課題として、従来の一泊二食付きの宿泊価格から農林漁業体験協会が推奨する一泊朝食

付の宿泊価格に低下した場合に、訪問者の宿泊行動の変化による厚生の変化について調べた。そ

の結果、宿泊費用が半分になった時に、美山町を訪問する主体が宿泊を選択する確率は 9.1%上昇

し、社会的余剰が1.0億円増大したことが明らかになった。

本章では、データの制約から美山町内の宿泊施設は全て同質であると仮定したが、より詳細な

分析を行う場合には、全ての宿泊施設の質は異なるとして、宿泊の決定と宿泊場所の決定を同時

に行うようなモデルに RPLを拡張する必要がある。この拡張されたモデルを用いると、訪問者が

どのような宿泊施設を望んでいるのかを明らかにすることができる。その結果を利用することに

より、さらに質の高いグリーンツーリズムの提供を行うことができると考えられる。

本分析のフレームワークだけを用いて、第一の課題の結果をもとに、美山町の宿泊業経営者が

より多くの人に宿泊してほしいと考えるのであれば、宿泊選択確率を上昇させる属性を持つ主体

を対象に、望まれる施設やサービスを提供するとょいと考えられる。

(註 1)海外のグリーンツーリズムの事例は、山崎・小山・大島 [104]で紹介されている。

(註2)農林水産省ホームページ (http:jjwww.maff.go.jpjmletj125.html)によると、農林漁業体験民宿とは、

「宿泊施設を備え、訪問者が農作業等農林水産業関係の作業や収穫物の加工、郷土料理づくり等を実際に体

験することなどを通じて農山漁村で滞在してもらうとともに、農林漁業に対する理解を深めてもらうよう

なサービスを提供する営業で、農林漁業者またはその組織する団体が行うもの」と定義されている。また、

農林漁業体験民宿については吉田・樋口 [107]がファームインの経営者意識の要因分析を行っている。

(註3)この他にも美山町を対象にした研究は存在し、例えば都市農村交流産業の経済波及効果を推定した

竹歳・柚原 [90]、宮崎 [64]、京都府内のグリーンツーリズムに関する推進方向と成立条件を考察した 21ふ

るさと京都塾 [72ト美山町の保健休養機能の評価を行った田中 [94]、美山町を訪問する個人の宿泊行動のモ

デルを推定した田中 [95ト美山町の宿泊施設の最適数や過剰による厚生の損失の推定を行った田中・浅野

[98]がある。

(註4)美山町役場でのヒアリングによると、大野ダムさくら祭りは 10日間で約5万人、大野ダムもみじ祭

りは 3日間で約5千人の訪問者がある。

(註5)定性的な研究は大江 [76]がある。大江は潮干狩り、もぎ取り園の宿泊旅行についての訪問者の個人

属性、レジャー行動、希望するレジャー行動、情報源、不満不快な点からの分析を行っている。また、入

込客数及び宿泊客数の推移については、大江 [77]が広島県芸北町を事例として時系列分析を行っている。

(註6)全宿泊者数の中で 2泊以上連泊する個人の割合は非常に小さいので、本章では 1泊する個人と 2泊

以上する個人を同様に扱い、二肢選択モデルで分析を行うことにする。但し、 2泊以上宿泊した個人の旅

行費用については宿泊日数で除し、 1泊した場合の費用に換算した。
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(註7)竹内 [91]によると、ガンベル分布とは、実数軸全体に確率を持つ分布であり、非対称な分布である。

Z = logXとおくと、 zの累積分布関数は、 F(z)= exp( -exp-Z)で与えられる。

(註8)例えば、口ジツト・モデルによる推定はKaoru，Smith， and Liu[43]、Feather[24]、入れ子型ロジツト・モ

デルによる推定はKlingand Thomson[47]、Klingand Herriges [48]、Ha凶 nan，Leonard， and McFadden[37] 

がある。

(註9)主体の晴好の差を反映した効用が式 (5.5)のように、 Uni= b'Xni +ηnXni +εmで表されるとする口

各パラメータについての説明は式 (5.5)と同じであるので、ここでは割愛する。このような効用の場合に

は、 Fのパラメータの確率変動を考慮に入れなければ、 'TJnXni+εmが誤差項とみなされるが、この場合に

は説明変数と誤差項は無相関であるという仮定に反するので、分散不均一性を生じる。

(註10)分散不均一性が発生した理由として、個人の噌好の違いによること以外に、定式化の誤りによって

数個の大きな残差が発生したことが原因と考えられるが、いずれの場合においてもランダム・パラメータ・

ロジツト・モデルを適用することでこの問題は解決される D

(註 11)Train[100]によると、ランダム・パラメータ・ロジツト・モデルは、混合ロジツト (MixedLogit)、

ランダム係数ロジット(Random-CoefficientLogit)、誤差コンポーネント・ロジツト (Error-Components

Logit)とも呼ばれる。

(註12)I本当は宿泊したいけれど満員で宿泊できなかったので日帰りにした」という客がいることが考え

られるが、調査を行ったところ、空室が常に存在する民宿も多く、美山町内の全ての宿泊施設に質的差異

がないと仮定していることから、宿泊を選択する個人は全て宿泊することが可能であると解釈した。但し、

実際に宿泊したい民宿が満室であり、代替的な民宿が存在せず、やむなく日帰りにした客もいると考えら

れる。美山町に宿泊するかということとどの民宿に宿泊するかということが同時に決定されると仮定する

場合には、ランダム・パラメータ・ロジツト・モデルで分析を行うことはできないが、入れ子型ロジツト・

モデルのフレームワークを用いると推定が可能である。ただし、本章で採用したデータ・セットでは限界

があり、これは今後の課題としたい。

(註 13)この仮定のために宿泊費用が一定となり、分散不均一性が生じている可能性があり、そのために

RPLがうまくいった可能性があると『農林業問題研究』のレフヱリーから教示いただいた。

(註 14)本章で用いるデータは、大前 [78]により一部公表されているものを用いる。

(註 15)藤本 [28]は、年間訪問者数には成人以外も含まれるのに対して、推定された評価額は成人の訪問者

の評価額であるため、バイアスを引き起こすとしている。このことからも、本来的には、グループを構成

する人それぞれについて余暇時間の機会費用を計算することが望ましい。しかし、採用したデータでは制

約があったため、本章では回答者の余暇時間の機会費用をグループの人数でかけたものを用いた。

(註 16)本章では、宿泊費用を宿泊施設の代金、宿泊旅行費用を宿泊費用が含められた旅行費用と呼ぶこと

にする。
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(註 17)本章は、「宿泊旅行費用」と「日帰り旅行費用」を選択対象とし、別々のパッケージととらえてそ

の選択行動を分析したものである。この選択肢の価格は代替財か補完財の価格と解釈されるので、これら

を同一方程式内に入れることは、自然なものであると考えられる。

(註 18)ロジツト・モデルとランダム・パラメータ・ロジツト・モデルの推定は京都大学大学院農学研究科

生物資源経済学専攻食料・環境政策学分野所有の GAUSSVer3.2を用いた。ランダム・パラメータ・ロジヅ

トの関数は KennethTrainのホームページ (http://elsa.ber】celey.edu/train/)より得たロ

(註 19)RPLはランダムなパラメータは正規分布すると仮定している。また、通常のロジツトモデルと比較

して、個人の噌好の差を反映する RPLの方が適切であるというととはいえるが、との RPLが最善のもの

であることは本章のフレームワークでは分からない。また、 RPLは離散選択モデルであるので、残差が計

算されないため、ブートストラップP検定を適用してモデルの優劣を比較することはできない。離散選択

モデルの優劣を比較する場合には、 Cox検定という非入れ子型検定を利用すれば可能になるが、これは推

定手順が複雑であるために、一般に用いられることは少ない。

(註20)自動車・バイクでの訪問は性別・年齢の影響を受けている可能性も否定できないが、本章の場合に

は自動車・バイクでの訪問が全体の 95%を示していることから、これらの影響は無視できると考えたD

(註21)現在でも一泊朝食付や素泊まりは可能な宿泊所もあるが、いくつかの宿泊業経営者は宿泊客に郷土

料理を食べてもらいたいと考えているので、そのような客を断っているところもある。

(註 22)Tr出n[l∞!は、この Cnを消費者余剰と呼んでいるが、厳密には補償変分であることを注釈してい

る。なお、栗山 [54]は、この Cnを消費者余剰と呼んでいる。
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第6章 農村宿泊施設に対する公的融資制度の厚

生評価

6.1 はじめに

都市農村交流が新政策において重要な政策課題であると認識されてから、グリーンツーリズム

に関連する法制度の整備が進められるようになった(註 1)。そのーっとして、農家民宿の開設を

促進させるような「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律」が施行され、

農家民宿の数は現在増加傾向を示している。

日本におけるグリーンツーリズムの宿泊を扱っている分析として、吉田・樋口 [107ト大江 [77]

がある。

吉田・樋口 [107]は、農林漁業体験協会に登録している宿泊施設を対象として、アンケート分

析、 AHPによる分析、質的モデル選択による分析を行った。 AHPでは、ファームイン経営にとっ

て望ましい客層を比較する質問を行い、体験に関心のある個人の重要度が最も大きくなることを

明らかにした。また、質的モデルによる分析では、体験プログラムの経営への貢献及び将来展望

に関する質問を行っており、ロジツトモデルを適用して、ファームイン経営が成功するための条

件を明らかにしている(註2)。大江 [77]は、広島県芸北町を事例として、入込客数及び宿泊客数

の推移について時系列分析を行っている。

グリーンツーリズムのために農村を訪問する個人は、一般に特有の資源を有する地域に訪問す

る。それは、その農村資源が周囲の市町村にとって希少なものであるからである。そのような特

有の資源を有する自治体のグリーンツーリズムに関連する産業は、寡占状態になっていることも

予想される。

農村を舞台に厚生を高める政策としてグリーンツーリズムの推進を積極的に進めていくために

は、最適な宿泊施設数やその場合における社会的厚生について理論的かつ実証的に考察し、この

結果を元に具体的な支援策のあり方を検討する必要があると考えられる。

本章の課題は、寡占状態にある産業を分析するための二期参入モデルを適用して、農村におけ

る宿泊施設の最適数の推定を行うこと、また、この結果を元に、各種公的融資制度についてその

効果を明らかにし、今後の展開方向について論じることである(註3)。
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第2節では、農村における宿泊施設数の最適数を推定するための二期参入モデルの説明を行う。

第3節では、アンケートの方法についての説明を行う。第4節では、二期参入モデルによる分析

結果を論じる。第5節では、まとめを述べる。

対象地域はかやぶきの里で全国的に有名な京都府美山町とする。

6.2 二期参入モデル

農家民宿をはじめとする農村の宿泊施設は開業の際に、様々な規制に合致させるため等様々な

理由から、改修費等多くの負担を必要とする。この負担は宿泊サービス提供の固定費用をなし、

多くは埋没費用(サンク・コスト)となる。伊藤・清野・奥野・鈴村 [41]によると、「ある寡占市場

において、各企業の生産・供給する財が互いに戦略的代替財であれば、自由参入・退出均衡下の企

業数よりも少ない企業数に参入を制限することで経済効果を高めることができるJ(註4)(註5)。

市場に参入している企業数は、完全競争市場において均衡が存在する場合には社会的に効率で

あることが知られているが、何らかの理由で市場が寡占状態であり、各企業が価格支配力を有し

ている場合には、社会的厚生が最大になる企業数よりも多くの企業が市場に参入している可能性

が示されている(註6)。この観点で農村宿泊施設をみると、農村宿泊施設は自然・文化環境や利

便性の点で大きな開きがあり、また同一地域内で参入できる企業数も有限であり、何らかの寡占

的構造が見受けられることが多い。特に、美山町には、他市町村にはない自然環境や文化環境を

有しており、寡占的な構造となっている可能性が予想される。

この寡占化の要因の一つは大きな固定費用の存在である。農村における宿泊施設では、この固

定費用の大きな部分は開業費用である。グリーンツーリズムに関連する宿泊施設を開業する場合、

営業形態により様々な規制が存在し、大きな固定費用を必要とする場合が多い。後に述べるよう

に、開業費用が小さくなれば、厚生の損失も小さくなり、企業数も無限大に近づく。ある地域の

宿泊業の開業には大きな固定費用が必要とされるので、競争的均衡の場合でも、その地域の宿泊

施設数は有限である。そのことから、大きな固定費用が必要になる産業は、競争的均衡の状態に

おいても寡占状態にあると考えられる。以下では、宿泊施設が寡占構造であると便宜的に仮定し

て、モデルの説明を行う。

本節の以下の部分においては、寡占状態である産業において、過剰参入がどの程度であるかを

計測するために、 M槌ーColell，Whinston， and Green[59]に従って、ひな形となる二期クールノー

型寡占参入モデルについての説明を行う。なお、本節の以下の式の展開は、式(6.9)及び(6.10)は

伊藤・清野・奥野・鈴村[41]を参考にしており、それ以外はMas-Colell，Whinston， and Green[59] 

による。
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各企業が同質の財を生産し、企業の参入や退出が自由であるとする。また、潜在的な企業は同

質であると仮定する。

第一期において、全ての潜在的企業は参入するかしなし1かということを決定する。企業が参入

することを決定した場合には、固定費用である開業費用K>Oを負担する。なお、この時の参入

企業は、ある期間にわたって分割で毎年同じ金額の固定費用を支払うと仮定する。第二期におい

て、開業費用はサンク・コストとなり、市場に存在する全ての企業は寡占ゲームを行う。このモ

デルでは、既存企業が新規企業の参入を止めさせたり、他企業からの競争を避けるためにカルテ

ル等を形成するととが出来ないとする。

まず、第一期目を考える。 J社の企業が参入した場合の二期目の均衡における各企業の利潤を

πJとする。但し、この πJには開業費用 K を考慮しないものとする。ここでは全ての企業が同質

であると仮定していることから、全ての企業で利潤 πJは同じになる。また、簡単化のために、市

場への参入が不参入と無差別であるときには、企業は参入を選択すると仮定する。このとき、 f

社の企業が市場ヘ参入していることは、

πJ*さK かつ 11'" J*+1く K (6.1) 

である均衡企業数f があることと同値である。このとき、全てのJ三Jに対し πJさK となり、

全ての J>Jに対し πJ<Kとなるような一意のJが存在する。そしてこの J*= Jが唯一の均

衡企業数となる。

次に、第二期目を考える。ここではクールノー・モデルにおける供給数量調節競争を考える。ま

た、個々の企業の費用関数c(q)は式(6.2)、市場の逆需要関数p(q)は式(6.3)のように表されると

仮定する。

c(q) = dq 

p(q) =α-bq 

α>d三0，b> 0 

(6.2) 

(6.3) 

(6.4) 

α，b，dはパラメー夕、 qは宿泊者数である。 α>dと仮定しているのは、式 (6.6)の被説明変数は非

負であるからである。ここで、二期の企業数Jにおける各企業の産出量、即ち J社の企業が市場

に参入している場合の各企業の宿泊サービスの提供量を qJ、J社の企業が市場に参入している場
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合の価格をp(JqJ)とする。ここで、全ての企業は同質であると仮定しているので、全ての企業の

産出量qJは等しい。また、この場合には、以下の式が成立する(註7)。 町J)=CW)+PW)=L~ (6.11) 

〆(JqJ)今川(JqJ)= d (6.5) 

ー
一
日

(6.6) 

となる。ここで、社会的に最適な企業数を JOとすると、 JOはmaxjW(J)を解く整数である c

伊藤・清野・奥野・鈴村 [41]によると、新規参入により産業内の企業数が増加すれば、既存企

業の価格支配力は低下し、市場価格も低下する。一方、既存企業の退出により産業内の企業数が

減少すれば、市場価格は上昇する。

具体的に、最適な企業数を考える。これには、

この式から、各企業の宿泊サービスの提供量qJは、

となり、各企業の利潤を πJは、
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(6.7) となる企業数Jを導出すればよい。これから、

となる。 πj=Kとなる実数 Jを解くと、

T I ... ¥3 (α-d)2 
(J + 1);1 = 

bK 
(6.13) 

J一位三一 、/bK (6.8) Jが整数であれば、社会的に最適な企業数JOはJと等しくなるが、整数でない場合は、小数点第

一位を四捨五入する。

また、 (6.8)を書きなおすと、
となる。均衡における参入者の数f はJ以下の最大の整数となる。また、 KがOに近づけば、 J*

は無限大に近づき、宿泊サービスの提供量と価格はともに競争水準に近づく。

また、厚生はマーシャルの総余剰で測るとする。企業数がJ社であるとき、消費者余剰CS(J)

は式 (6.9)のようになる。

(α-d)2 
(1 + 1)2 = 

bK 
(6.14) 

(6.13)，(6.14)より、

CS(J)=A~ (6.9) 

(1+1)=(1+1)3/2 (6.15) 

また、企業数がJ社であるとき、生産者余剰PS(J)は式 (6.10)のようになる。

である。 (6.11)より、厚生の損失は、

PS(J) = p(JqJ) -Jc(qJ) -JK (6.10) 

W(J) -W(J) (6.16) 

社会厚生W(J)は、消費者余剰と生産者余剰の和であるので、 ではかられることになる。
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分析に用いられるデータは 1999年4月下旬に行ったアンケート結果を利用している。アンケー

トについては、美山町観光協会発行のパンフレットに掲載されている美山町内の全宿泊施設に郵

送し、予め記入頂き、後日調査員が美山町で直接回収を行ったo 美山町内の宿泊施設の内訳は、旅

館が 8ヶ所、ペンシヨンが2ケ所、民宿が 11ケ所、ユースホステルが1ケ所、公営宿泊施設が2ケ

所の計24ケ所である。このうちで、ユースホステルと公営宿泊施設である河鹿荘と青少年芦生山

の家は、本研究の対象となる旅館や民宿と性質が異なるので、サンプルから除外した(註8)。ま

た、これらを除いた美山町内の宿泊施設は全て互いに戦略的代替の関係にあるとする(註9)。こ

のうちで、分析に必要な回答がある 14のサンプルを用いてデータの解析を行う。

農林漁業金融公庫資金の農林漁業構造改善事業推進資金は行政側の支援体制の一部であるとい

えるが、審査が厳しいことと貸付限度額が小さいことから、利用者はそれほど多くないというこ

とである。このために、この資金を利用せずに、これ以外の融資を利用する場合も多いというこ

とである。そこで、銀行から融資を受けた場合について調べた結果、現行の平均利率は 4.0%で

あった。

6.3 データ

表6-2 融資に関する行政側の支援体制

農村の宿泊施設の最適数の分析の際に必要なデータとして、年間経費と宿泊価格と年間宿泊者

数がある。年間経費は、一泊二食の場合の一人あたりの利益率をヒアリングで聞き、これから経

費率を導出し、それに年間宿泊者数と一泊二食の場合の価格をかけたものを用いた。また、利益

率は自家労働も含めたものを回答してもらった。年間宿泊者数は美山町観光協会のデータを用い

た。観光協会が把握していない宿泊施設については、アンケート結果を利用した。

宿泊に関する需要関数の関数型は、ポアソン回帰を適用した(註 10)。これは、被説明変数とな

る宿泊者数が非負の整数であり、この特性を考慮に入れる必要があるからである。ポアソン回帰

による結果は表6-1に示す通りである。この需要関数をもとに逆需要関数を推定するために、線

形化し、必要なパラメータ α，bを求めた。その結果、 α=13943.94、b= 0.2778になった。パラ

メータ dを求めるために平均経費を算出した結果、宿泊客一人当たり 6，364円であった。また、費

用の内訳として、食材費が高い割合を示しているので、この分を経費から差し引いたものについ

ても平均費用を計算した。これは、 3，978円であった。

償還期限 利率(%) 貸付限度額(万円)

農林漁業金融公庫資金 農林漁業構造改善 20年以内 2.1 1，500 

推進資金(農業関係)

過疎地域経営改善資金 25年以内 2.1 1，300 

中山間地域活性化資金 15年以内 2.1 1，800 

農業近代化資金 15年以内 2.1 1，800 

漁業近代化資金 12年以内 2.1 1，800 

中山間地域活性化 15年以内 2.1 無

資金(系統等資金)

註)農林漁業体験協会 [73]を参考に作成。

6.4 分析

表G1 需要関数のポアソン回帰の結果

係数 t値

宿泊業の開業費用に関するデータは存在しないため、このことについてもアンケートにより調査

した。しかし、宿泊業経営者は開業費用についてあまり把握しておらず、回答は自宅の改築によっ

て開業した宿泊施設4件のうち、 2件だけであった(註 11)。この2件の平均は750万円であった。

また、開業費用 Kの1年あたりの計算については、以下のように決定した。農業関係の農林漁

業構造改善事業推進資金は、償還期限 20年以内であるので、固定費用の総額の計算は，返済期

間を 20年として、一般に個人を対象としている元利均等返済方式の利息計算方法によって行った

(註 12)。

ホームページ「くり坊の部屋J(http://www2s.biglobe.ne.jp/ kuriboujindex.htm)を参考にす

ると、元利均等返済方式の計算方法は、

定数項

価格

8.9166 225.3928 

-0.0001940 -39.7761 
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(6.17) 

一般に、宿泊業を開業する場合には、設備投資の資金が必要である。施設等に対する個人を対

象とした公的な助成措置として、表 6-2のような優遇融資制度がある。

である。 Kは固定費用、 FCは総返済費用、 Tは利子率、 nは返済年数である。

以上の準備により、均衡宿泊施設数と最適宿泊施設数、さらにそれぞれの社会厚生が計算できる。
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現行の 1泊2食付の場合の社会的厚生の計測

現行の 1泊2食付の場合の社会的厚生の計測については、表 6-3に示した。現行の平均利子率

4.0%における均衡宿泊施設数は 19、最適宿泊施設数は7となった。均衡宿泊施設数は実際の施設

数20と比べ一つ少なくなったが、ほぼ現実の近似を再現している。その場合における社会的厚生

は、宿泊施設数が競争均衡である場合は 9，279万円、最適である場合は 9，946万円である。また、

この時の厚生の損失は 6.71%である。この損失は、最適の場合の 9，946万円から競争均衡の場合

の9，279万円を引いたものを 9，946万円で割ったものである。

表6-3 現行の 1泊2食付の場合の均衡と最適における宿泊施設数と社会的厚生

競争均衡 最適

利子率 宿泊施設数 社会的厚生(万円) 宿泊施設数 社会的厚生(万円)

2.1 21 9，366 8 9，988 
4.0 19 9，279 7 9，946 

今、公的利子補給を行い、利子率を 4.0%から 2.1%に変更してみよう。この結果も既に表6-3に

示されている。利子率2.1%における均衡宿泊施設数は 21、最適宿泊施設数は8である。その場合

における社会的厚生は、宿泊施設数が競争均衡である場合は 9，366万円、最適である場合は9，988

万円である。また、この時の厚生の損失は 6.23%である。この損失は、最適の場合の 9，988万円

から競争均衡の場合の 9，366万円を引いたものを 9，988万円で割ったものである。

これらの結果から、利子補給を行うことは、厚生の損失は 6.71%から 6.23%に減少する効果を

持っていることが明らかにされる。

次に、仮に行政が実際に利子補給を行った金額の合計を計算してみる。その結果は、固定費用

に宿泊施設数を乗じた 171万円となる。さらに、厚生の改善額を計算してみる。これについては

現行の競争均衡で比較しているので、利子率が 2.1%の場合の競争均衡の社会的厚生の 9，366万円

から 4.0%の場合の競争均衡の社会的厚生の 9，279万円を引くことによって計算できる。その結果

は、 87万円である。これらの結果から、利子補給の総額は厚生の改善額を超えてしまっているこ

とが分かる。即ち、厚生の改善という目的のみではこの制度は効率基準である正の純便益を生ま

ないものであることが明らかになる。

そこで、ちょうど純便益がゼロとなる利子率を数値計算してみることにした。その結果、利子

率が0.38%以下になれば、利子補給を行うのに必要となる公的融資の金額以上に、社会的余剰を

増大させるという意味で効率改善に寄与するということを費用便益分析の結果から結論付けるこ

とができる。
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B&Bの場合の社会的厚生の計測

食材費を含まない年間経費を用いて利潤を計算した場合についても同様に計算した。これは、

朝食のみを提供する B&Bスタイルの場合の経費であるといえる。

日本の農村における宿泊施設は、ヨーロッパの農家民宿よりも部屋数や収容人数が大きいごと

が特徴である。より大きい宿泊施設を開業すれば、より多額の開業費用が必要になる。また、農

村における宿泊施設の開業の際の規制の厳しさも開業費用を押し上げる原因となっている。ヨー

ロッパでは、 B&B型の小規模な民宿が中心である。農林漁業体験協会 [73]が述べるように、この

タイプの民宿を推し進めることは、開業費を小さくするばかりではなく、農家の過重労働を回避

したり、食材原価を削減したりする点がその利点である。

このB&Bスタイルの場合の結果は表6-4に示している。現行の平均利子率 4.0%における均衡

宿泊施設数は 26、最適宿泊施設数は 9となった。これは、食材費込みの現行の場合よりも均衡宿

泊施設数、最適宿泊施設数ともに多くなっている。その場合の社会的厚生は、宿泊施設数が競争

均衡である場合は 16，481万円、最適である場合は 17，404万円である。

B&Bの場合でも、公的利子補給を行い、利子率を 4.0%から 2.1%に変更することを考える。こ

の結果も表6-4に示されている。利子率2.1%における均衡宿泊施設数は 26、最適宿泊施設数は9

である。その場合の社会的厚生は、宿泊施設数が均衡である場合は 16，596万円、最適である場合

は17，455万円である。

表6-4 B&Bの場合の均衡と最適における宿泊施設数と社会的厚生

競争均衡 最適

利子率 宿泊施設数 社会的厚生(万円) 宿泊施設数 社会的厚生(万円)

2.1 28 16，596 9 17，455 

4.0 26 16，481 9 17，404 

以上の結果から、適切な利子補給を行うことによって社会全体の厚生を高め、十分に厚生の損

失も低下させることが明らかになった。また、宿泊者数が変化しないならば、従来の宿泊施設よ

りも B&Bスタイルの宿泊施設の方が厚生が高いことも明らかになった。

社会全体の厚生が最大になるには、現在の寡占状態の中での競争的均衡数よりも少なくなるこ

とであり、さらなる寡占化をすすめることである。しかし、このような状態になるために参入規
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制などを行うと、伊藤・清野・奥野・鈴村 [41]が指摘するように、宿泊価格は上昇し、そのため

に消費者余剰を減少させることになる。

参入規制による厚生の改善は、消費者余剰の減少分を生産者余剰の増大分が上回っていること

に過ぎない。消費者余剰を増大させるという観点からは、生産者余剰の増大分を消費者余剰の減

少分に分配できるシステムがない限り、参入規制は受け入れられないものになる。消費者余剰を

増加させるという観点から社会全体の厚生を改善するには、本稿で示した利子補給などの施策が

効果的であると思われる。このような施策を実行する場合には、固定費用が減少し、市場内の企

業数が増加するので、価格が低下するかちである。

6.5 むすび

本章では、寡占状態にある産業を分析するための二期参入モデルを適用して、美山町における

宿泊施設の計算上の最適数の推定を行うこと、及びその結果をもとに公的融資制度についてその

効果を明らかにすることを課題とした。美山町の宿泊施設はB&Bスタイルの宿泊施設はないが、

このスタイルの宿泊形態を推進することによって、経費が削減され、社会的厚生が改善する可能

性が結果として明らかになった。また、利子率が低くなる場合には固定費用が増大し、結果とし

て均衡宿泊施設数が増大することも明らかになった。

本研究のフレームワークにおいては、最適施設数を実現するためには、参入規制を行えばよい

のであるが、伊藤・清野・奥野・鈴村[41]が指摘するように、どの宿泊施設を撤退させればよい

かを決めるには、公平性を考慮する必要があり、容易な問題ではなくなる。本章で示された結果

は、どの宿泊施設を撤退させればよいかを決定する方法よりも必要かつ有効な方法は、これまで

以上のきめこまかい公的融資制度の拡充であろうということである。

(註 1)本章は、田中裕人・浅野耕太「農村宿泊施設に対する公的融資制度の厚生評価J[j'農村計画論文集』

第 1集， 1999， pp. 175-180を大幅に加筆修正したものである。上記論文の使用に当たっては、浅野耕太先

生(京都大学大学院)から使用許可を頂いた。

(註2)吉田・樋口 [107]は、グリーンツーリズムの宿泊以外にも、ライフサイクルモデルによって、日本の

グリーンツーリズムの現状及び発展段階について考察している。

(註3)本章は、保健休養機能を具体的に発現させるグリーンツーリズムの宿泊について、供給面からの分

析を行うものである。そのために、本車ではトラベルコスト法を扱わない。

(註4)このことは「過剰参入定理」と呼ばれる。「過剰参入定理」は、 Mankiwand Whinston[57]によって

証明された。この結果を紹介したものとして Mas-Colell，Whinston， and Green[59]と伊藤・清野・奥野・

鈴村 [41]がある。
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(註5)伊藤・清野・奥野・鈴村 [41]によると、ライバル企業はより攻撃的になり、生産量を増大させると、

各企業は受容的になり生産量を減らすような関係にあることを戦略的代替という。

(註6)社会的厚生が最大になる企業数よりも多くの企業が市場に参入している状態が過剰である。

(註 7)この式が成立する理由を、 Mas-Colell，Whinston， and Green[59]に従って説明する。なお、全ての

式は Mas-Colell，Whinston， and Gr回 n[59]による。

まず、二企業の場合を考える op(・)は微分可能であり、全ての q三0で〆(q)< 0と仮定する。企業は単

位あたり C>Oの費用で産出物を生産する c ここで、他企業 ki-iの産出量水準品で与えられる企業jの

最大化問題maxq>Op(qj十品)-cqjを考える。全ての企業の産出量は正であるとする。

逆需要関数が戸(qj)= p(qj +も)とすると、ライバル企業の産出量弘を所与とする場合の企業jの最適

量の選択について、式 (6.18)で示される一階条件を満たさなければならない。

p'(qj +ふ)qj+ p(qj +弘)= c (6.18) 

もし (qi，q2)がナツシユ均衡であれば、 p'(qi+ q2)qi + p(qi + q2) = c， p'(qi + q2)q2 + p(qi + q2) = cとな

り、これらの二つの等式をあわせると、式 (6.19)のようになる。

〆(ω附q (6.19) 

式(何6.19的)を一般化すると、式 (6.20)のようになる。

〆(Q坪 +p(Q~)= c (6.20) 

ここで、 Q~ は全ての企業の産出量である。本章では、全ての企業の生産量は等しいと仮定しているので、

Q~ = JqJである。

(註8)ユースホステルは会員制であり、宿泊客層も一人旅が中心であるので、他の宿泊業と競合関係にあ

ると考えられない。また、河鹿荘と青少年芦生山の家は公営であるので、利潤最大化行動を行っていると

は考えられない。このために、これらをサンプルから除外した。

(註9)美山町内の宿泊施設は点在しているが、美山町において宿泊を目的とする訪問者は京都市等遠方か

らの訪問が多く、訪問者の居住地から美山町までの距離と美山町内の移動距離とを比較すると後者は相対

的にかなり小さいので、町内の宿泊業は全て同一地域内にあると見なせる。このために、これらは互いに

代替関係にあるとみなせるであろう。

(註 10)計測には京都大学大学院農学研究科生物資源経済学専攻農業組織経営学分野所有の数理システムの
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S-PLUS ver3.2を用いた。

(註 11)農林漁業体験協会 [73]は、これまで宿泊業を経営していない農家の自宅の改築によって、宿泊業を

開業することを一つのケースとして推奨している。そのため、本章では、自宅の改築による開業を分析し

。
た

第7章結章

(註 12)ホームページ「住まいと暮らし HomeJ (http://www.wnn.or.jp/wnn-home/normal/index.htm) 

によると、元利均等返済方式は、毎回の返済額が一定になるように元金と利息の割合が変わる方式である。

また、これ以外の返済方法として元金均等返済方式がある。この方法は、毎回の返済額に含まれている元金

返済分を均等に配分する方式であるロ本章では、元利均等返済方式を採用するごとにした。その理由は、ご

の方式の毎年の返済額は一定であるために本章の分析が容易になること、及び「住まいと暮らし HomeJ 

が指摘するように、この方式は毎年の支払が一定金額であるために返済計画が立てやすく、返済方法とし

てポピュラーであることのためである。

本論文では、農業・農村の多面的機能の一つである保健休養機能に着目した。この保健休養機能

を評価する手法としてトラベルコスト法がある。トラベルコスト法とは、対象となる地域への旅

行回数と実際に支払われた旅行費用、個人(地域)属性、旅行属性との関係を需要関数として推定

し、その関係を用いて、その地域がもっ保健休養機能の便益の評価を導出する手法である。この

便益は、消費者余剰として計測される。従って、 トラベルコスト法は顕示選好法に分類され、実

際の行動に基づいて保健休養機能の評価額が導出される。この方法は、仮想的な市場に依存する

表明選好法の CVMのように、仮想的な状況を質問することにより発生する固有の戦略バイアス

などの様々なバイアスを発生させるおそれはない。しかし、 トラベルコスト法にも様々な問題点

がある。これは、例えば、 トラベルコストモデルの選択であり、 トラベルコストモデルの推定に

必要な諸仮定である。

第一章において、本論文の課題として以下のことを設定した。第一に、農業・農村の多面的機

能の一つである農村の保健休養機能を評価すること、第二に、保健休養機能を評価する手法の改

善を行うことにより、その評価の信頼性を向上させること、第三に、グリーンツーリズムの宿泊

に着目し、施策の変更による主体の行動の変化を通じて厚生の変化を評価することである。

第二の課題である評価手法の信頼性の向上については、以下に示す四つの小課題に取り組んだ。

第一は、正規性を仮定することなく分析を行うことが可能であるブートストラップ法を適用して、

消費者余剰の信頼区間を構成することである。第二は、非入れ子型検定の一種であり、サイズ・

ディストーシヨンをあまり発生させることのないブートストラップP検定により、ポアソン回帰

とOLSの間で適切なモデルの選択を行い、選択されたモデルの推定を行うことである。第三は、

混雑による不効用を考慮に入れるために、混雑時間という変数を組み込んだトラベルコストモデ

ルの推定を行うことである。第四は、主体の特性を表す係数が固定されているのではなく、確率

的に変動することを考慮に入れたランダム・パラメータ・ロジツト・モデル (RPL)によって推定

を千子うことである。

また、第三の課題であるグリーンツーリズムの宿泊について、二つの小課題を設定した。第一

は訪問者の宿泊行動である需要面から、第二は宿泊業経営者の行動である供給面の両面からの分

析である。第一の小課題は、訪問者の宿泊行動の側面から、ランダム効用モデルのフレームワー
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クを用いて、宿泊価格が 1泊2食付の価格ではなく、農林漁業体験協会が推奨する 1泊朝食付の

価格に引き下げた場合の訪問者の行動の変化について考えることである。第二の小課題は、宿泊

業経営者の側面から、二期参入モデルによって分析を行う。具体的には、第一に、農家民宿の適

正数を明らかにすること、第二に、現行の利子率から公的融資制度によって利子率を引き下げた

場合に、どのように社会的厚生が改善するかについて調べるごと、第三に、宿泊価格が 1泊2食

付の価格ではなく、 1泊朝食付の価格に引き下げた場合の社会的厚生の影響を調べることである。

これらの課題について、第 3章から第6章で取り組んだ。

第一の課題については、ゾーントラベルコスト法を適用した広島県世羅台地の7つの花の観光

農園の評価、及び、個人トラベルスト法を適用した京都府美山町の評価を行ったが、これらの対

象地域について、モデルの理論的整合性及び推定された評価額の妥当性が確認された。これらの

トラベルコスト法は、それぞれ長所と短所があるが、データが方法を制約しており、どちらの方

法が絶対的にょいとはいえない。

第二の課題については、トラベルコスト法の有するいくつかの間題点について一定の解を与え、

より一般化されたトラベルコストモデルの推定を行った。具体的には、以下の点があげられる。

第一に、これまで用いられてきたトラベルコストモデルは OLSで推定されているが、推定され

た誤差項が正規分布に従うという仮定が満たされていない可能性があったので、誤差項の正規性

を仮定することなく分析を行うことが可能であるブートストラップ法を適用して、広島県世羅台

地の 7つの花の観光農園の保健休養機能の評価額の信頼区間を構成した。ブートストラップ分布

の中位数はパラメトリックな結果とほぼ同じになるが、ブートストラップ分布を視覚的に表すと、

分布の形状が正規分布の形をしておらず、ブートストラップ法の必要性をサポートしている。ま

た、評価額の正規分布の信頼区間と評価額のブートストラップ分布を比較した結果、第一に信頼

区間の幅は一農園を除いてブートストラップ分布の方が小さくなり、推定の信頼性が高まったこ

と、第二にブートストラップ分布の 90%信頼区間内では、全て農園の保健休養機能の評価額が全

て正の値を取るが、正規分布の信頼区間では、全ての農園が負の値を取る可能性があることが明

らかになり、正規分布を仮定しないブートストラップ法が必要であることが分かった。

第三に、個人トラベルコスト法の被説明変数が非負の整数値であるため、この特性を考慮に入

れたポアソン回帰が推奨されてきたが、これまで慣例的に用いられてきたOLSとどちらが適切で

あるかということは示されてこなかったため、ブートストラップP検定を適用して、ポアソン回

帰と OLSの間で、適切なモデルの選択を行った。ブートストラップP検定は、通常の検定統計量が

検定統計量のブートストラップ分布の 90%信頼区間に入ればモデルは適切であり、入らなければ

適切ではないと判断する方法である。その結果、被説明変数の特性を考慮に入れたポアソン回帰

の方が統計的に適切であることが明らかになった。
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第三に、これまでトラベルコスト法は移動中の効用の無視を仮定してきたが、特に移動中の混

雑による不効用を考慮しなければ、結果にバイアスを生じるおそれがある。そのため、移動中の

混雑による不効用を表す混雑時間という変数を採用したトラベルコストモデルによって、京都府

美山町の保健休養機能の評価を行った。分析により、移動中の混雑の不効用は無視できないこと

が明らかになった。この変数を採用したトラベルコストモデルによる推定結果は、京都府美山町

の保健休養機能の評価額は57億円から 110億円であり、移動中の混雑の不効用を考慮に入れない

従来のモデルは 14億円から 45億円が過小評価になることが明らかになった。

第四に、 トラベルコスト法の一種と考えられるランダム効用モデルにおいて、これまで各主体

は同じ噌好を持つ、つまり推定されたパラメータは固定されているという仮定を緩めるランダム・

パラメータ・ロジット・モデル (RPL)を適用して、京都府美山町の訪問者の宿泊行動はどのよう

な要因により決定されているのかを明らかにした。このRPLは通常のロジットモデルよりも適切

であることが危度比検定により明らかになったことから、宿泊旅行費用のパラメータがランダム

であることがサポートされた。また、 RPLの推定結果から、日帰り旅行費用、宿泊旅行費用、学

歴、自動車・バイクによる訪問、美山町での目的が宿泊行動に影響を与えていることが明らかに

なった。

トラベルコスト法に内在する問題に一定の解を与えるという第二の課題の他にも、第三の課題

としてグリーンツーリズムの宿泊についても着目し、京都府美山町を事例として、訪問者の行動

と宿泊業者の行動の両面から分析を行った。

この分析の第一の小課題である訪問者の宿泊行動の側面からは、ランダム・パラメータ・ロジツ

ト・モデルを適用して、宿泊価格が 1泊2食付の価格 7，000円ではなく、農林漁業体験協会が推

奨する 1泊朝食付の価格の 3，500円に引き下げた場合の訪問者の行動の変化について考えた。第

二の課題の第四の小課題の結果、 RPLの方がロジットモデルよりも適切であり、宿泊旅行費用の

パラメータがランダムであることが明らかになっている。 RPLの推定結果は、宿泊費用を低下さ

せた場合に、推定宿泊選択確率が平均して 9.1ポイント上昇し、社会的余剰が約 1億円増えるこ

とが明らかになった。

第二の小課題である宿泊業経営者の側面からは、グリーンツーリズムの宿泊についての社会的

厚生を二期参入モデルにより明らかにした。第一に、現行の競争均衡における宿泊施設数の社会

的厚生は、最適な宿泊施設数の社会的厚生と比較して、厚生の損失が6.71%であること、現行の競

争均衡における宿泊施設数は社会的厚生が最大になる宿泊施設数よりも多くなっていることが明

らかになった。社会的厚生が最大になる宿泊施設数の場合には、競争均衡の場合と比較して、消

費者余剰は減少し、生産者余剰は増大している。第二に、現行の利子率から、公的融資により利

子率を低下させた場合の社会的厚生の改善について明らかにした。その結果、利子率が0.38%以
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下になれば公的融資の総額よりも社会的厚生の改善額の方が大きくなることを費用便益分析の結

果から明らかにした。この場合には、消費者余剰のみが増大する。第三に、一泊二食付の宿泊客

を対象とした現行の経営と一泊朝食付を対象にした経営という二つの経営内容の違いによる厚生

の差について考察した。その結果、一泊朝食付の経営内容の方が社会的厚生が大きくなることが

明らかになった。

本論文で明らかになった重要な点は、以下の通りである。

第一に、従来のトラベルコスト法では、誤差項の正規性の仮定、移動中の不効用の無視という

仮定、個人の晴好は同一であるという仮定がおかれていたが、本論文ではこれらの強い仮定を可

能な限り緩和することに成功した。このことによって、 トラベルコスト法の一般化を可能にする

とともに、評価の信頼性を高めるのに貢献した。

第二に、ブートストラップP検定という非入れ子型検定を利用して、 トラベルコストモデルの

選択を行うことを可能にした。個人トラベルコスト法の被説明変数がカウント・データである特

性を考慮に入れたポアソン回帰と従属変数が連続である OL8の比較を行い、ポアソン回帰が適切

であることを明らかにした。このブートストラップP検定を適用すると、モデル選択の上で適切

なモデルの推定を行うことが可能になるので、評価額の信頼性を向上させることに成功した。

第三に、グリーンツーリズム関連施策の変更が社会的厚生の変化にいかなる影響を与えるかに

ついて、訪問者の側面と宿泊業経営者の側面から分析を行った。訪問者の側面からは、現行の 1

泊2食付の宿泊体系よりも 1泊朝食付の宿泊体系の方が社会的厚生が高まること、また、宿泊業

経営者の側面からは、開業資金への利子補給をすることによって、消費者余剰が高まることを明

らかにしており、グリーンツーリズム政策の重要性を明らかにした。
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「世羅台地の観光農業に関する実態調査」

アンケートにご協力をお願いいたします。

問1 開始時間(現在の時刻)を記入してください。

)時( )分

農林水産省 中国農業試験場総合研究部農村システム研究室

共催:広島県甲山地域農業改良普及センター

問2 どこから来られましたか?

)県( 市

郡
区)

)町・村

町

私たちは、これからの都市と農村の交流が、都市に住む人にとっても農村に住む人にとっても

望ましいかたちで発展していくための背景要因を明らかにし、具体的な方策について考えていく

ための調査研究をすすめています。

問3 何人で来られましたか

)人

この調査は、その一環として、観光農園や農産物直売所などを利用する人の実態と以降を把握

するために行っているものです。

どのような人と一緒ですか

①家族だけで ②友人・知人と ③家族+友人・知人

④一人 ⑤観光ツアーの人と ⑥その他(
また、この調査では、 トラベルコスト法という算定法を用いて訪問された場所や農村地域全体

のレクリエーション機能などの経済的な価値を推定することも目的としており、そのためご家庭

の収入や職業を持っている人の労働時間などをお尋ねしています。

問4 ここにはどのような交通手段を使って来られましたか(番号にOをつけてください)

このアンケートに回答していただきました結果は統計数字として処理され、個人のデータやお

名前などが公表されることはありません。上記以外にも回答しにくい質問があるかと思いますが、

記入漏れのないようご協力をお願いいたします。

①自家用車 ②パス ③オートパイ ④自転車 ⑤徒歩 ⑥その他(

高速道路を使って来られましたか?

A) 来られたとき → ①利用した(
B) 帰りの予定 → ①利用した(

から

から

まで) ②利用しなかった

まで) ②利用しない

本日の調査は、世羅郡3町(甲山町、世羅町、世羅西町)内の 11ヶ所で同時に実施しています。

世羅台地を訪れる方がどのように行動しておられるかを把握することも企図しておりますので、こ

こ以外にも立ち寄られましたら、お手数でもそこでの追跡調査にご協力下さるようお願いいたし

ます。なお、追跡調査では重複する設聞は省略しますので、回答に要する時間は短くてすみます。

問5 今回の旅行は日帰りですか?

①日帰りする 宿泊する( 、‘，
J
'門口、
h
J

、

農林水産省 中国農業試験場総合研究部農村システム研究室

(調査責任者 00) 

連絡先干00 広島県福山市00

'島1:00-00-00 

広島県甲山地域農業改良普及センタ一

連絡先 干00 広島県世羅郡甲山町00

Tel: 00-00-00 

問 6 今日一日をどのようにすごされますか?今日一日のこれまでの行動とこれからの予定を、

以下の例のように、時間軸の上側に滞在場所、下側に場所の移動、食事した場所にムを記入して

ください。

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 1 7 18 19 20 21 
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問7 世羅台地には観光農園や産地直売所など観光農業スポットがたくさんあります。あなたは

これらの場所をどれくらいご存じですか。また、これまでに何回くらい訪れたことがおありです

か。以下の農業観光スポットごとに各設問にお答え下さい。

世羅台地の主な観光スポット 今日の主 知っ これまで 訪れてみて この 1年間 これまで(過

な目的地 てい に訪れた 良かったと に何回くら 去)に総計し

はどこで ます ことがあ 思うのはど い訪れまし て何回くらい

すか 力、 りますか こですか たか 訪れましたか

①花夢の里

②悠喜の里

③旭鷹農園

④甲山ふれあいの里

⑤せらふじ園

奄⑥香弓山ラベンダーのE
くし農園

③幸水農園・ビルネフーデン

⑨大豊農園

⑩向井りんご園

⑪せらにし青少年旅行村

⑬甲山いきいき村

⑬大見ふれあい市

⑭四季圏にしおおた

⑮かめりあ特産品センター

問8 今日この場所(世羅台地)を訪れようと思った直接のきっかけは何ですか?

①新聞を見て ②テレビを見て ③ラジオを聞いて ④友人などからの口コミで

⑤チラシを見て ⑥広報誌を見て ⑦雑誌を見て ⑧道路の看板を見て

⑨電話で問い合わせて ⑩その他(具体的に: ) 

問9 この施設を利用された感想、をお聞かせ下さい。項目ごとに該当する番号にOをつけてくだ

さい。

評価項目 不満 やや不満 やや満足 満足

ア)交通の便の良さ 1 2 3 4 

イ)自然を楽しめる 1 2 3 4 

ウ)価格の設定 1 2 3 4 

エ)品揃えの充実 1 2 3 4 

オ)飲食の充実 1 2 3 4 

カ)従業員のマナー 1 2 3 4 

キ)施設全般の充実 1 2 3 4 
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問10 この施設についてご意見をお聞かせ下さい。

評価項目 悪い 普通 良い

ア)買い物するところ 1 2 3 

イ)休憩するところ 1 2 3 

ウ)食事するところ 1 2 3 

エ)受付・レジ 1 2 3 

オ) トイレ 1 2 3 

カ)看板 1 2 3 

キ)この施設全体 1 2 3 

この施設について、特にここを改善したらよいとお感じのことがありましたらお書き下さい。

問11 世羅台地の観光農業についてご意見をお聞かせ下さい。

1 )世羅台地の魅力を高めていくためには、どのようなものに力を入れていくと効果的だと思

いますか。効果的と思うものにいくつでもOをつけてください。最も効果的と思うものに。をつ

けてください。

ア)世羅台地の情報を伝えるための都市部のアンテナショップ

イ)貸し農園があったり農作業体験などができる体験農場

ウ)イベントや遊具などを充実させた観光農園

エ)地元で生産された新鮮な野菜やふるさと産品の直売所

オ)郷土料理や地冗農産物が食べられる農村レストラン

カ)宿泊しながら農村体験のできる農家民宿

キ)子供が自然を体験・学習できる農業教育の施設

ク)心や体をリフレッシユするための園芸療法などの施設
一

2 )農林産物を利用した加工品について、どんなものがあれば買いたいと思いますか?あった

らよいと思うものをいくつでもお書き下さい。

問12 今日一人の旅行に関する費用はどのくらいかかりそうですか?家族全体か一人あたりでお

答え下さい。

①家族全体で

②ひとりあたりだと

↑ 

どちらかにO

ア)交通費(ガソリン代含む)

イ)施設利用費(入場料)

ウ)食事代

エ)買い物代

オ)その他
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)円くらい

)円くらい

)円くらい

)円くらい

)円くらい



問13 今日一日をご一緒に行動されている方(主にご家族)についてお聞かせ下さい。一緒に来

られているご家族の性別、年齢、職業、労度時間などをご記入下さい。なお、労働時間には、主

婦として家事をしている場合のように家事に要する時間を含めてお書き下さい。

続柄 性別 年代もしくは年齢 職業または学齢 一週間あたりの労働時間

回答者 女・男 代・歳 時間

女・男 代・歳 時間

女・男 代・歳 時間

女・男 代・歳 時間

女・男 代・歳 時間

女・男 代・歳 時間

↑ 

職業:①農林水産業 ②会社員 ③公務員 ④自営業 ⑤パート(フリーター)

⑥無職(主婦も) ⑦その他

問14 あなたの世帯の年収(税込み、年金を含む)はいくらくらいですか?(だいたいの額でけっ

こうです)

①0'"'-'200万円未満

④400'"'-'500万円未満

⑦800--1000万円未満

⑩ 2000万円以上

② 200'"'-'300万円未満

⑤ 500--600万円未満

⑧ 1000--1500万円未満

⑪不明

問15 一年間にだいたい何回くらい旅行されますか?

③300--400万円未満

⑥600--800万円未満

⑨ 1500--2000万円未満

(日帰りや半日だけの遠出も含めてお考え下さい;仕事関係は含みません)

(ここ 1年間で)( 

そのうち宿泊を伴う伴う旅行は何回ありましたか

)回くらい

( )回くらい

一回の旅行にかかった費用はだいたいどれくらいでしょうか?

ア)日帰りの場合 ( 

イ)宿泊を伴う場合 ( 
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)円くらい

)円くらい

問16 あなたの住んでおられる場所はどんなところだとお感じですか?

①農村的 ②どちらかというと農村的 ③どちらかというと都市的 ④都市的

問17 将来はどんなところに住んでみたいですか?

①自然に恵まれた農村に住みたい ②施設やサービスの充実した都市に住みたい

③どちらともいえない

問18 ここにまた来てみたいですか?

①はい ②いいえ

問19 最後に、世羅台地以外の農村で良く行かれる場所や施設・イベントなどがおありでしたら

お書き下さい。

以上でこの調査は終わりました。ご協力ありがとうございました。

この調査票を二つ折りにして、アンケート回収箱にお入れ下さい。

この調査に対するご感想、ご意見、ご要望がございましたら、以下の余白にお書き下さい。
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京都府北桑田郡美山町におけるグリーンツーリズ
ムに関するアンケート調査

お手数ですがアンケートにご協力お願いします。

京都市左京区北白川追分町

京都大学農学部 農政学講座

本アンケートは美山町に来訪された方々の意向などを調査させていただくことにより、近年ニー

ズが高まってきている農山村でのレクリエーションの効用を把握し、今後の地域農業振興の方向

性を模索するための研究に利用させていただきます。

ご回答いただきましたアンケートは研究資料として統計的に処理しますので、個人データが外

部に公表されることは絶対にございません。

少なからず立ち入ったこともお聞きしますが、ご協力お願いいたします。

※回答にあたって

-選択方式の質問に関しては、質問文中の指示に従って、当てはまるもの 1っか、もしくはす

べてにOをつけて下さい。

-記述方式の質問に関しては、指定の余白に端的にお書き下さい。

-支障がない限り、すべての質問にお答え下さい。

京都大学農学部農林経済学科

農政学講座 00 

Q1 あなたの年齢と性別は?

)歳 ①男 ②女

Q2 どなたと来られましたか?

①一人 ②家族 ③友人 ④グループ(10人以上) ⑤その他(
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0--15歳( )人 16--19歳( )人 20--29歳(

男 30--39歳( )人 40--49歳( )人 50--59歳(

60--69歳( )人 70--79歳( )人 80歳以上(

0--15歳( )人 16--19歳( )人 20--29歳(

女 30--39歳( )人 40--49歳( )人 50--59歳(

60--69歳( )人 70--79歳( )人 80歳以上(

Q3 あなたのご職業は何ですか?(兼業農家の場合、複数可)

①農林水産業 ②会社員 ③自営業 ④医者 ⑤公務員 ⑥教員

⑦パート ⑧専業主婦 ⑨大学生 ⑩専門学校生 ⑪高校生 ⑫中学生

⑬退職後 ⑭その他(

また、学生以外の方にお聞きします。あなたの学歴は下記のどれですか。

①大学卒 ②短大卒 ③高専卒 ④専門学校卒 ⑤高校卒 ⑥中学卒

Q4 あなたの年収と年金(*税金を含めたもの)はいくらですか?

(学生の方は、年間の仕送り・アルバイト代等の合計額を選んで下さい。)

①0--100万円 ② 100--200万円 ③200--300万円 ④300--400万円

⑤ 400--500万円 ⑥500--600万円 ⑦600--700万円 ⑧700--800万円

⑨800--900万円 ⑩900--1000万円 ⑪1000--1500万円 ⑫ 1500--2000万円

⑬ 2000万円以上( )万円

Q5 あなたのご自宅はどちらですか?

①美山町 ②それ以外の北桑田郡(

③京都市 ④それ以外の京都府内(

⑤大阪府( 市町村) ⑥滋賀県(

⑦兵庫県( 市町村) ⑧奈良県(

⑨福井県( 市町村) ⑩=重県(

⑪和歌山県( 市町村)

⑫それ以外の都道府県( 都道県)( 

*①とお答えになった方は、 Q15--Q23をお答え下さい。

それ以外の方は、次の Q6から順にお答え下さい。

Q6 美山町までの片道時間はどれくらいかかりましたか?
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市町村)

町)

市町村)

市町村)

市町村)

市町村)

)人

)人

)人

)人

)人

)人

)分



Q7 美山町での滞在時間はどれくらいの予定ですか?

)時間または

Q8 美山町までどのような交通手段で来られましたか?

美山町へ到着した交通手段をお答え下さい。

①自動車燃費はどれくらいですか?

( ) km/l 

高速道路代などガソリン代以外の料金はいくらでしたか?

下の選択肢からあてはまるもの 1つを選んでOをつけて下さい。

②バイク燃費はどれくらいですか?

) km/l 

高速道路代などガソリン代以外の料金はいくらでしたか?

下の選択肢からあてはまるもの 1つを選んでOをつけて下さい。

③路線パスご自宅から美山町までの利用料金は一人あたり片道いくらでしたか?

下の選択肢からあてはまるもの 1つを選んでOをつけて下さい。

④JR+路線パスご自宅から美山町までの利用料金は一人あたり片道いくらでしたか?

下の選択肢からあてはまるもの 1つを選んでOをつけて下さい。

⑤観光パスご自宅から美山町までの利用料金は一人あたり片道いくらでしたか?

下の選択肢からあてはまるもの 1つを選んでOをつけて下さい。

⑥タクシーご自宅から美山町までの利用料金は一人あたり片道いくらでしたか?

下の選択肢からあてはまるもの 1つを選んでOをつけて下さい。

⑦その他ご自宅から美山町までの利用料金は一人あたり片道いくらでしたか?

下の選択肢からあてはまるもの 1つを選んでOをつけて下さい。

a.O円 b.0--500円 c.500--1000円

d.l000--1500円 e.1500--2000円 f.2000--2500円

g.2500--3000円 h.3000--3500円 i.3500--4000円

j .4000--4500円 k.4500--5000円 1.5000--5500円

m.5500--6000円 n.6000--6500円 o.それ以上( )円
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Q9 あなたは美山町を訪問する場合に、交通費を最大まで支払う意志がありますか?但し、その

場合に交通手段は今日と同じであるものとします。
'口
u
、h
J
1
、‘.，，

Q10 今回のご予算は交通費を除いていくらくらいですか?

)円

)円

Q11 今回の訪問の目的は何ですか?あてはまるものすべてにOをつけて下さい。

①景観や自然を満喫する

④由良川で釣りをする

⑦大野ダムに行く

⑩唐戸渓谷を観に行く

⑬ドライブに来ただけ

⑮もみじ祭り(大野ダム)

②茅葺き屋根を観に行く

⑤芦生原生林で散策する

⑧美山ハープファームに行く

⑪神田の水を飲みに行く

⑭のんびりする

⑫特になし

③自然文化村(河鹿荘)に行く

⑥キャンプ(オートキャンプ)する

⑨江和ランドで宿泊する

⑫ミントハウスに行く

⑮知人・友人・親戚の家を訪問する

⑬その他( ) 

Q12 今日、あなたは自宅と美山町以外にどこか行く予定はありますか?

①美山町以外は行かない

②別の所へも行く どこに行きますか?

その活動に交通費も含めていくら使う予定ですか?

( )円

Q13 1年間で平均何回美山町を訪問しますか?

)回/年

Q14 あなたが美山町を訪れる際に必ず行くところはどこかありますか?

①茅葺き屋根保存集落 ②自然文化村(河鹿荘)

⑤大野ダム ⑥美山ハープフアーム

⑨神田の水 ⑮ミントハウス

③芦生原生林 ④由良川

⑦江和ランド ⑧唐戸渓谷

⑪特になし ⑫その他(
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Q15 今日美山町に来なかったとしたら、あなたは何をしていましたか?あてはまるもの 1つに

Oをつけてください。

Q23 美山町に対する不満があれば、それはどのようなところですか?あてはまるもの全てにO

をつけてください。

①国内の観光旅行をする ②海外の旅行をする ③映画鑑賞をする

④遊園地・動物園・水族館に行く ⑤博物館・展覧会を観に行く ⑤ドライブをする

⑦スポーツをする ⑧スポーツ観戦をする

⑨テレビを見る・音楽鑑賞・ビデオ鑑賞 ⑩家でのんびり過ごす

⑪その他(

①景観や自然がよくない ②宿泊施設の数が少ない ③宿泊施設の質が悪い

④宿泊施設の料金が高い ⑤レストランなどの施設が少ない ⑥食べ物がまずい

⑦食べ物の料金が高い ⑧交通の便が悪い ⑨ご自宅から遠い

⑩寒い ⑪コンビニがない ⑫朝市・定期市が少ない

⑬案内標識が少ない ⑭案内所がない ⑮その他( ) 

Q24 今日の目的地についての情報をどこから得ましたか?あてはまるものすべてにOをつけて

ください。

Q16 上記の Q15を行う場合、平均いくらの費用をかけますか?

)円

Q17 今日、美山町を訪れずに、そのかわりに別の観光地ヘ行くとします。あなたが行うと考え

た観光地はどこですか。あてはまるもの 1つにOをつけて、地名を書いてください。

①美山町の広報(パンフレット)

④雑誌・新聞

⑦観光案内所

⑩その他(

②知人・友人 ③テレビ・ラジオ

⑤本 ⑥昔から知っていた

⑧たまたま通りかかった ⑨京都市の美山アンテナショップ

)円

Q25 ボランティアが美山町をガイドしてくれる無料サービスがあるとします。そのサービスで

は、宿泊施設やその他の施設・文化財などを案内所で紹介してくれて、案内役が直接各施設に連

れて行ってくれるものとします。また、山菜取りの仕方・田舎料理の作り方も教えてもらえます。

もし、このサービスがあればあなたは利用しますか。

①利用する ②利用しない

①とお答えになった方にお聞きします。どのようなサービスを利用しますか?あてはまるもの

一つにOをつけてください。

①京都府(

③滋賀県(

⑤滋賀県(

⑦その他(

) ②兵庫県(

) ④奈良県(

) ⑥和歌山県(

、、.
1

、、./、‘，
J

Q18 上記の Q17を行う場合、 1回につき平均いくらの費用をかけますか?

Q20 美山町に来るまでの風景はいかがでしたか?

①大いに満足 ②満足 ③普通 ④不満 ⑤大いに不満

a.案内所で施設を紹介してもらう b.案内役に直媛様々な施設に連れて行ってもらう

c.山菜取りの仕方を教えてもらう d.田舎料理の作り方を教えてもらう

e.他の施設を優先して作るべきである(

f.その他(

もし、このサービスがあればあなたは美山町への訪問回数を増やしますか?

Q19 あなたはドライブが好きですか?

①大好き ②好き ③普通 ④嫌い ⑤大嫌い

Q21 美山町に来るまでに車は混雑していましたか?

①ょくすいていた ②すいていた ③普通 ④混雑していた ⑤大混雑していた

Q22 美山町に友人・知人・親戚がいますか?

①知人・友人がいる ②親戚がいる ③いない

112 113 



a. t首やす

b.変わらない

C.減らす

1年あたり何回増やしますか? )回/年

滞在時間は増やしますか?

A.増やす 滞在時間は?( )時間 または(

B.変わらない

C.減らす 滞在時間は?( )時間 または(

1年あたり何回減らしますか? )回/年

その理由は何ですか?あてはまるもの全てにOをつけてください。

A.町は他のところにお金を使うべきだ

B.美山の良さが損なわれる

C.このサービス(ガイド)は必要ない

D.他の施設を優先して作るべきである( ) 

Eその他(

)泊

)泊

②とお答えになった方にお聞きします。このサービスを利用しない理由は何ですか?あてはま

るもの全てにOをつけてください。

a.このサービス(ガイド)は必要ない b.美山の良さが損なわれる

C.他の施設を優先して作るべきである( ) d.その他(

Q26 もし、美山町に長期滞在ができる温泉保養施設があるとします。 一泊二食付きで 1万円以

内の和風造りの国民宿舎のような施設であるとします。あなたは美山町への訪問回数を増やしま

すか?

a.増やす

b.変わらない

C.減らす

1年あたり何回増やしますか? )回/年

滞在時間は増やしますか?

A.増やす 滞在時間は?( )時間または(

B.変わらない

C.減らす 滞在時間は?( )時間 または(

1年あたり何回減らしますか? )回/年

その理由は何ですか?あてはまるもの全てにOをつけてください。
A.この施設は必要ない

B.美山の良さが損なわれる

C.利用料金が高い

D.洋風の宿泊施設がよい

E.他の施設を優先して作るべきである

F.その他(
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)泊

)泊

Q27 もし、美山町に温泉治療や運動療養などのための器具・場所の整った健康サービス施設があ

り、宿泊をしてリハビリや治療ができるとすれば、あなたは美山町への訪問回数を増やしますか。

a.増やす 1年あたり何回増やしますか? )回/年

滞在時間は増やしますか?

A.増やす 滞在時間は?( )時間または(

B.変わらない

C.減らす 滞在時聞は?( )時間または(

b.変わらない

C.減らす 1年あたり何回減らしますか? ( )回/年

その理由は何ですか?あてはまるもの全てにOをつけてください。
A.この健康サービス施設は必要ない

B.美山の良さが損なわれる

C.他の施設を優先して作るべきである( ) 

D.その他(

)泊

)泊

Q28 美山町に自然と親しめるようなハイキング・サイクリングコースがあり、車やバイクの通

らない道をゆっくり楽しむことができるとします。あなたは美山町への訪問回数を増やしますか?

a.増やす

b.変わらない

C.減らす

1年あたり何回増やしますか? )回/年

滞在時間は増やしますか?

A.増やす 滞在時間は?( )時間または(

B.変わらない

C.減らす 滞在時間は?( )時間または(

1年あたり何回減らしますか? ( )回/年

その理由は何ですか?あてはまるもの全てにOをつけてください。

A.ハイキング・サイクリングロードは必要ない

B.自転車の貸し出しは必要ない

C.美山の良さが損なわれる

D.その他(

115 

)泊

)泊



Q29 現在、美山町では毎週日曜日に 2ケ所で朝市が聞かれています。「大野青空市場(大野ダム

公園)Jと「美山ふれあい広場」で闘力通れている朝市では、美山町で採れた新鮮な農産物や特産物

(しし肉・鴨肉・山菜佃煮・木工工芸品・鮎・牛乳・地酒・とちもちなど)が売られており、年間

の総売上は二千万円になっています。もし、この朝市が関かれなくなったとしたら、あなたは美

山町への訪問回数を減らしますか?

a.増やす 1年あたり何回減らしますか? ( )回/年

その理由は何ですか?あてはまるもの全てにOをつけてください。

A.朝市・定期市・直売所は必要ない

B.美山の良さが損なわれている

c.朝市に人が集まりすぎる
D.その他(

b.変わらない

a.減らす 1年あたり何回増やしますか? )回/年

滞在時間は増やしますか?

A..t曽やす 滞在時間は?( )時間または( )泊

B.変わらない

c.減らす 滞在時間は?( )時間または( )泊

※以上で質問は終わりです。ご協力ありがとうございました。
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京都府美山町における宿泊施設に関する
アンケート調査

京都市左京区北白川追分町

京都大学大学院農学研究科 食料・環境政策学分野

教授 0000 担当 0000 

研究室の電話番号:(00) 00-00 

私どもは、京都大学大学院農学研究科 食料・環境政策学分野の研究室です。当研究室では、農

村の多面的機能の経済的な評価を行っています。農村におけるレクリエーシヨン機能、特に宿泊

については重要であると考えております。美山町の宿泊について研究することは、今後の美山町

の発展に資すると考えています。

お時間をおかげすることになりますが、美山町で宿泊業を開業されています皆様にアンケート

のご協力をお願いいたします。

ご回答頂きましたアンケート結果は研究資料として統計的に処理し、研究論文の基礎的データ

として使用させていただきます。個人データの公表は一切致しません。

0月O日頃にアンケートをお宅に調査員が直接回収に伺いたいと考えています。その時にご不

明な点がございましたらお尋ね下さい。

問 1 営業形態はどうなっていますか

① 民宿 ② ホテル ③ 旅館 ④ ペンシヨン ⑤ その他(

間2 客室はいくつありますか

問3 宿泊料金は最低いくらですか

117 

和室(

洋室(

一泊二食(

一泊朝食(

素泊まり(

部屋)

部屋)

門)

円)

円)



間4 お客様は主にどこで食事をいただくのですか

① 食堂で食べる ② 客室で食べる ③ その他(

問5 建築スタイルはどうなっていますか

① 自宅と客室が別々 ② 自宅と客室が同じ

間6 宿泊客が自炊できる施設がありますか

① 各部屋にある ② 共同施設としてある ③ ない

間7 風呂は一度に何人まで入れますか。個室にある場合、風目は何部屋ありますか。また、 ト

イレはいくつありますか。

風日: 共同( 人) 個室(

個室(トイレ: 共同(

間8 収容人数は何人ですか

問9 昨年の 1月から 12月の 1年間の宿泊者数は何人ですか

間 10 宿泊者のグループ構成はどうなっていますか

小さな子ども連れの家族

年輩の家族 ( 

カップル(夫婦・アベック) ( 

友人同士 ( 

一人旅 ( 

その他

問11 いつ宿泊業を開業しましたか
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部屋)

人)

人)

%) 

%) 

%) 

%) 

%) 

%) 

年)

問12 宿泊業を開業したときに、施設を新築しましたか、それとも増改築しましたか

① 新築 ② 増改築

間13 開業するのに合計いいくらくらいの費用がかかりましたか。また、開業費用の内訳はそれ

ぞれ何割ですか(わかる範囲でお答えください)

合計

外装工事

内装工事

浴室・トイレ廻り工事

外構工事(庭・植え込み他)

その他

円)

割)

割)

割)

割)

割)

問14 お宅の宿泊業所得、農林漁業所得、その他所得(年金を含む)がそれぞれ総所得に占める

割合はおよそ何%ですか

宿泊業所得(

その他所得(

%) +農林漁業所得(

%) =100 % 

%) + 

問 15 昨年の 1年間の経費はいくらですか。また、経費の内訳はどうですか(わかる範囲でお答

えください)

合計 円)

材料費(直接原価) 割)

人件費(家族労働を含む) 割)

営業費(水道光熱費・修繕費・洗濯費・宣伝手数料等) 割)

その他 割)

問 16 宿泊業に従事しているのは何人ですか

家族 人)

家族以外の正従業員 人)

家族以外のアルバイト 人)

119 



間17 金融機関などから融資を受けていますか。融資を受けている人は、どこから融資を受けて

いますか。また、利率はどのくらいですか(わかる範囲でお答えください)

① 融資を受けている

(1) 農林漁業金融公庫 利率( %) 

(2) 農協 利率( %) 

(3) 銀行 利率( %) 

(4) ノンノtンク 利率( %) 

(5) その他 利率( %) 

②融資を受けていない
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お世話になりました。

この他にも、学会等を通じて、多くの先生方からご指導を頂戴しました。特に、北海道大学の

出村克彦先生、北海道大学大学院の佐藤和夫氏、帯広畜産大学の津田学先生、中谷朋昭先生、農

業総合研究所の吉田謙太郎氏、矢部光保氏、鳥取大学の松田敏信先生、宇都宮大学の草苅仁先生、

加藤弘二先生、農村環境整備センターの秋山克彦氏、木村茂基氏、農林水産省の松漂勝幸氏、農

林漁業体験協会の足立純男氏のお名前を挙げさせていただき、お礼を申し上げます。最後になり

ましたが、愛媛大学時代にお世話になり、いろいろなことを親身にご相談いただきました故相原

和夫先生には、特に感謝を申し上げます。

2001年 1月 田中裕人
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